
１６

近畿経済計量モデルの開発とその応用
（＊）

稲　田　義　久

小川義仁
内　容

Ｉ　問題の背景と視点

１　近畿経済の概要

皿　近畿経済計量モデルの基本構造とその特徴

１Ｖ　若干のシミュレーシ ョン分析

Ｖ　今後の展望

　　参考文献

付録１　方程式リスト

付録２変数リスト

Ｉ　問題の背景と視点

　近畿経済（国際的には関西経済という呼称のほうが一般的であるがここでは以下近畿経済で統一する）

は石油危機を契機に低迷が著しいといわれてきたが，関西国際空港の開港とそれを契機とした新
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１）
たな国際的展開に期待を込めて再び注目が集まっ てきている 。

　従来，地域経済の数量的分析や予測にはマクロ計量モテルが使用されてきたが，その作成にあ

たっ ては，その時代々々に重要な経済変数を選択し，それを操作変数として主要な経済問題が分

析可能となるようなモテル ・ピルディングが要請されてきた。例えは ，１９７０－８０年代であれは
，

外的シ ョソ クすなわち原油価格の変動が近畿の産業構造や就業構造にどのような影響を及ぼすか ，

というのが１つの中心的な分析課題であ った。この場合，原油価格という外生変数を選択し，そ

れが産業構造や就業構造に影響を与えるようなモデル ・ピルティング　　原油価格変動のトラン

スミソ ション ・メカニズムを保証した多部門の生産関数や就業関数を備えた　　が要請されたの

である 。

　今日のような，関西国際空港の開港を引き金とし環太平洋経済とのリンケージを益々強めると

いう ，新たな時代の近畿経済の問題を分析するためには従来開発されてきたモデルとは異なるス

ピリットを持ったモデル開発が必要となる 。ところで，海外経済とのリンケージを内延的にも外

延的にも強めることが予想される ，２１世紀を予測のタイム ・ホライソンに見据えた近畿経済計量

モデルを開発する際に，モデルが備えていなければならない新たな視点としては，どのようなも

のがあるだろうか。以下簡単に，われわれが重要と思うそれを列挙してみよう 。

　まず第１に，モデルをアグリゲートされた近畿経済として取り扱うのか，それとも近畿を構成

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（６０２）
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する各府県モデルの集計として近畿経済（ボトムア ップ型モデル）を考えるのか。それはちょうど

単体の日本経済モデルのように各府県のリンクを考慮しないのか，また各国モデルの集合体であ

る世界経済モデルのように近畿経済を構成する各府県をリンクするのかと同じことになる 。後者

の方は非常に情報量が豊富であるが，モデル ・サイズが大きくなりすぎるという難点をもつ 。

　第２に，すでに強調したことであるが，近畿経済と他地域や日本経済，さらには世界経済との

リンケージをどのように考慮するのか。すなわち，地域問の交易や環太平洋経済圏の国々との対

外貿易を，モデルにどのように組み込むかは極めて重要な問題である 。

　第３に，地域モデルにおいては，人口の移動をモデルに組み込むことが重要となる 。人口の移

動は各府県の人口を変化させる 。人口の変化は所得のみならず支出の水準に影響を与える 。

　第４に，生産活動をモデルでどのように取り扱うのか。すなわち ，経済活動別の多部門の生産

関数を推計するのか，それとも ，県内総生産といっ たアグリゲートされた生産関数を推計するの

か。

　第５に，関西国際空港の開港の例に示されるような，社会資本ストッ ク充実が近畿経済に与え

る影響をどのように把握するか。この視点は，２１世紀の近畿経済の成長性を考える場合きわめて

重要となる 。またこの点は，近年アメリカで論争の的になっ た社会資本の経済的効果に大きく関

連する（Ａ 。。ｈ．ｕ。。（１９８９）を参照のこと）。

　第６に，第５の視点と関連するが社会資本の充実や高齢化社会のための投資は，膨大な財政的

裏付けを必要とする 。したがって，民問のみならず政府の財政収支制約を明示的に取り組んだモ

デル開発が必要となる 。

　以上，われわれが取り組んでいる近畿経済計量モデル開発の背景とその際考慮すべき視点を述

べた。以下，本論の展開は次のようになる 。まず１において，この２０年問の近畿経済の動向を人

口成長や産業構造や就業構造の変動という観占から脩鰍する 。皿においては，近畿経済計量モテ

ルの基本構造とその特徴の説明とともにモテル開発の過程で明らかになっ たテータに関連する問

題点を述べる 。１Ｖでは，暫定版の近畿経済計量モデルを用いた簡単なシミュレーシ ョン分析を紹

介する 。最後に，モテルの今後の発展の展望を述べる 。

１　近畿経済の概要

　本節では，近畿経済計量モデルの概要を示す前に予備的知識として，石油危機以降（１９７５－９１年

度）の近畿経済の動向を各府県別に概観する 。その際，（１）人口 ，（２）総生産及ひ産業構造，（３嚇業

構造を中心に検討しよう 。

　皿 一１　人口の動向

　９！年の近畿２府４県の総人口は約２ ，０１６万人（住民基本台帳べ 一ス）で，大阪 ・兵庫 ・京都の上

位３府県を合計すれば全体の約８割を占めている 。ところで，地域内での人口を考える場合，あ

る時点での水準の比較よりも ，人口動態ないし人口の成長率で見る方が意味があろう 。図表１ －

１は，各府県の人口の推移を１９７５年 ＝１００とする指数で見たものである 。図表から明らかなよう

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（６０３）
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に， まず奈良県 ・滋賀県の伸びが大きいことがわかる 。奈良県は大阪府の，滋賀県は京都府のベ

ッドタウンとしての開発が進み，また後述するように，第２次産業の成長が進んだことにより新

たな就業機会が多く創出されたためと考えられる。これに比して大阪府など上位３府県の人口は

微増しているものの，この数年は大阪府 ・京都府では鈍化傾向がみられる 。和歌山県は県北部で

は増加したものの，県南部から他府県への人口流出が激しく ，近年では全体として純減している 。

図表皿 一１　近畿各府県の人口の推移
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住民基本台帳より作成

　皿 一２　総生産及び産業構造

【近畿経済の規模】

　平成６年版（９１年度）県民経済計算年報によれば，一国の国内総生産に相当する近畿２府４県

の域内総生産は名目で７９兆６２６億円，実質（８５年価格）で７２兆７ ，７７６億円の規模である 。同年度の

為替レート（１ドル＝１３４．５９円）でドル換算すれば，約５ ，８７４億ドルとなる 。この水準は同年のス

ペインのそれ（約５ ，２８０億ドル）を上回り ，カナダのそれ（約５ ，９００億ドル）に匹敵する規模を有し

ていることになる 。

　次に各府県の実質県内総生産の伸びをみるために７５年度と９１年度の２時点で比較したのが，図

表１ －２である 。府県別にみると ，滋賀県のこの問の成長が著しく ，２ ．４９倍と近畿 ・全国の伸び

　　　　　　　　　　図表皿 一２　府県内総生産の比較（単位 ：１００万円 ，８５年価格）

７５年度 ９１年度 ９１／７５（倍）

大　　阪　　府 １９ ，９０５ ，６４３ ３６ ，８７１ ，５３７ １． ８５

兵　　庫　　県 ９， ２０３ ，５４９ １７ ，７７２ ，８８０ ユ． ９３

京　　都　　府 ４， ４４１ ，９３８ ７， ８１８ ，５５６ ユ． ７７

滋　　賀　　県 １， ９４７ ，８８８ ４， ８５８ ，３３３ ２． ４９

奈　　良　　県 １， ４３４ ，６２３ ２， ８３９ ，４１９ １． ９８

和　歌　山　県 １， ９８８ ，３７３ ２， ６１６ ，８３１ １． ３２

近　　　　　畿 ３８ ，９４９ ，０１４ ７２ ，７７７ ，５５６ １． ８７

全　　　　　国 ２１８ ，１４７ ，４８６ ４３２ ，２３８ ，７０１ １． ９８

近畿の全国シェア（％） １７ ．８５ １６ ．８４

一

（出所 ：平成６年度版県民経済計算年報）

（６０４）
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（それぞれ１８７倍，１９８倍）を上回 っている 。奈良県も１９８倍と近畿の伸ぴを上回り ，全国並みで

ある 。しかしながらシェアの高い大阪府，兵庫県に際だ った伸びがないため，近畿の伸びは全国

水準を下回り ，その結果，近畿経済の全国に占めるシェアも７５年度の１７８５％から１６８４％に後退

している 。かつて近畿経済は全国に対して２割経済といわれたが，近年の低迷ぶりは明らかであ

る。

【各府県別の産業構造】

　では，この原因を各府県の産業構造の推移をみることで，確認してみよう 。近畿の産業構造の

特徴を総括すれば，ペティ ・クラークの法則に従い，第１次産業は全体として低落傾向，阪神工

業地帯に代表されるような第２次産業の比重は停滞気味であり ，それにかわ って近年第３次産業

の比重が高まっ てきていると言えよう 。

　図表１ －３から５は，近畿各府県の全産業に占める各産業のシェアの推移である 。これをみれ

ば第１次産業は和歌山県を除き ，シェアが低下してきていることがわかる。従来から大阪府がも

っともシェアが低く ，次いで京都府 ・兵庫県が７５年度の２％から近年では１％程で横ばいである 。

さらに滋賀県と奈良県が急速にシェアを低下させているのは注目に価する 。

　次に第２次産業であるが，シェアの推移をみると ，滋賀県が総じて５０％を超え，他の府県を大

きく上回 っている 。近年ではさらに高まっ て５５％をこえるようになっ た。 大阪府は最も低く３５％

程度，阪神工業地帯の中心部を抱える兵庫県は大阪府より若干高くて４０％程度である 。

　第３次産業では，金融 ・商業機能が集積する大阪府，観光施設や教育施設を多くもつ京都府が

高く ，６５％前後を推移している 。兵庫県 ・奈良県 ・和歌山県は５５－６０％で１グループを形成して

いる 。滋賀県は最も低くて４５％強をピークに，近年はわずかだが低下している 。

　続いて図表Ｉ －６から８は，近畿各府県の産業の推移を１９７５年度を基準に指数化し，府県内の

生産の成長を各産業別に示したものである 。これをみれば第！次産業では，和歌山県が１９８８年以

降急速に成長しているが，その他の府県は横ばいが多い。滋賀県はやや低下しており ，シェアで

の低下を反映した動きになっ ている 。

　第２次産業をみれば，滋賀県の成長が著しく ，９１年度は７５年度に比して４ ．５倍にまで成長して

いる 。奈良県がそれに続き ，その他の府県も緩やかながら成長している 。

　さらに第３次産業をみれば，シェアでは最も低か った滋賀県が高い成長をしていることがわか

る。 その他は似通 っているが，和歌山県が８０年代から少しずつ成長を鈍化させている 。

　これらのことに関連して以下のことがいえる 。石油危機以降の日本経済は地方経済が相対的に

伸びを高める一方で，大都市圏は地盤沈下をおこしたが，近畿のなかでも大阪府の占める地位は

徐々に低下し，滋賀県や奈良県などの地位が上昇した 。

　第２次産業をみれば，近畿の製造業は伝統的に鉄鋼 ・繊維 ・化学などを主体とした基礎資源型

が主として臨海部に位置し，金属加工型はその周辺部ないしは内陸部に展開してきたのだが，石

油危機以降の大阪湾ヘイエリアの低迷と ，大阪圏の外縁的発展により ，第２次産業の展開にも大

きい変化がみられるようになっ た。 大阪府は依然として近畿の工業の中核地であるが，用地面で

の制約，基礎資源型産業の低迷，中小製造業の不振など構造上の理由から地位の低下がみられる 。

それに対し，滋賀県や京都府などでは第２次産業の成長が進み，相対的に付加価値の高い電子機

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（６０５）
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器， 通信機器，医薬品などの先端技術産業の集積も進んだ。臨海部での石油 ・石炭製品や鉄鋼に

偏っ ている和歌山県は近畿全体の産業の構造変化に比較的対応していないようである 。

　　　　　　　　　　　　図表皿 一３　近畿各府県の第１次産業の推移（シェア）
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　図表Ｉ －５　近畿各府県の第３次産業の推移（シェア）
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図表皿 一６　近畿各府県の第１次産業の推移（水準）
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　　　　　　　図表皿 一８　近畿各府県の第３次産業の推移（水準）
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　皿 一３　就業構造

　産業構造の変化に伴い，就業構造にも変化がみられる 。図表ＩＩ－９から１１は各府県の産業別就

業者数の推移を見たものである 。第１次産業では滋賀県の低下が著しく ，奈良県 ・兵庫県がそれ

に続いていることがわかる 。和歌山県は産業構造を反映して，低下のテンポは緩慢である 。第２

次産業では滋賀県 ・奈良県の成長が著しく ，大阪府 ・京都府 ・兵庫県はほほ横ばいないしは微減

である 。和歌山県は８０年代前半から下がり始めているが，とりわけ８６－８７年度の低下は大きい 。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（６０７）
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これはプラザ合意以降の急激な円高によっ て， 鉄鋼 ・金属部門の低下が加速したためである 。第

３次産業では，奈良県 ・滋賀県が高い伸びを示しているが，その他府県も上昇傾向にあるものが

多い 。

　このように就業構造も産業構造の特徴を反映し，大阪府 ・兵庫県なとでは第２次産業の成長鈍

化から就業者数の伸びにも鈍化がみられる一方で，滋賀県 ・奈良県での就業機会が上昇している 。

全体としては，第１次産業の低迷と第２次産業から第３次産業へのシフトがみられる 。

１１０

１００

９０

８０

７０

６０

５０

４０

３０

図表皿 一９ 第１次産業の就業構造の推移（水準）
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皿　近畿経済計量モテルの基本構造と特徴

　皿一１　近畿経済計量モテルの概要

　本節では，近畿経済計量モデルの基本的構造とその特徴を述べる 。具体的なモデルの方程式体

系と変数リストは巻末の付録にまとめられているので，それらを参照されたい。さてモデルは図

表皿 一１に示すブロッ クから構成される 。

　　　　　　　　　　　　　　図表皿一１　近畿経済計量モデルの構成

Ｉ． 各府県モデルブロッ ク（ｉ＝ 兵庫，京都，奈良，大阪，滋賀 ，和歌山）

　ｉ ．１　県民総支出ブロッ ク（実質）

　ｉ ．２　県民総支出ブロッ ク（名目）

　ｉ ．３　県民所得分配ブロッ ク

　　　　　家　　計

　　　　　 一般政府

　ｉ ．４　生産 ・労働ブロッ ク

ｕ． 近畿統合ブロッ ク

　近畿経済計量モデルは，各府県経済を個別に推計しそれをリンクするというボトムア ップ方式

を採用している 。したがって，モデルは各府県モデルブロッ クと各府県の変数を統合する近畿統

合ブロッ クからなる 。各府県モデルブロッ クは，それぞれサブブロッ クとして ，ｉ ．１とｉ ．２の

実質 ・名目県民総支出ブロッ ク， ｉ． ３の県民所得分配ブロッ クとｉ ．４の生産 ・労働ブロッ クか

らなる 。またｉ ．３の県民所得分配ブロッ クでは，県民所得の分配と制度部門別（家計と一般政

府）の所得支出勘定が取り扱われる 。各府県モデルブロッ クの構造も方程式のスペシフィケーシ

ョンも各府県でほぼ共通しているので，以下では各府県を一括して取りあげて説明を行う 。

　皿一２　近畿経済計算勘定体系

　各府県のモデルを作成する場合，依拠する基本的な勘定体系は（府）県民経済計算である 。い

ま例として大阪府民経済計算（平成４年度版）を取りあげよう 。大阪府民経済計算は，経済企画

庁の「県民経済計算標準方式」及ひ「県民経済計算標準方式推計方法」を基準とした推計である 。

すなわち，ＳＮＡ方式に準拠して推計されており ，もっとも情報量の豊かな県民経済計算となっ

ている 。大阪府民経済計算に掲載されている統計表は主として，主要系列表，基本勘定，関連指

標及び付表からなっ ている 。このうち ，中心となるのが主要系列表と基本勘定である 。主要系列

表は，（１）経済活動別府内総生産，（２）府民所得，（３）府民総支出（名目 ・実質）及び（４）デフレータか

らなっ ている 。基本勘定は，（１）統合勘定，（２）制度部門別所得支出勘定及び（３）制度部門別資本調達

勘定からなっ ている 。ここではモデルの理解を助けるために，まず主要系列表から府民総支出

（名目 ・実質），府民所得の分配，経済活動別府内総生産の順に勘定体系をモデルと関連づけてみ

ていこう 。なお表記上厳密には府と県とを分けなけれはならないが，煩雑性を避けるため以下特

に断らない限り ，県で統一する 。例えば府民や府内は県民や県内とする ・

（６０９）
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【県民総支出ブロッ ク】

　＿図表皿 一２は大阪府の府民経済計算の主要系列表をもとに県民総支出とモデルにおける変数の

対応を示したものである 。実質 ・名目の県民総支出及びそのデフレータについては，表に示され

ている変数がモデルにおいて内生化される 。ただし，変数横の＊印はモデルでは外生変数である
　　　　　　２）
ことを意味する 。

図表皿一２　県民総支出

県民総支出
モデルにおける変数

名　目 実　質 デフレータ

１　民間最終消費支出

（１）家計最終消費支出 ＸＸ　ＣＨＮ
一

ＸＸ　ＣＨ
・

ＸＸ 　ＰＣＨ

（２）対家計民間非営利団体最終消費支出 ＸＸ 　ＣＮＨＮ ＸＸ 　ＣＮＨ

２　一般政府最終消費支出 ＸＸ　ＣＧＮ
一

ＸＸ 　ＣＧ ＸＸ 　ＰＣＧ

３　県内総資本形成

（１）総固定資本形成

ａ　民間住宅投資 ＸＸ　ＩＦＲＮ

’

ＸＸ　ＩＦＲ

■

ＸＸ 　ＰＩＦＲ

ｂ　民間企業設備投資 ＸＸ　ＩＦＮＲＮ

■

ＸＸ　ＩＦＮＲ

一

ＸＸ 　ＰＩＦＮＲ

Ｃ　公的固定資本形成 ＸＸ 　ＩＦＧＮ

一

ＸＸ 　ＩＦＧ ＸＸ 　ＰＩＦＧ

（２）在庫品増加 ＸＸ　 ＪＮ ＸＸ＿Ｊ
‘　　　　‘　　　　一

ａ　民間企業

ｂ　公的企業

４　純移出 ・統計上の不突合

輸・ 移出 ＸＸ 　ＥＸＤＮ ＸＸ 　ＥＸＤ ・　　　　・　　　　　一

輸・ 移入 ＸＸ 　ＩＭＤＮ ＸＸ 　ＩＭＤ

統計上の不突合 ＸＸ 　ＤＩＳＣＮ ＸＸ 　ＤＩＳＣ ’　　　　．　　　　　一

５　県内総支出 ＸＸ　ＧＤＥＮ
一

ＸＸ　ＧＤＥ
一

ＸＸ 　ＰＧＤＥ

府外からの要素所得（純） ＸＸ　ＮＦＹＮ
一

ＸＸ　ＮＦＹ
・

ＸＸ 　ＰＧＤＥ

県民総支出 ＸＸ　ＧＤＰＮ
一

ＸＸ　ＧＤＰ
‘

ＸＸ 　ＰＧＤＰ

　県民総支出ブロッ クでは，実質変数がまず決定されて，それにデフレータを乗じて名目変数が

決定される 。各府県の民間最終消費支出，民問住宅投資及ぴ在庫品増加は，各府県の経済要因で

決定される 。

　それに対して，各府県の民問設備投資の決定は異なっ た方法をとる 。すなわち，容易にわかる

ように各府県の設備投資は各府県レベルの経済変数で決定されるわけではない。各府県の消費や

住宅投資の決定が各府県の所得水準で説明されるのに対して，設備投資の決定は主として当該各

府県の利潤で説明される必然性はまっ たくない。むしろ国ないしは近畿全体の投資規模が府県外

の本社部門でまず決定され，それが各府県の相対的な条件（需要の伸びやコスト条件）により各府

県に配分されるという ，いわばトッ プダウンの２段階の投資決定と考えるのが自然である 。

　そのような考え方に基づいた設備投資関数が次式である 。近畿全体の投資（ＫＩ　ＩＦＮＲ）は国レ

ベルの投資関数の決定と同様に，キャッ シュフロー要因である実質近畿民問法人企業所得，需要

要因の近畿実質県内総支出及び卸売物価指数で割り引かれた実質金利の３要因で決定される 。ち

なみに実質近畿民間法人企業所得の係数（・ 十々＊ＫＩ ＥＳＪＧＢＯ）は投資性向であり ，これは一定

ではなく近畿の企業の業況判断指数（Ｄ．ｆｆｕ．１０ｎ　Ｉｎｄｅｘ）によっ て変動することを示している 。

（６１０）
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ＫＩ　ＩＦＮＲ＝ｆ（ト戸＊ＫＩ　ＥＳＪＧＢＯ）＊ＫＩ　ＹＣＡＤ／ＪＰ　ＷＰＩ，ＫＩ ＧＤＥ
，

　　　　　ＪＰ　ＩＮＲＬ－ＰＣＨ（ＪＰ　ＷＰＩ））

ＫＩ　ＩＦＮＲ ：近畿民問設備投資，ＫＩ　ＥＳＪＧＢＯ ：近畿業況判断指数

ＫＩ　ＹＣＡＤ ：民問法人企業所得（配当控除後），ＰＣＨ（Ｘ） ：Ｘの対前年伸び率

ＪＰ　ＷＰＩ卸売物価指数（全国），ＫＩ　ＧＤＥ実質近畿県内総支出

ＪＰ　ＩＮＲＬ ：約定平均金利（全国）

２５

　このような近畿全体の民問設備投資に加えて，各府県の民問設備投資シェア決定については次

式のように，近畿全体の実質生産水準に占める各府県のシェア ，就業者１人あたりの実質生産額

または生産要素の調達価格差が説明要因となる 。ただし，生産要素の調達価格差の代理変数とし

て， 県内生産に占める１次産業のシェアを用いた。つまり ，県内生産に占める１次産業のシェア

が高いほど労働者及び土地の調達価格が低くなるであろうと想定しているのである 。また被説明

変数はＯと１の間の値をとるため，ロジ ット変換をほどこしたうえで推計しているのが特徴であ
３）

る。

　　　　ＬＯＧ（Ｘｘ　ＩＦＮＲ／ＫＩ　ＩＦＮＲ／（１－ＸＸ　ＩＦＮＲ／ＫＩ　ＩＦＮＲ））

　　　　＝ｆ（ＬＯＧ（ＸＸ　ＧＤＰ／ＫＩ　ＧＤＰ／（１－ｘＸ　ＧＤＰ／ＫＩ　ＧＤＰ）） ，ＰＣＨ（Ｘｘ＿ＧＤＰ／Ｘｘ＿Ｎ）
，

　　　　　ＸＸ　ＲＸ１／ＫＩ　ＲＸ１））

　　　　ＸＸ　ＩＦＮＲ ：各府県（ＸＸ）の実質民問設備投資

　　　　ＸＸ　ＧＤＰ ：各府県（ＸＸ）の実質県内総生産

　　　　ＫＩ　ＧＤＰ ：実質近畿県内総生産，ＸＸ　Ｎ ：各府県の就業者数

　　　　ＸＸ　ＲＸ１ ：各府県の１次産業のシェア ，ＫＩ　ＲＸ１ ：近畿の１次産業のシェア

　ー般政府最終消費や公的固定資本形成は外生性が強いので，モデルでは実質変数を外生変数と

し， それに対応するデフレータを乗じて名目変数を決定している 。

　地域経済を取り扱う場合，財貨 ・サ ービスの輸 ・移出入は非常に重要である 。他府県のみなら

ず海外との取引はことのほか重要であり ，何らかの形でモデルにおいて内生化する必要がある 。

しかし，後に述べるようにデータは未整備でほとんど統計上の不突合と一緒に処理されているの

が現状である 。この点は今後の課題として，現在のところモデルにおいては外生的な取扱として
　４）
いる 。

　財貨 ・サービスの移動ともに重要なのが，要素所得の純受取（ＸＸ－ＮＦＹＮ）である 。要素所得

の受け払いは各府県と他府県の経済活動に依存するから ，近畿と当該各府県の県内総支出で説明

される 。県内総支出に県外からの要素所得の純受取を加えたものが県民総支出となる 。

ＸＸ　ＮＦＹＮ＝ｆ（ＫＩ　ＧＤＥＮ，ＸＸ　ＧＤＥＮ）

ＫＩ　ＧＤＥＮ ：近畿の名目県内総支出，ＸＸ　ＧＤＥＮ ：各府県の名目県内総支出

【県民所得分配ブロッ ク】

　次に県民所得の分配を取り扱うのが本ブロッ クである 。県民所得の分配とモデルにおける変数

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（６１１）
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の対応を見たのが，図表皿 一３である 。

　モテルにおいて明示的に取り扱われている経済主体は，家計，企業，政府の３主体であり ，分

配所得としては雇用者所得，家計と　般政府の財産所得の受け払い，民間法人企業及ぴ個人企業

の所得が内生化されている 。

図表皿 一３ 県民所得の分配

　　　　県民所得の分配

　雇用者所得
　財産所得（非企業部門）

　　 ａ　受　　取

　　ｂ　支　　払
（１）一般政府

　　 ａ　受　　取

　　ｂ　支　　払
（２）対家計民問非営利団体

　　 ａ　受　　取

　　ｂ　支　　払
（３）家　　計

　１）利　　子

　　 ａ　受　　取

　　ｂ　支　　払

　２）配　　当

　３）賃貸料
３　企業所得（配当控除後）

（１）民間法人企業

（２）公的企業

（３）個人企業

　　 ａ　農林水産業

　　ｂ　その他の産業

　　 Ｃ　持ち家

　県民所得
　問接税（控除）補助金

　県民所得（市場価格）

　その他の経常移転（純）

（１）非金融法人企業及び金融機関

（２）一般政府

（３）対家計民間非営利団体

（４）家　　計

８　県民可処分所得

（１）非金融法人企業及び金融機関

（２）一般政府

（３）対家計民間非営利団体

（４）家　　計

モデルにおける変数

ＸＸ　ＹＷ

ＸＸ　ＹＰＲＧＲ

ＸＸ　ＹＰＲＧＯ

ＸＸ　ＹＰＲＮＨＲ
ホ

ＸＸ　ＹＰＲＮＨＯ
＊

ＸＸ　ＹＩＮＴＨＲ

ＸＸ　ＹＩＮＴＣＤ

ＸＸ　ＹＤＩＶＨＲ

ＸＸ　ＹＲＥＮＨＲ

ＸＸ　ＹＣＡＤ

ＸＸ　ＹＧ
ホ

ＸＸ　ＹＩＮＤ

ＸＸ＿ＹＰ

ＸＸ　ＴＩ－ＸＸ　ＳＵＢ

ＸＸ　ＮＴＲＧ

ＸＸ　ＮＴＲＨ

ＸＸ　ＹＤＧ

ＸＸ　ＹＤＨ

【制度部門別所得支出勘定】

　主要系列表の県民所得の分配は，県民所得が各経済主体にどのように配分されるかを示したも

のであるのに対して，基本勘定の（２）制度部門別所得支出勘定及び（３）制度部門別資本調達勘定は各

制度部門毎に可処分所得や貯蓄を定義する勘定であり ，消費尽くされずに残った貯蓄をどのよう

に実物資産や金融資産に振り分けるかを記帳したものである 。

　本モテルでは県民所得の分配とともに，家計と　般政府の所得支出勘定を明示的に取り扱って

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（６１２）
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いる 。モデル ・サイズを考慮して，対家計民間非営利団体と企業の所得支出勘定は取り扱わなか

った。図表皿 一４（Ａ）， （Ｂ）は家計と　般政府の簡略化した所得支出勘定である 。

　家計の所得支出勘定では，支出項目としては，最終消費支出，家計直接税，消費者負債利子を

内生化した。受取項目としては，雇用者所得，個人企業所得，財産所得（利子，配当，賃貸料）受

取， 及び純移転を内生化した。受取計から直接税及び消費者負債利子を控除したものが家計可処

分所得となる 。さらに可処分所得から最終消費を控除したものが貯蓄となる 。

　　　　　　　　　　　　　図表皿一４（Ａ）制度部門別所得支出勘定（家計）

モデルにおける変数 モデルにおける変数

最終消費支出　　　　　ＸＸ　ＣＨＮ

　　　　　　　　　　　　　　一
雇用者所得　　　　　ＸＸ　ＹＷ

　　　　　　　　　　　　　　　’
直接税　　　　　　　　ＸＸ　ＴＤＨ

　　　　　　　　　　　　　　一
個人企業所得　　　　　ＸＸ　ＹＩＮＤ

　　　　　　　　　　　　　　一
消費者負債利子　　　　ＸＸ　ＹＩＮＴＣＤ

　　　　　　　　　　　　　　一
利子　　　　　　　　ＸＸ 　ＹＩＮＴＨＲ

　　　　　　　　　　　　　　一
貯　　蓄　　　　　　　　ＸＸ　ＳＨ

　　　　　　　　　　　　　　■
配　　　当　　　　　　　　ＸＸ　ＹＤＩＶＨＲ

　　　　　　　　　　　　　　一
賃貸料　　　　ＸＸＹＲＥＮＨＲ

　　　　　　　　　　　　　　一
純移転　　　　　ＸＸＮＴＲＨ

　　　　　　　　　　　　　　一

支払計 受取計

　一般政府の所得支出勘定では，支出項目としては，政府最終消費支出，財産所得，補助金，貯

蓄を内生化した。受取項目としては，財産所得受取，家計と企業の直接税，間接税及び純移転を

内生化した。受取計から財産所得支払及び補助金を控除したものが一般政府可処分所得となる 。

可処分所得から最終消費を控除したものが貯蓄となる 。

　　　　　　　　　　　　図表皿一４（Ｂ）制度部門別所得支出勘定（一般政府）

モデルにおける変数 モデルにおける変数

最終消費支出　　　　　ＸＸ　ＣＧＮ

　　　　　　　　　　　　　　一
財産所得　　　　　　ＸＸ　ＹＰＲＧＯ

　　　　　　　　　　　　　　一
財産所得　　　　　　　ＸＸ　ＹＰＲＧＲ

　　　　　　　　　　　　　　一
直接税

補助金　　　　　ＸＸＳＵＢ
　　　　　　　　　　　　　　一 家計　　ＸＸＴＤＨ　　　　　　　　　　　　　　■

貯　　蓄　　　　　　　　ＸＸ　ＳＧ

　　　　　　　　　　　　　　一
企　　業　　　　　　　　ＸＸ　ＴＤＣ

　　　　　　　　　　　　　　一
問接税　　　　　　　ＸＸ　ＴＩ

　　　　　　　　　　　　　　■
純移転　　　　　ＸＸＮＴＲＧ
　　　　　　　　　　　　　　一

支払計 受取計

　　般政府は，貯蓄（ＸＸ－ＳＧ）や固定資本減耗をもとに投資（ＸＸ－ＩＦＧＮ）を行うが，資金不足の

場合は地方債（（ＸＸ－ＳＧＢ）を発行する 。また地方債発行は前期末残高に積み上がり期末の残高と

なる 。

ＸＸ　ＳＧＢ＋ＸＸ　ＳＧ＝ｆ（ＸＸ　ＩＦＧＮ）

ＸＸ　ＳＧＢ ：各府県の地方債発行額　ＸＸ　ＳＧ ：各府県の一般政府貯蓄

ＸＸ　ＩＦＧＮ ：各府県の公的固定資本形成

ＸＸ　ＫＧＢ＝ｆ（ＸＸ　ＳＧＢ，ＸＸ　ＫＧＢ卜１１）

ＸＸ　ＫＧＢ ：地方債発行残高

（６１３）
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【生産 ・労働ブロッ ク】

　本ブロッ クは産業別生産活動や雇用を取り扱う 。図表皿 一５は，経済活動別県内総生産とモデ

ルにおける変数の対応を見たものである 。われわれは県内生産活動をモデルのサイズを考慮して

３産業のカテゴリー で捉えている 。なお県内総生産は名目値しか発表されていないので，実質値

は総支出デフレータで総生産を除して求めた 。

　　　　　　　　　　　　　　　　　図表皿一５　経済活動別県内総生産

経済活動別県内総生産

１　産業

　（１）農林水産業

　（２）鉱　業

　（３）製造業

　（４）建設業

　（５）電気 ・ガス ・水道業

　（６）卸 ・小売業

　（７）金融 ・保険業

　（８）不動産業

　（９）運輸 ・通信業

　（１０サービス 業

２　政府サービス生産者

　（１）電気 ・ガス ・水道業

　（２）サ ービス業

　（３）公　務

３　対家計民間非営利サービス生産者

　（１）サービス業

小　計

輸入税

（控除）その他

（控除）帰属利子

県内総生産

第１次産業

　農林水産業

第２次産業

　鉱業，建設業，製造業

第３次産業

　卸 ・小売業，金融 ・保険業
，

　不動産業，運輸 ・通信業 ，

　電気 ・ガス ・水道業，サービス業 ，

　公　務

小　計

輸入税

（控除）その他

（控除）帰属利子

県内総生産

モデルにおける変数

ＸＸ　ＧＤＰ１Ｎ

ＸＸ　ＧＤＰ２Ｎ

ＸＸ　ＧＤＰ３Ｎ

ＸＸ　ＧＤＰ１３Ｎ

ＸＸ　ＴＩＭ

ＸＸ　ＴＩＭＯ

ＸＸ　ＩＮＴ

ＸＸ　ＧＤＰＮ

注）図表皿 一５に示されている変数の末尾のＮは，名目変数であることを示す。なお１次，２次，３次産

　業の総生産合計は厳密には県内総生産に一致しない。この合計に輸入税を加え，帰属利子とその他を控

　除したものが県内総生産となり ，それが県内総支出に一致する 。県内総支出に県外からの要素所得の純

　受取を加えたものが県民総支出になる 。

　図表皿 一５で示したように，われわれは県内生産活動を３産業のカテゴリーで捉えている 。１

の近畿経済の概要でみたように，第１次産業の経済全体に占める重要性はさほど大きくないので ，

モテルにおいては外生変数とした。第２次産業については，次式のような，コフ ・タクラス型生

産関数を仮定した 。

ＬＯＧ（ＸＸ　ＧＤＰ２／（ＸＸ　ＯＰＲ＊ＸＸ　ＫＦＮＲ［一１１）

＝ａ＋ｂ＊ＴＩＭＥ＋ 似＊ＬＯＧ（ＸＸ　ＴＨ＊ＸＸ　Ｎ２／（ＸＸ　ＯＰＲ＊ＸＸ　ＫＦＮＲ［一１１））

ＸＸ　ＧＤＰ２ ：各府県の実質県内総生産（第２次産業）ＸＸ　ＯＰＲ ：各府県の稼働率

ＸＸ　ＫＦＮＲ ：各府県の民間資本ストッ ク　ＴＩＭＥ ：タイム ・トレンド

ＸＸ　ＴＨ ：各府県の総労働時問　ＸＸ　Ｎ２ ：各府県の就業者数（第２次産業）

　また第３次産業については資本ストッ クデータがないので，次式のように当該産業の就業者数

に総労働時間を乗じて，労働投入量だけで決定される生産関数を仮定した 。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（６１４）
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ＬＯＧ（ＸＸ　ＧＤＰ３）＝ａ＋ｂ＊ＬＯＧ（ＸＸ　ＴＨ＊ＸＸ　Ｎ３）

ＸＸ　ＧＤＰ３ ：各府県の県内総生産（第３次産業）

ＸＸ　Ｎ３ ：各府県の就業者数（第３次産業）

２９

　本論の最初において指摘したように，近畿経済の中長期の予測を考える場合，技術進歩率をど

のように考えるかが非常に重要となる 。そこで，生産関数を推定する前に近畿各府県の第２次産

業の技術進歩の動向を見よう 。われわれはコブ ・ダグラス型の生産関数を仮定しているから ，標

本期問（１９７５－９１年度）中の各府県の労働分配率（・）を用いて次式から残差として全要素生産性

（Ｔ．ｔ．１Ｆ。。ｔ。。 Ｐ。。ｄ。。ｔｉ．ｉｔｙ）を計算することが出来る 。また全要素生産性をタイム ・トレンドで回

帰することにより標本期問中の平均的な技術進歩率を推計することが出来る 。

　　　　Ｔｏｔａ１Ｆａｃｔｏｒ　Ｐｒｏｄ．ｕｃｔｉｖｉｔｙ

　　　　＝ＬＯＧ（ＸＸ　ＧＤＰ２／ＸＸ　ＯＰＲ／ＸＸ　ＫＦＮＲ［一１１）

　　　　一０＊ＬＯＧ（ＸＸ　ＴＨ＊ＸＸ　Ｎ２／（ＸＸ　ＯＰＲ＊ＸＸ　ＫＦＮＲ［一１１））

　　　　＝ｆ（ＴＩＭＥ）

ただし ，ぴ＝ＸＸ　ＹＷ／ＸＸ　ＹＰ

　　　　ＸＸ　ＹＷ ：各府県の雇用者所得

　　　　ＸＸ　ＹＰ ：各県民所得

　図表皿 一６には，各府県の標本期問における労働分配率の平均値，標準偏差，最大値及び最小

値が示されている 。またこの平均分配率を用いてかつ上式に基づいて計算された全要素生産性を

タイム ・トレンドで回帰した場合の係数（技術進歩率）が最後に示されている 。

　　　　　　　　　　　　図表皿一６　近畿各府県の労働分配率と技術進歩率

平均分配率 標準偏差 最大値 最小値 技術進歩率

兵庫県
６９ ．１３ １． ５６ ７１ ．８７ ６６ ．３５ Ｏ． Ｏ０４０（０ ．０２３１）

京都府
６７ ．７０ １． ９７ ７０ ．８６ ６４ ．３０ ０． Ｏユ８４

奈良県
６８ ．３５ ２． ５３ ７２ ．４４ ６４ ．９９ Ｏ． ０１２１

大阪府
６５ ．８６ １． ６７ ６７ ．９４ ６２ ．２１ Ｏ． Ｏ１５２

滋賀県
６３ ．７４ ３． ３２ ６８ ．２９ ５７ ．９９ ０． ０２６９

和歌山県 ６１ ．４７ ２． ０１ ６４ ．９２ ５７ ．９８ Ｏ． ＯＯＯＯ

注）技術進歩率は標本期間の平均値。兵庫県については，標本期間の前期（１９７５ －８４

　年度）と後期（１９８５－９１年度）で異なる技術進歩率を想定。括弧内の数値は後期の

　技術進歩率を示す 。

　近畿各府県の平均労働分配率は，和歌山県の６１ ．５％から兵庫県の６９ ．１％に分布している 。各府

県の労働分配率の標準偏差は兵庫県の１ ．５６から滋賀県の３ ．３２に分布している 。労働分配率の格差

は各府県の産業構造の差異に依存しているようである 。和歌山県の平均労働分配率が近畿の中で

いちばん低いのは，１ －２で述べたように第１次産業のシェアが高いことに対応している 。また

滋賀県や奈良県の労働分配率の標準偏差が大きいのは，滋賀県や奈良県において第１次産業以外

の産業が急速にかつダイナミッ クに成長してことを示唆している 。それとは対照的に大阪府や兵

庫県の標準偏差が低いのは，当該府県の成長が安定的かつ低いことを示唆している 。
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　図表皿 一７は各府県の第２次産業の全要素生産性の時系列を見たものである。時系列のパター

ンとして，１）標本期間則半（１９７５－８５年度）は低迷するが，それ以降は急速に上昇する（兵庫県 ，

奈良県），２）期間中平均して成長する（京都府，大阪府，滋賀県），３）ほとんど成長がない（和歌

山県），の３タイプが見られる。また２）のタイプのなかでも ，滋賀県は成長のスピードが早い
が， 京都府や大阪府は成長のスピードが遅いことがわかる 。

　これらの全要素生産性の時系列のパターンを念頭にいれ，１次のタイム ・トレンドで回帰した

係数の値（技術進歩率）が，図表皿 一６の右側に示されている 。滋賀県が一番高く２ ．６９％，兵庫県

が２ ．３１％（１９８５－９１年度平均），京都府が１ ．８４％，奈良県が１ ．２１％，大阪府が１ ．５２％と推定される
。

ただし，和歌山県は散布図から判断して係数ゼロの直線を想定しているから ，技術進歩率はゼロ

である 。

　産業別生産決定の次に簡単に生産要素の需要について説明しておこう 。第２次産業の労働需要

（ＸＸ－Ｎ２）については，企業の最適化行動から求め，さらに調整過程を考慮した。すなわち ，当

該産業の生産水準（ＸＸ－ＧＤＰ２）と労働者１人あたりの雇用者所得（ＸＸ－ＷＡＧＥ）を卸売物価指数

（ＪＰ ＷＰＩ）で割り引いた実質賃金と１期前の自己ラグで説明した。また第３次産業の労働需要
（ＸＸ－Ｎ３）については，簡単に直接生産水準の関数とした 。

ＬＯＧ（ＸＸ－Ｎ２）＝ａ ＋ｂ＊ＬＯＧ（ＸＸ　ＷＡＧＥ／ＪＰ　ＷＰＩ）十 ｃ＊ＬＯＧ（ＸＸ　ＧＤＰ２）

　　　　　　　十ｄ＊ＬＯＧ（ＸＸ　Ｎ２［一１］）

ＸＸ－ＷＡＧＥ ：各府県の１人あたりの雇用者所得　ＪＰ　ＷＰＩ ：卸売物価指数（全国）

ＬＯＧ（ＸＸ　Ｎ３）＝ａ ＋ｂ＊ＬＯＧ（ＸＸ　ＧＤＰ３）

　皿一３　データの整備状況について

　以上，県民計算勘定体系を中心に近畿経済計量モデルの基本構造とその特徴を説明した。計量

モデルを開発する際に，必ず逢着するのがデータの問題である 。ここではわれわれが当初理想と

した近畿経済計量モテルの開発過程で生じたデータの問題を指摘し，それへの対応方法を述べる 。

【制度部門別勘定】

　すでに述べたように，モデルは主として県民経済計算勘定体系に依拠しており ，主要系列表と

基本勘定に基づいている 。主要系列表については各府県とも完備しているが，基本勘定の制度部

門別勘定についてはばらつきがある 。制度部門別所得支出勘定については，兵庫県を除く各府県

で整備されている 。ただし，奈良県については１９８０年度以降しか利用できない 。

　また制度部門別資本調達勘定については，大阪府しか整備されていない状況である 。資本調達

勘定があれば各制度部門の貯蓄投資バランスを検討できるが，未整備の状況であるので今回のモ

デル開発においては資本調達勘定は考慮しなかった 。

　したがって，本モデルでは兵庫県を除く各府県の制度部門別所得支出勘定を明示的に取り扱い ，

家計と　般政府の可処分所得と貯蓄を内生化している 。

（６１６）
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　　　図表皿一７　近畿各府県の全要素生産性の散布図（１９７５－９１年度）

兵庫県

１　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１
一　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　さ　 一

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　さ

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　さ

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　オ

　　　　　　　　　　　さ　　　　　　　　　　さ
一　　ホ　　　　　　　　　寺　　さ　　さ　　オ　　　　オ　　　　“　　　　　　　　　　　 一

　　　　　　ホ　オ　　　　　　　　　　　　　　　　　箏

一一一一一一一十一一一一一十一一一一一十　　　一一十一一一一一十一一一一一十一一一一一十一一 　　　十一一一

　１９７６　７７　７８　７９　８０　８１　８２　８３　８４　８５　８６　８７　８８　８９　９０　９１

京都府

　　　　　　　　　　　　　　　幸　１

　　　　　　　さ　　　さ　　　 一

　　　　　　　　　　オ

さ　さ　さ

　　　　　　　　　　　　　　　さ　　　　　　オ
　　　　　　　　　　　オ
　　　　　　　　　　　　　さ　　　　　　さ
一　　　　　　　　　　　　　　　　苧　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 一

　　　　　　　　さ

　　　ホ

ー　　　　辛　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 一

一一一一一一一十一一一一一十一一一一一十一一一一一十一一一一一十一一一一一十一一一一一十一一一一一十一一一

１９７６７７７８７９８０８１８２８３８４８５８６８７８８８９９０９１

奈良県

き

オ

幸　　　　 一

ホ

　　　　　　　　　　　　　　　　　　ホ

＿　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　オ
　　　　　　　　　　　　　ホ　ホ

　　　　　　ホ　ま　オ　　　　　　　さ　　　　　オ
　　　ホ　　　　　　　　　　　　　　　　寺　　　　　オ

ー一一一一一一十一一一一一十一一一一一十一一一一一十一一一一一十一一 　　十一一一一一十一一一一一十一一一

１９７６７７７８７９８０８１８２８３８４８５８６８７８８８９９０９１

３１

（６１７）



３２　　　　　　　　　　　　　　　　立命館経済学（第４３巻 ・第４号）

　大阪府
一２ ．５３一 　　■さ　

一

オオさ
一２６１一

さ

オオ
オ

一２６９一

　さささ“さ
さ

ｔオ
一２７７一 ＿

　一一一一一一・十・・…十・一■■・十・■…十一十　十…一・十一十…
　１９７６　７７　７８　７９　８０　８１　８２　８３　８４　８５　８６　８７　８８　８９　９０　９１

　滋貿県
　Ｉ－２ ．０５一 　オ１

　　・　ホさオ

一２１７一

オオ
さ

一２３０一 “ささ
辛

オオオ
一２ ．４２一 　オ　オ　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 ー

　一一一・■・一十・・一一一十一一・・．十・十一一一一一十■一・一一十・…一十・一十一・・

　１９７６７７７８７９８０８１８２８３８４８５８６８７８８８９９０９１

　和歌山県

　１－２ ．４０一 ホ
オ

一２５２一

ホホさ

一２６５一
オ

さ
さ讐

さホ
芸さ

さ　さ
讐

一２７７一

　　　　　　　＿　一一・・十・十■■・一十一一一十一一一一・十．一・・一十一十一・十・一一
　１９７６７７７８７９８０８１８２８３８４８５８６８７８８８９９０９１

（６１８）



　　　　　　　　　　　　近畿経済計量モデルの開発とその応用（稲田 ・小川）　　　　　　　　　　　３３

【資本ストッ ク・ データの整備】

　生産関数や住宅投資関数を推定する場合に資本ストッ クデータが是非必要となるが，県民経済

計算年報には各府県別の資本ストッ クが掲載されていない。このため，われわれは以下の手順で

府県別の資本ストッ クを推定した 。

（１）資本ストソ クの算出式及ぴ作成方法

　県民経済計算より使用できるデータの範囲は８５年基準の場合，７５年度以降である 。このため ，

何らかの形で７５年度のベンチマーク ・ストッ クを作成し，民問住宅投資，同企業設備投資のフロ

ーのデータを積み上げていく方法をとっ た。

　一般に，今期の資本ストッ ク（Ｋｔ）は，前期の資本ストッ ク（Ｋｔ一。） ，今期の投資フロー（Ｉｔ） ，

資本の除却（Ｒｔ）を用いて，以下のように定式化できる 。

Ｋｔ＝Ｋｔ＿１
＋Ｉｔ－Ｒｔ＝（１－ＲＲｔ）Ｋ

。＿１
＋Ｉｔ

但し，ＲＲｔ（除却率）＝Ｒｔ／Ｋ
。＿１

　ここで除却率と投資フロー が既知である場合，ベンチマークの資本ストッ クを与えることによ

って ，資本ストッ クの系列を作成することができる 。以下，資本ストッ クの除却率の導出と ，ベ

ンチマークの決定およぴ資本ストソ クの系列の作成方法について述べる 。

（２）除却率の導出

　国民経済計算年報（ＳＮＡ）の参考表の純固定資産より ，住宅ストソ クのテータを得る 。同時に

純固定資産の合計から主体別勘定の　般政府，形態別勘定の住宅を差し引いたものを，民間企業

設備投資ストッ クとみなす。この２本の系列と同年報の主要系列表の民問住宅および民間企業設

備投資の系列より ，上式から逆算して資本の除却（Ｒｔ）を求めた。さらにそこから除却率（ＲＲｔ）

が求まる 。推定の結果，除却率は住宅では比較的安定した結果が得られたものの，民問企業設備

の方は逓増を続け，不安定な結果となっ た。 そこで，民問企業設備に関しては経済企画庁の民問

企業設備投資ストッ クを用いて再び推定を行 ったところ ，比較的安定した除却率の結果が得られ

たので，こちらを採用することにした。７１年から９１年までの除却率を平均し，住宅，企業設備そ

れぞれの除却率とした。なお，除却率は暦年テータに基づいたものであり ，また全国テータであ

るが，便宜上近畿の除却率は全国の除却率と大きくは違わないものとして採用した 。

（３）近畿各府県のベンチマーク ・ストッ クと資本ストッ ク系列の作成

　（Ａ）民問住宅資本ストッ ク

　７５年の全国べ 一スの住宅資本ストッ クを年度変換するために，７４暦年末と７５暦年末の住宅資本

ストッ クデータを３ ：１の割合で配分し，足し合わせて７５年度のデータとみなした。具体的には ，

７４暦年末が９３兆２８４９億円，７５暦年末が１０２兆９９８億円で，前述のように比例配分した結果，７５年度

の値は９５兆４８８６億円となる 。

　このベンチマーク ・データを近畿各府県の人口の全国シェアで配分して，７５年度の各府県のベ

ンチマーク ・データとした。一次接近として各府県の住宅ストッ クは人口のシェアに比例するも

のと仮定した。これをもとに近畿各府県の７６年度以降のストッ ク・ データは，前年のストッ クか

ら除却分を控除しながら ，当該年の住宅投資フロー が加わ って決定されていくものとした。民問

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（６１９）
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住宅投資の場合，７１年から９２年までの除却率の平均値は７ ．６％であ った 。

　（Ｂ）民間企業資本ストッ ク

　民間企業資本ストッ クデータの算出については，民問住宅投資とほぼ同様である 。なお，７１年

から９２年までの除却率の平均値は４ ．６％であ った 。

　７５年度のベンチマーク ・ストッ クは，７４年度末の民問企業資本ストッ クデータを同年度の近畿

各府県の県内総支出の対全国ＧＤＰシェアで各府県に配分したものに，各府県の７５年度の民間企

業設備投資を加えて求めた。ちなみに７４年度末の全国の民問企業資本ストッ ク値は２４５兆８７５８億

円であ った。７６年以降は各府県の民問企業設備投資を積み上げて求めた 。

【稼働率の推計】

　生産関数の推定にわれわれは各府県の稼働率を使用したが，稼働率の推計は経済審議会計量委

員会（１９７７）やｗｈａｒｔｏｎ　ｍｅｔｈｏｄを参照しながら以下のように行 った。まず各府県の総労働時間

（ＸＸ　ＴＨ）と所定内労働時間（ＸＸ　ＴＳＨ）の比をタイムトレンドで回帰した 。

Ｃ＝ＸＸ　ＴＨ／ＸＸ　ＴＳＨ＝ａ＋ｂ＊ＴＩＭＥ

次に，総労働時問 ・所定内労働時間比（Ｃ）を上式の計算値（ＥＳＴ（Ｃ））で除したものを，さらに

その最大値（Ｍ．ｘ（Ｃ／ＥＳＴ（ｃ）））で除して稼働率（ＸＸ　ＯＰＲ）と定義した
。

ＸＸ　ＯＰＲ＝Ｃ／ＥＳＴ（ｃ）／Ｍａｘ（Ｃ／ＥＳＴ（ｃ））＊１００

【交易データの開発】

　本論の最初で指摘したように，われわれの近畿経済計量モデル開発の１つの重要な視点として ，

国内の他地域や海外とのリンケージを指摘した。県民総支出を決定する重要な項目で，これに関

連するのは純移出である 。

　ところが，地域データにおいて移出入や輸出入の推計が困難なことから ，純移出 ・統計上の不

突合として一括して処理されている 。現状では，この一括項目から移出入や輸出入を分離するこ

とは非常に困難である 。１つの方法としては，各府県の産業連関表や通関統計を利用してこれら

の項目を分離することが考えられる 。この作業は相当の時間を必要とするので今後の課題とした 。

１ｙ　若干のシミュレーシ ョン分析

　一応モテルの概要については前節で説明したので，本節では暫定版の近畿経済計量モテルを用

いた簡単なシミュレーシ ョン実験を行い近畿経済の外的シ ョッ ク（ここでは円高）に対する調整

能力について検討を加えてみよう 。図表Ｗ －１は，円高が近畿経済の与える影響のシミュレーシ

ョン結果が示されている 。なおシミュレーシ ョンは１９８５－９１年度の７年間について行われる 。

（６２０）
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【円高のトランスミッ ション ・メカニズム】

　本モデルにおける円高の影響のトランスミッ ション ・メカニズムは，簡単に述べれば以下のよ

うである 。

　すでにみたように，われわれの近畿経済計量モデルで重要な役割を呆たすのは民間企業の投資

関数である 。

　近畿全体の民間設備投資に投資性向の変動を通じて影響を与える重要な変数の１つに企業の業

況判断指数がある 。次式は近畿の業況判断指数関数であり ，各説明変数の上の記号は理論的な符

号条件を示している 。業況判断指数は，輸出企業にとっ ての価格変数である為替レート ，総需要

の代理変数としての実質近畿県内総支出及び売上利潤率の代理変数である近畿民問法人企業所得

（配当控除後）と名目近畿県内総支出の比率で説明される 。

　　　　　　　　　　十　　　　　　　　　　　　十　　　　　　　　　　　十
ＫＩ　ＥＳＪＧＢＯ＝ｆ（ＪＰ　ＲＡＴＥ，ＫＩ　ＧＤＥ，ＫＩ　ＹＣＡＤ／ＫＩ　ＧＤＥＮ）

ＪＰ　ＲＡＴＥ ：為替レート（円／ドル），ＫＩ 　ＧＤＥＮ ：名目近畿県内総支出

　外生変数である為替レートが増価すれば（円高）は，企業の業況判断を悪化させる 。ここで業

況判断指数の悪化は，近畿全体の民間企業の投資性向を低下させる 。近畿全体の設備投資水準は ，

各府県の経済状況に応じて程度の差こそあれ低下することになる 。投資需要の低下は各府県の総

需要（県内総支出）の低迷につながり雇用者（就業者）数の減少をもたらす。以上が簡単な円高の

影響のトランスミッ ション ・メカニズムの説明である 。

【円高の近畿経済に与える影響】

　図表１Ｖ －１は ，１９８５－９１年度の為替レートの実績よりさらに１０円の円高が持続的に進行した場合 ，

近畿経済にどの程度の影響があるかを示したものである 。１０円の円高は業況判断指数を初年度で

５ポイント程度低下させる 。７年目には実績値の水準に戻る 。業況判断指数の低下は投資性向の

低下を引き起こし，投資の水準を低下させる 。

　近畿全体の実質設備投資は，その結果Ｏ ．２－ Ｏ． ５％程度減少することがわかる 。４年目がピーク

でやがて負の効果は減衰してくる 。近畿の実質県内総生産はＯ ．０３ －Ｏ ．０８％程度減少し，ピークは

４年目である 。

【円高の近畿各府県経済に与える影響】

　近畿全体の実質設備投資の減少は各府県の設備投資に波及する 。減少の程度は各府県の設備投

資関数の説明変数の係数の大小に依存する。大阪府を除く各府県の設備投資は近畿全体のそれに

対応して大体３年ないし４年目に減少のピークをむかえやがて減衰するパターンが見られる 。特

徴的なのは大阪府の設備投資である 。最初の３年間については設備投資は拡大をし，４年目から

減少し始めやがて減衰するというパターンを示す。１年目に７％，２年目に２０％，３年目に１０％

　　　　　　　　５）
程度の拡大を示す 。

　県内総支出は，設備投資の変動に対応して同方向に変動する。大阪府の県内総支出は１年目に

１． １％，２年目に３ ．７％とピークをむかえ，３年目に１ ．６％程度の拡大を示した後に ，１－ ２％程度

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（６２１）
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実績から減少する 。

　雇用に与える影響は軽微である。これは賃金 ・物価が内生化されていないのが１つの原因であ

る。 また後に述べるように，現時点でのモデルでは外的シ ョッ クが第３次産業の雇用に影響を与

えない構造になっ ているために，雇用へのインパクトが小さく出ているのである 。

図表Ｖ－１

　年　度

外生変数の変化 ：

為替レート（円／ドル）

　実績値

　シミュレーシ ョン

　乖　離

近畿経済への影響 ：

民問企業設備投資（８５年価格，１００万円）

　実績値

　シミュレーシ ョン

　乖離率（％）

県内総支出（８５年価格，１００万円）

　実績値

　シミュレーシ ョン

　乖離率（％）

業況判断ＤＩ

　実績値

　シミュレーシ ョン

　乖　離

兵庫経済への影響 ：

民問企業設備投資（８５年価格，１００万円）

　実績値

　シミュレーシ ョン

　乖離率（％）

県内総支出（８５年価格，１００万円）

　実績値

　シミュレーシ ョン

　乖離率（％）

就業者数（人）

　実績値

　シミュレーシ ョン

　乖離率（％）

京都経済への影響 ：

民問企業設備投資（８５年価格，１００万円）

　実績値

　シミュレーシ ョン

　乖離率（％）

県内総支出（８５年価格，１００万円）

　実績値

　シミュレーシ ョン

　乖離率（％）

就業者数（人）

　実績値

　シミュレーシ ョン

　乖離率（％）

奈良経済への影響 ：

民問企業設備投資（８５年価格，１００万円）

　実績値

　シミュレーシ ョン

　乖離率（％）

円高の近畿経済に与える影響

１９８５　　　　　　１９８６　　　　　　１９８７　　　　　　１９８８　　　　　　１９８９　　　　　　１９９０　　　　　　１９９１

２２１ ．１　　　　１５９ ．８　　　　１３８ ．３

２１１ ．１　　　　　１４９ ．８　　　　　１２８ ．３

－１０ ．ＯＯ　　　　－１０ ．００　　　　－１０ ．００

７８１６０９０

７７９２７３６

　－ Ｏ． ３０

１２８ ．３　　　　１４２ ．８　　　　１４１ ．３　　　　１３３ ．２

１１８ ．３　　　　１３２ ．８　　　　１３１ ．３　　　　１２３ ．２

－１０ ．００　　　　－１０ ．ＯＯ　　　　－１０ ．００　　　　－１０ ．００

８１５７１７６　　　８８００５５５　　１００７５７４５

８１２６０５８　　　８７５９０３５　　１００２２２８１

　－ ０． ３８　　　　　－ ０． ４７　　　　　－ Ｏ． ５３

５６６２６７４４　　５７５９２８７２　　６０２０３４５６

５６６０３３８８　　５７５６１７６０　　６０１６１９３２

　－０ ．０４　　　　　－０ ．０５　　　　　－Ｏ ．０７

３． ９　　　　－ ２５ ．７　　　　 －５ ．０

－１ ．４　　　　－ ２７ ．８　　　　　－６ ．１

－５ ．３　　　　　－２． １　　　　 －１ ．１

１８２２９１２　　　１９５０１９２

１８０２７１５　　　１９２３８４５

　－１ ．１１　　　　　－１ ．３５

１１７０７３３８　　１２９５７９５３　　１３３２４１３６

１１６５３１３５　　１２９１２６１７　　１３２９８８９３

　－ ０． ４６　　　　 －Ｏ ．３５　　　　 －０ ．１９

６４５４３９６０　　６７５７３２００　　７０４１９８２４

６４４９０５００　　６７５１９０４８　　７０３７４４９６

　－ Ｏ． ０８　　　　 －０ ．０８　　　　 －Ｏ ．０６

７２６６６２００

７２６４０９６０

　－
Ｏ． ０３

２５ ，２　　　　　４０ ，１　　　　　３１ ，５　　　　　　１８ ，６

２４ ，４　　　　３９ ，６　　　　３１ ，３　　　　１８ ．８

－０ ．８　　　　　 －Ｏ ．５　　　　　 －Ｏ ．２　　　　　　０ ．２

２０７３２００　　　２２０６３４１

２０５２３４１　　　２１６２９６６

　－１ ．０１　　　　 －１ ．９７

１４０３８４１５　　１３９３８９１２　　１４８０５０９９

１４０１７４５２　　１３９１１６４７　　１４７８３５６７

　－ ０． １５　　　　 －０ ．２０　　　　 －０ ．１５

２１９９５３６　　　２１９５７２７

２１９９５２８　　　２１９５６９２

　－ Ｏ． ＯＯ　　　　 －０ ．００

２２２０２９３

２２２０１９９

　－ ０． ＯＯ

２７３３５８５　　　３０５５２７０　　　３１１１４５２

２７１１４５４　　　３０５９８６１　　　３１１０１２４

　－ ０， ８１　　　　　０ ．１５　　　　 －０ ．０４

１５８１１２７７　　１７１３０９３０　　１７７５８７２６

１５７６６３５７　　１７１０８０６６　　１７７６３５５２

　－ Ｏ． ２８　　　　 －０ ，１３　　　　　０ ．０３

２２５１４７０　　　２２６９５７８　　　２２８７３４１

２２５１３２８　　　２２６９３５０　　　２２８７１２６

　－ Ｏ． ０１　　　　 －０ ．０１　　　　 －０ ．０１

９０７３９１　　　　８９８８８０　　　　９６８７７６　　　１１０３０２１

９０１３３５　　　　８９０１０６　　　　９６３２６４　　　１０９３６１１

－Ｏ ．６７　　　　 －Ｏ ．９８　　　　 －Ｏ ．５７　　　　 －Ｏ ．８５

６７０２４０６

６６９６２３８

　－ ０． ０９

１２４１４４８

１２４１４５６

　０ ．００

７１２２７９９　　　７４３７７８２　　　７８２２８５４

７１１３６３６　　　７４３１５３２　　　７８１２２４２

　－ ０． １３　　　　　－ ０． ０８　　　　　－ ０． １４

１２４４９４５　　　１２４８０５４　　　１２５２５２４

１２４４９４４　　　１２４８０３８　　　１２５２４９２

　－ Ｏ． ００　　　　　－Ｏ． ００　　　　　－ ０． ００

２９７８６９　　　　３０９６７６　　　　３４８４９４

２９６９４７　　　　３０８４０５　　　　３４６７０１

－０ ．３１　　　　 －０ ．４１　　　　 －０ ．５１

１８２８５７０６

１８２８４４７８

　－
０． ０１

２３０３２０２

２３０３０１６

　－ ０． ０１

１２１８７６１　　　１３１３３２５　　　１３７２３２１

１２１２０００　　　１３０４４８０　　　１３６６０６５

　－ Ｏ． ５５　　　　 －Ｏ ．６７　　　　 －０ ．４６

７８６８０７５　　　８１０８０７４　　　８３３６５６４

７８５９６２６　　　８０９７２３６　　　８３２８０５０

　－ ０． １１　　　　 －Ｏ ．１３　　　　 －０ ．１０

１２５７５９１　　　１２７７５６５　　　１２６２９７８

１２５７５３８　　　１２７７４９５　　　１２６２９０５

　－ ０． ００　　　　　－ Ｏ． ０１　　　　　－ ０． ０１

４０６１１９　　　　４６７０１８　　　　５２６７３６　　　　４８７２２８

４０３６８４　　　　４６４４６１　　　　５２４３２２　　　　４８５８３４

－０ ．６０　　　　 －０ ．５５　　　　 －０ ．４６　　　　 －０ ．２９

（６２２）
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　年　度

県内総支出（８５年価格，１００万円）

　実績値

　シミュレーシ ョン

　乖離率（％）

就業者数（人）

　実績値

　シミュレーシ ョン

　乖離率（％）

大阪経済への影響 ：

民間企業設備投資（８５年価格，１００万円）

　実績値

　シミュレーシ ョン

　乖離率（％）

県内総支出（８５年価格，１００万円）

　実績値

　シミュレーシ ョン

　乖離率（％）

就業者数（人）

　実績値

　シミュレーシ ョン

　乖離率（％）

滋賀経済への影響 ：

民間企業設備投資（８５年価格，１００万円）

　実績値

　シミュレーシ ョン

　乖離率（％）

県内総支出（８５年価格，１００万円）

　実績値

　シミュレーシ ョン

　乖離率（％）

就業者数（人）

　実績値

　シミュレーシ ョン

　乖離率（％）

和歌山経済への影響 ：

民間企業設備投資（８５年価格，１００万円）

　実績値

　シミュレーシ ョン

　乖離率（％）

県内総支出（８５年価格，１００万円）

　実績値

　シミュレーシ ョン

　乖離率（％）

就業者数（人）

　実績値

　シミュレーシ ョン

　乖離率（％）

１９８５　　　　　　１９８６　　　　　　１９８７　　　　　　１９８８　　　　　　１９８９　　　　　　１９９０　　　　　　１９９１

２７９４８９７

２７９３８９９

　－ ０． ０４

２９１９８５８　　　３１３６５８６　　　３３２６３９７

２９１８３８０　　　３１３４６０６　　　３３２３６７７

　－ Ｏ． ０５　　　　 －Ｏ ．０６　　　　 －Ｏ ．０８

４３０７５０　　　　４４１７０６　　　　４４１６２１

４３０７２７　　　　４４１６６３　　　　４４１５６６

－Ｏ ．０１　　　　 －０ ．０１　　　　 －Ｏ ．０１

４１２３１６５

４４３０４３３

　７
．４５

２７７５３７７６

２８０６７０６８

　　１ ．１３

４４５８４３８

４４５８４１４

　－ Ｏ． ＯＯ

３５４９９０４　　　３６９７３０２　　　３６９１２１８

３５４７１３２　　　３６９４５３６　　　３６８９８２８

　－ ０． ０８　　　　　－ Ｏ． ０７　　　　　－ Ｏ． ０４

４５０２１１　　　４６３３３６　　　　４６７０８３　　　　４７２３８７

４５０１３８　　　　４６３２５９　　　　４６７００５　　　　４７２３３８

－Ｏ ．０２　　　　 －０ ．０２　　　　 －Ｏ ．０２　　　　 －Ｏ ．Ｏユ

４９４６４１４　　　４７２７１８４　　　４２８４３８８

５９９３７２３　　　５１８７３４９　　　３５５９０３２

　２１ ，１７　　　　　９ ．７３　　　 －１６ ．９３

２９０３７６３８　　２９２７６０７２　　３００９２６５２

３０１０８６８６　　２９７５７３０８　　２９３６５５１６

　　３ ，６９　　　　　　１ ．６４　　　　　－２ ．４２

４４７３５８５　　　４４３２１７３　　　４４２７１０３

４４７４９５８　　　４４３７６５４　　　４４３３６８１

　０ ，０３　　　　０ ，１２　　　　０ ．１５

５５２２６０　　　　５１０４８７　　　　５５７５６６

５５０７０７　　　　５０７６７３　　　　５５５４１３

－Ｏ ．２８　　　　　－ Ｏ． ５５　　　　　－ Ｏ． ３９

３２１３３０３

３２１１６９５

　－ Ｏ． ０５

５２３０４６２　　　６０９５９１６　　　６７４５８２２

４４８２７２８　　　５１８８１３６　　　６３２７１９４

－１４ ．３０　　　　－１４ ．８９　　　　 －６ ．２１

３２２７５３９８　　３４３５４７２０　　３６４２８７８８

３１５１８２２２　　３３４３０４４２　　３５９９９６４８

　－ ２． ３５　　　　　－ ２． ６９　　　　　－１ ．１８

４５３０１２４　　　４７１２２５３　　　４９１８７６７

４５３３６２７　　　４７１２８１４　　　４９１６０５０

　０ ，０８　　　　　　０ ．０１　　　　　－ Ｏ． ０６

６２８０４５　　　　７９７３３８　　　　８０７７３０　　　　８３２０５３

６２３２６７　　　　７９２０９０　　　　８０３７６５　　　　８２８６７４

－Ｏ ．７６　　　　 －０ ．６６　　　　 －Ｏ ．４９　　　　 －０ ．４１

３４０３２１７　　　３７０７８４１　　　４０２３３２５

３４００２７４　　　３７０５４９０　　　４０１８３０６

　－ Ｏ． ０９　　　　 －Ｏ ．０６　　　　 －Ｏ ．１２

５２３５９３　　　　５３２７７７　　　　５４１９４７

５２３５９０　　　　５３２７６５　　　　５４１９１９

－０ ．ＯＯ　　　　　－ Ｏ． ＯＯ　　　　　－ Ｏ． ０１

３５５３８９　　　　３５７６５９　　　　４４８７７８

３５４４９２　　　　３５５８７７　　　　４４４４９０

－０ ．２５　　　　 －Ｏ ．５０　　　　 －Ｏ ．９６

２４４７１５０

２４４６１８０

　－ Ｏ． ０４

４２１４１２０　　　４２７６４２９　　　４３８４３５０

４２０８５６２　　　４２７２１２４　　　４３８０６４２

　－ Ｏ． １３　　　　 －Ｏ ．１０　　　　 －Ｏ ．０８

５４８６９６　　　　５５６２７７　　　　５６５７ユ７　　　　５７２１７７

５４８６５３　　　　５５６２１８　　　　５６５６３６　　　　５７２０７３

－Ｏ ．０１　　　　 －Ｏ ．０１　　　　 －Ｏ ．０１　　　　 －Ｏ ．０２

４７８１０８　　　　５２２２４９　　　　５５７３６６　　　　５５５８７９

４７４３２１　　　　５２０８２２　　　　５５６７４５　　　　５５３０３２

－Ｏ ．７９　　　　 －０ ．２７　　　　 －０ ．１１　　　　 －Ｏ ．５１

２４２４７１７　　　２４７７６９５　　　２５６２８４８

２４２２７９８　　　２４７３０８３　　　２５５８７６８

　－ Ｏ． ０８　　　　 －０ ．１９　　　　 －Ｏ ．１６

４９７４６４　　　　４８４１２７　　　　４８７１００

４９７４６３　　　　４８４１２６　　　　４８７０９６

－０ ．００　　　　　－ ０． ００　　　　　－ Ｏ． ＯＯ

２６９９９５２　　　２８２２４２０　　　２８２２４７９

２６９８３９３　　　２８２１７０４　　　２８１９３９０

　－ Ｏ． ０６　　　　 －Ｏ ．０３　　　　 －Ｏ ．１１

４８８４２８　　　　４９２１８５　　　　４９４９２７　　　　４９４９４５

４８８４２３　　　　４９２１７９　　　　４９４９２０　　　　４９４９３７

－Ｏ ．ＯＯ　　　　 －Ｏ ．ＯＯ　　　　 －Ｏ ．ＯＯ　　　　 －Ｏ ．ＯＯ

【シミュレーシ ョン結果へのコメント】

　暫定版の近畿経済計量モデルを使用して，われわれはシミュレーシ ョンを行 ったが，結果の解

釈について若干の留保をつけてコメントしよう 。

　まず，暫定版のモデルでは賃金や物価が外生扱いされている 。また純移出が内生化されていな

い。 この点が修正されたならば，シミュレーシ ョン結果は変化するであろう（後掲の方程式体系を
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参照のこと）。

　またシミュレーシ ョン結果を見てわかるように，外的なシ ョッ クで需要項目が変動しても ，雇

用に与える影響が非常に小さいと言えよう 。生産 ・労働ブロッ クの説明でわかるように，第３次

産業の総生産は第３次産業の雇用で決定され，第３次産業の雇用は第３次産業の総生産で決定さ

れる構造になっ ており ，外的シ ョッ クに影響を受けない。第３次産業の雇用が総需要に誘発され

る構造になっ ていれは，外的シ ョソ ク（円高）→民問設備投資の減少→総需要の低下→第３次産業

の雇用の減少というチャンネルが保証されることになる。このようなケースでは，外的シ ョッ ク

の雇用に与える影響は相当のものとなろう 。この点は今後修正されなければならない 。

　興味のある結果として，外的シ ョッ クの波及効果が各府県で異なることである 。大阪府の場合 ，

円高の効果が当初はプラスに出る 。これはおそらく産業構造の違いが原因となっ ているのであろ

うが，この点は設備投資関数の説明変数の係数とあわせて検討しなければならない 。

Ｖ　今後の展望

　以上，暫定的ではあるがわれわれの近畿経済計量モテルを紹介し，若干のシミュレーシ ョン結

果を検討した。最後に，われわれのモデルの限界を指摘し，今後の展望を行おう 。

　（１）まず近畿経済と国内の他地域及び海外とのリンケージが考慮されていないことである 。デ

ータの制約もあるが，リンケージを保証するようにモデルを修正することが極めて重要である 。

　（２）われわれのモデルでは県内総生産を３つのカテゴリーにわけ，生産関数を推計した。第２

次産業では，全要素生産性をタイムトレンドで回帰して技術進歩率を計測した。最近の研究では ，

この全要素生産性を社会資本ストッ クやＲ＆Ｄで説明するのが主流である 。近畿経済の場合は ，

関西国際空港の開港の影響を社会資本ストソ クの充実→全要素生産性の上昇（近畿経済の生産ポテ

ンシャルの上昇）というフレームワークで捉える必要がある 。そういっ た意味で社会資本ストッ

クの整備を行うのが第２の課題である 。

　（３）第３の課題として，人口移動の内生化が必要となろう 。人口移動は首都圏への距離や所得

格差が誘引となっ ておこる 。社会資本ストッ クの整備は，首都圏への距離を縮小させるし，成長

格差は所得格差を引き起こし，人口移動につながる 。人口移動や所得の変化は，やがて税収構造

を変化させ，税収構造の変化は成長に影響を与える 。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　注

　（＊）本稿は立命館大学人文科学研究所地域計量モデル ・プロジ ェクト主催の「関西経済の活性化に関す

　　　　　るシンポジウム（１９９４年月１１月５日）」において報告された内容を基礎としている。筆者たちの

　　　　　報告に対して適切なコメントをしていただいた本学客員教授のＬ　Ｒ　ＫｌｅｍとＡ　Ｆ１ｅ１ｄｍｇ両教授

　　　　　及びコー ディネーターを勤められた坂野光俊教授に感謝する 。

　　 １）通常，近畿経済を構成する府県は，アルファベット順で兵庫県，京都府，奈良県，大阪府，滋賀県 ，

　　　和歌山県の６府県をさすが，通産省べ一スではさらに福井県が含まれる 。本稿では通常の定義（６府

　　　県）で近畿経済を考える 。

　　２）各変数の前の記号（ＸＸ）は以下の各府県の略称に対応する 。すなわち ，ＨＹ ：兵庫県，ＫＹ ：京都

　　　府，ＮＡ ：奈良県，ＯＳ ：大阪府，ＳＩ ：滋賀県，ＷＡ ：和歌山県，ＫＩ ：近畿である 。
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３）通常シェア ・モデルに最小二乗法を適用するのは問題がある 。そのためゼロ１区問制約を満たすた

　めには，シェアのロジ ット変換を行い変数の値域を一・・ から十 ・・ とすれば推計上の問題は起こらな

　い。なお変数のロジ ット変換は，ＬＴ（Ｘ）＝ＬＯＧ（Ｘ／（１－Ｘ））で定義される 。なおロジ ット変換を用

　いた投資関数の推定については，大河原（１９８７）を参照のこと 。

４）例えば，中村（１９８６）は大阪府モデルにおいて ，３枚の大阪府産業連関表から産業別の付加価値に占

　める輸出入 ・移出入の比率を調べ，間を線形補完してさらに不突合をゼロにするように推計している 。

５）ＬＯＧ（Ｙ／（１－Ｙ））＝ａ＋ｂ＊ＬＯＧ（Ｘ／（１－Ｘ））のような両ロジ ット変換された関数においては，Ｘ

　の増加は係数ｂが正である限りＹを増加させる 。しかし，ｂが変化した場合，ＸがＯ ．５より大か小か

　の領域でＹに逆の変化を与える 。Ｘ＞０ ．５ならばｂの増加はＹを増加させる 。逆にＸ＜０ ．５ならばｂ

　の増加はＹを減少させる 。したがって，大阪府のように設備投資や県内総生産の近畿におけるシェ

　アがＯ ．５を超えている場合には，注意が必要である 。
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近畿経済計■モテル方程式リスト

方程式数　　兵庫県（Ａ）３０　京都府（Ｂ）　４７

　　　　　　　滋賀県（Ｅ）４７　和歌山県（Ｆ）４７

奈良県（Ｃ）４７

近　畿（Ｇ）１６

大阪府（Ｄ）４７

計　２８１

Ａ． 兵庫県
Ａ． １県民総支出ブロック（実質 ：１９８５年価格）

　［１１ＫＩＮＫＩＥＱ　ＨＹ　ＣＨ（家計最終消費支出）

ＡＮＮＵＡＬ　ＤＡＴＡ　ＦＯＲ１６ＰＥＲＩＯＤＳ　ＦＲＯＭ１９７６Ｔ０１９９１

　ＨＹ　ＣＨ

　　　＝Ｏ ．９２１００＊ＨＹ　ＣＨ［一１１＋Ｏ ．０６１１０＊ＨＹ　ＹＰ／ＨＹ　ＰＣＨ＊１００

　　　　（９ ．３３４３３）　　　　（１ ．１６６８４）　 一　　 Ｉ

　　　＋２５７２５２＊ＳＰＩＫＥ（８２ ，０）十２２９９７１＊ＳＰＩＫＥ（８８ ，Ｏ）十４８７８３９

　　　　（３ ．６４３８２） 　　　 （３ ．１６７９１） 　　　 （ｏ
．２８４６２）

　　ＳＵＭ　ＳＱ　　５Ｅ＋１０　　ＳＴＤ　ＥＲＲ　６７６３５６　　ＬＨＳ　ＭＥＡＮ７３８００９２

　　Ｒ　ＳＱ　　　　　 ０． ９９６６　　　Ｒ　ＢＡＲ　ＳＱ　　０ ．９９５３　　　Ｆ　 ４． １１　　 ７９７ ，３８４

　　Ｄ．Ｗ．（１）　　２ ．０９９３　　Ｄ．Ｗ．（２）　　２ ．７６８３

　　Ｈ－０
．３０８２

［２１ＫＩＮＫＩＥＱ　ＨＹ＿ＩＦＲ（総固定資本形成（民問住宅））

ＡＮＮＵＡＬ　ＤＡＴＡ　ＦＯＲ　１６ＰＥＲＩＯＤＳ　ＦＲＯＭ１９７６Ｔ０１９９１

ＨＹ　ＩＦＲ

　　　＝０７５７６０＊ＨＹ＿ＩＦＲ［一１１＋００６３９０＊ＨＹ　ＹＰ／ＨＹ　ＰＩＦＲ＊１００
　　　 （７１５０３７７）

　　　 （３：６５５５０）‘ 　一
　　　一６２６５８４＊ＪＰ ＩＮＲＬ－ＰＣＨ（ＨＹ＿ＰＩＦＲ）一００７４９９＊ＨＹ　ＫＦＲ［一１１
　　　 （１

．８９；６２）

　　　　　　
（２１６８８９９）一

　　　十１４２０６９＊ＳＰＩＫＥ（８７ ，０）一６４７９８３

　　　 （３ ．３３８６７） 　　　（１
，０５９五０）

　　ＳＵＭ　ＳＱ　　１Ｅ＋１０　　ＳＴＤ　ＥＲＲ　　３５１３７４　　ＬＨＳ　ＭＥＡＮ　６９８４１５

　　Ｒ　ＳＱ　　　　　０ ．９６４５　　　Ｒ　ＢＡＲ　ＳＱ　　 Ｏ． ９４６７　　　Ｆ　 ５． １０　　 ５４ ．３３０９

　　Ｄ．Ｗ．（１）　　２ ．５６０９　　Ｄ．Ｗ．（２）　　０ ．８０５８

　　Ｈ－２
．４９６０

［３１ＫＩＮＫＩＥＱ　ＨＹ＿ＫＦＲ（ＩＤＥＮＴＩＴＹ）（資本ストソ ク（民問住宅））

ＨＹ　ＫＦＲ

　　　＝９２４＊ＨＹ　ＫＦＲ［一１１＋ＨＹ　ＩＦＲ

［４１ＫＩＮＫＩＥＱ　ＨＹ＿ＩＦＮＲ（総固定資本形成（民問企業設備））

ＡＮＮＵＡＬ　ＤＡＴＡ　ＦＯＲ　１６ＰＥＲＩＯＤＳ　ＦＲＯＭ１９７６Ｔ０１９９１

ＬＯＧ（ＨＹ＿ＩＦＮＲ／ＫＩ」ＦＮＲ／（１－ＨＹ　ＩＦＮＲ／ＫＩ　ＩＦＮＲ））

　　　＝一１ ．０５５０８＊ＬＯＧ（ＨＹ　ＧＤＰｌＫＩ　ＧＤＰ／（１－ＨＹ　ＧＤＰ／ＫＩ　ＧＤＰ））

　　　　（３ ．１４５２５）　　　　　　　　　　　 一　　 一

　　　　十０００４１５＊ＰＣＨ（ＨＹ＿ＧＤＰ／ＨＹ＿Ｎ）一００７７７３＊ＳＰＩＫＥ（８８ ，Ｏ）

　　　　 （１：７２８９６）

　　　　　
（３１１４４７５）

　　　　十００９４０２＊ＳＰＩＫＥ（７５ ，Ｏ）十ＳＰＩＫＥ（７６ ，Ｏ）十ＳＰＩＫＥ（７７ ，Ｏ）十ＳＰＩＫＥ（７８ ，０）

　　　　（６ ．３７６４１）

　　　　一２ ．４１９１８

　　　　（６ ．１８５７１）

　ＳＵＭ　ＳＱ　　　Ｏ００４８　　ＳＴＤ　ＥＲＲ　　００２０９　　ＬＨＳ　ＭＥＡＮ－１１７６３

　Ｒ　ＳＱ　　　　　０ ．８３０９　　　Ｒ　ＢＡＲ　ＳＱ　　０ ．７６９４　　　Ｆ　４．１１　　１３ ．５１３３

　Ｄ．Ｗ．（１）　　１ ．６６５６　　Ｄ．Ｗ．（２）　　１ ．５１５６

　　　ＨＹ＿ＩＦＮＲ＝ＥＸＰ（？？）＊ＫＩ　ＩＦＮＲ＊（１－ＨＹ　ＩＦＮＲ／ＫＩ　ＩＦＮＲ）
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［５１ＫＩＮＫＩＥＱ　ＨＹ　ＫＦＮＲ（ＩＤＥＮＴＩＴＹ）（資本スト ソク（民問企業設備））

ＨＹ　ＫＦＮＲ

　　　＝ ．９５４＊ＨＹ　ＫＦＮＲ［一１１＋ＨＹ　ＩＦＮＲ

［６１ＫＩＮＫＩＥＱ　ＨＹ＿Ｊ ．（在庫晶増加）

ＡＮＮＵＡＬ　ＤＡＴＡ　ＦＯＲ　１６ＰＥＲＩＯＤＳ　ＦＲＯＭ１９７６Ｔ０１９９１

ＨＹ」

　　　＝Ｏ ．０３４９９＊ＨＹ　ＧＤＥ－ＨＹ　Ｊ－５２４３５ ．７＊ＪＰ　ＩＮＲＬ－ＰＣＨ（ＨＹ　ＰＧＤＥ）

　　　　（２ ．３９９６５）　　　　　　　　　　　　　　　　（２ ．５５１８１）

　　　一２４４６２８＊ＳＰＩＫＥ（８７ ，Ｏ）一１９９７７１＊ＳＰＩＫＥ（８６ ，Ｏ）

　　　　（２ ．０７３５２）　　　　　　　　　　　　　（１ ．７７３２８）

　　　一２１８５４２＊ＳＰＩＫＥ（７８ ，Ｏ）一１１９０３９

　　　　（１ ．８７７６９）　　　　　　　　　　　　　（Ｏ ．６９５５７）

　　ＳＵＭ　ＳＱ　　１Ｅ＋１１　　ＳＴＤ　ＥＲＲ　　ｌ０８４４５　　ＬＨＳ　ＭＥＡＮ９２３７４９

　　Ｒ　ＳＱ　　　　　Ｏ ．６８７９　　　Ｒ　ＢＡＲ　ＳＱ　　Ｏ ．５３１８　　　Ｆ　５，１０　　　４ ．４０７４

　　Ｄ．Ｗ．（１）　　１ ．０９８７　　Ｄ．Ｗ．（２）　　１ ．８９６０

　［７１ＫＩＮＫＩＥＱ　ＨＹ　ＧＤＥ（ＩＤＥＮＴＩＴＹ）（県内総支出）

　ＨＹ　ＧＤＥ

　　　＝ＨＹ　ＣＨ＋ＨＹ　ＣＮＨ＋ＨＹ　ＣＧ＋ＨＹ　ＩＦＲ＋ＨＹ　ＩＦＮＲ＋ＨＹ　ＩＦＧ＋ＨＹ　Ｊ＋ＨＹ　ＥＸＤ

　　　－ＨＹ　ＩＭＤ＋ＨＹ　ＤＩＳＣ

　［８１ＫＩＮＫＩＥＱ　ＨＹ　ＮＦＹ（ＩＤＥＮＴＩＴＹ）（県外からの純要素所得）

　ＨＹ　ＮＦＹ

　　　＝ＨＹ　ＮＦＹＮ／ＨＹ　ＰＧＤＥ＊１００

　［９１ＫＩＮＫＩＥＱ　ＨＹ　ＧＮＥ（ＩＤＥＮＴＩＴＹ）（県民総支出）

　ＨＹ　ＧＮＥ

　　　：ＨＹ　ＧＤＥ＋ＨＹ　ＮＦＹ

Ａ　３　県民総支出ブロック（名目）

　［１１ＫＩＮＫＩＥＱ　ＨＹ　ＣＨＮ（ＩＤＥＮＴＩＴＹ）（家計最終消費支出）

　ＨＹ　ＣＨＮ

　　　＝ＨＹ　ＣＨ＊ＨＹ　ＰＣＨ／ｌＯＯ

　［２１ＫＩＮＫＩＥＱ　ＨＹ　ＣＧＮ（ＩＤＥＮＴＩＴＹ）（一般政府最終消費支出）

　ＨＹ　ＣＧＮ

　　　：ＨＹ　ＣＧ＊ＨＹ　ＰＣＧ／１００

　［３１ＫＩＮＫＩＥＱ　ＨＹ　ＩＦＲＮ（ＩＤＥＮＴＩＴＹ）（総固定資本形成（民間住宅））

　ＨＹ　ＩＦＲＮ

　　　＝ＨＹ　ＩＦＲ＊ＨＹ　ＰＩＦＲ／１Ｏｏ

　［４１ＫＩＮＫＩＥＱ　ＨＹ　ＩＦＮＲＮ（ＩＤＥＮＴＩＴＹ）（総固定資本形成（民間企業設備））

　ＨＹ　ＩＦＮＲＮ

　　　＝ＨＹ　ＩＦＮＲ＊ＨＹ　ＰＩＦＮＲ／１００

　［５１ＫＩＮＫＩＥＱ　ＨＹ　ＩＦＧＮ（ＩＤＥＮＴＩＴＹ）（総固定資本形成（公的））

　ＨＹ　ＩＦＧＮ

　　　＝ＨＹ　ＩＦＧ＊ＨＹ　ＰＩＦＧ／１Ｏｏ

　［６１ＫＩＮＫＩＥＱ　ＨＹ　ＧＤＥＮ（ＩＤＥＮＴＩＴＹ）（県内総支出）

　ＨＹ　ＧＤＥＮ

　　　＝ＨＹ　ＣＨＮ＋ＨＹ　ＣＮＨＮ＋ＨＹ　ＣＧＮ＋ＨＹ　ＩＦＲＮ＋ＨＹ　ＩＦＮＲＮ＋ＨＹ　ＩＦＧＮ＋ＨＹ　ＪＮ

　　　＋ＨＹ　ＥＸＤＮ－ＨＹ　ＩＭＤＮ＋ＨＹ　ＤＩＳＣＮ

（６２７）



　４２　　　　　　　　　　　　　　　立命館経済学（第４３巻 ・第４号）

　［７１ＫＩＮＫＩＥＱ　ＨＹ＿ＮＦＹＮ（県外からの純要素所得）

　ＣＯＣＨＲＡＮ－ＯＲＣＵＴＴ

　ＡＮＮＵＡＬ　ＤＡＴＡ　ＦＯＲ　１６ＰＥＲＩＯＤＳ　ＦＲＯＭ１９７６Ｔ０１９９１

　ＨＹ　ＮＦＹＮ

　　　　＝一０６４２１５＊ＨＹ＿ＧＤＥＮ＋０１７３３９＊ＫＩ ＧＤＥＮ＋２１６４８２＊ＳＰＩＫＥ（８９ ，０）

　　　　　 （２１５８７６８）

　　
（２１４９６１３）

　　 （２ ．８４５０１）

　　　　　十１５８２５０＊ＳＰＩＫＥ（７７ ，０）一１５２５５５＊ＳＰＩＫＥ（８４ ，０）一６６１８１３

　　　　　（２ ．０５４２０）　　　　（１ ．７０６４５）　　　　（０ ．６０１８１）

　　ＳＵＭ　ＳＱ　　８Ｅ＋１０　　ＳＴＤ　ＥＲＲ　　９６５２５ ．４　　ＬＨＳ　ＭＥＡＮ　４１９３３４

　　Ｒ　ＳＱ　　　　　０ ．８９６２　　　Ｒ　ＢＡＲ　ＳＱ　　０ ．８２７０　　　Ｆ　６，９　　　 １２ ．９５３１

　　Ｄ．Ｗ．（１）　　１ ．８３９３　　Ｄ．Ｗ．（２）　　２ ．６６０８

　　　ＡＲ０＝十０ ．７９６４１＊ＡＲ１

　　　　　　　　（３ ．９４３３１）

　［８１ＫＩＮＫＩＥＱ　ＨＹ　ＧＮＥＮ（ＩＤＥＮＴＩＴＹ）（県民総支出）

　ＨＹ　ＧＮＥＮ

　　　＝ＨＹ　ＧＤＥＮ＋ＨＹ　ＮＦＹＮ

Ａ　３　所得支出勘定ブロンク（制度部門別）

［１１ＫＩＮＫＩＥＱ　ＨＹ－ＹＷ（ＩＤＥＮＴＩＴＹ）（雇用者所得）

　ＨＹ　ＹＷ

　　　＝ＨＹ　ＷＡＧＥ＊ＨＹ　Ｎ／１００

　［２１ＫＩＮＫＩＥＱ　ＨＹ　ＹＩＮＤ（個人企業所得）

ＡＮＮＵＡＬ　ＤＡＴＡ　ＦＯＲ　１６ＰＥＲＩＯＤＳ　ＦＲＯＭ１９７６Ｔ０１９９１

　ＬＯＧ（ＨＹ　ＹＩＮＤ／（ＨＹ　ＹＰ－ＨＹ　ＹＩＮＤ））

　　　：一００４００９＊ＴＩＭＥ＋００１００３＊ＰＣＨ（ＨＹ＿ＧＤＰ）十０１７１９８＊ＳＰＩＫＥ（８８ ，０）

　　　　　 （１
三．

１３４９） 　（１１８１１１９）

　　　
（２１９２６８８）

　　　　　十０１４４４４＊ＳＰＩＫＥ（８５ ，Ｏ）十０１４０９３＊ＳＰＩＫＥ（８６ ，０）一１８２１３６

　　　　　 （２１５２１３１）

　　　
（２１２８９７６）

　　　
（４ラ

．８９５３）

　　ＳＵＭ　ＳＱ　　　０ ．０２８２　　ＳＴＤ　ＥＲＲ　　Ｏ０５３１　　ＬＨＳ　ＭＥＡＮ－２１３１２

　　Ｒ　ＳＱ　　　　　０ ．９４５６　　　Ｒ　ＢＡＲ　ＳＱ　　０ ．９１８３　　　Ｆ　５．１０　　３４ ．７３６７

　　Ｄ．Ｗ．（１）　　１ ．４１６２　　Ｄ．Ｗ．（２）　　２ ．２０８７

　　　　ＨＹ　ＹＩＮＤ＝ＥＸＰ（？？）＊（ＨＹ　ＹＰ－ＨＹ　ＹＩＮＤ）

［３１ＫＩＮＫＩＥＱ　ＨＹ　ＹＤＩＶＨＲ（配当の受取（家計））

ＡＮＮＵＡＬ　ＤＡＴＡ　ＦＯＲ　１７ＰＥＲＩＯＤＳ　ＦＲＯＭ１９７５Ｔ０１９９１

ＨＹ　ＹＤＩＶＨＲ

　　　＝０２２９４７＊（ＨＹ＿ＹＤＩＶＨＲ＋ＨＹ＿ＹＣＡＤ）一５５１４０３＊ＳＰＩＫＥ（８０ ，０）

　　　　（２曇
．２３８４） 　　　　　　 （３

，６５９三６）

　　　十４４６５３６＊ＳＰＩＫＥ（９１ ，０）十３８９１００＊ＳＰＩＫＥ（７５ ，Ｏ）十８４１９１５

　　　　（２
，６７５三４）

　　　 （２
，３８３五８）

　　　 （０
．８３；６９）

　　ＳＵＭ　ＳＱ　　３Ｅ＋０９　　ＳＴＤ　ＥＲＲ　　１４５１５ ．２　　ＬＨＳ　ＭＥＡＮ　２７２２１０

　　Ｒ　ＳＱ　　　　　０ ．９９０３　　　Ｒ　ＢＡＲ　ＳＱ　　０ ．９８７１　　　Ｆ　４．１２　　３０６ ，２６３

　　ｎＷ．（１）　　２ ．０７７８　　Ｄ．Ｗ．（２）　　２ ．１５２８

（６２８）



　　　　　　　　　　　　　　近畿経済計量モデルの開発とその応用（稲田 ・小川）　　　　　　　　　　　４３

［４１ＫＩＮＫＩＥＱ ：ＨＹ　ＹＲＥＮＨＲ ：（賃貸料の受取（家計））

ＡＮＮＵＡＬ　ＤＡＴＡ　ＦＯＲ　１６ＰＥＲＩＯＤＳ　ＦＲＯＭ１９７６Ｔ０１９９１

ＨＹ　ＹＲＥＮＨＲ

　　＝Ｏ ．８９９３４＊ＨＹ　ＹＲＥＮＨＲ［一１１＋Ｏ ．ＯＯＯ０５＊ＨＹ　ＰＣＨ＊ＨＹ　ＩＦＲ

　　　（１１ ．９２８２）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（０ ．７９５９８）

　　十１０８１９７＊ＳＰＩＫＥ（８７ ，Ｏ）十４６９３４４

　　　 （４
，０２９三〇）

　　　 （１
．９３三５２）

　ＳＵＭ　ＳＱ　　８Ｅ＋０７　　ＳＴＤ　ＥＲＲ　　２５１９ ．１２　　ＬＨＳ　ＭＥＡＮ５６４７４ －７

　Ｒ　ＳＱ　　　　　０ ．９７８０　　　Ｒ　ＢＡＲ　ＳＱ　　０ ．９７２５　　　Ｆ　３．１２　　１７７ ，７７１

　Ｄ．Ｗ．（１）　　１ ．８３４６　　Ｄ．Ｗ．（２）　　１ ．９５２９

　Ｈ　　　　　　　Ｏ ．０９２１

［５１ＫＩＮＫＩＥＱ　ＨＹ　ＹＩＮＴＣＤ（消費者負債利子）

ＣＯＣＨＲＡＮ－ＯＲＣＵＴＴ

ＡＮＮＵＡＬ　ＤＡＴＡ　ＦＯＲ　１６ＰＥＲＩＯＤＳ　ＦＲＯＭ１９７６Ｔ０１９９１

ＨＹ　ＹＩＮＴＣＤ

　　＝Ｏ ．０１７３４＊ＨＹ　ＣＨＮ＋０ ．０２４６０＊ＪＰ　ＩＮＲＬ＊ＨＹ　ＣＨＮ／１００－１２７１４９

　　　（２ ．１９９１７）　　　（１ ．２５７８９）　　　　　　　　（１ ．５４４１７）

　ＳＵＭ　ＳＱ　　１Ｅ＋０８　　ＳＴＤ　ＥＲＲ　　３２４１ ．０５　　ＬＨＳ　ＭＥＡＮ３０１３５ ．９

　Ｒ　ＳＱ　　　　　０ ．９７４１　　　Ｒ　ＢＡＲ　ＳＱ　　Ｏ ．９６７６　　　Ｆ　３．１２　　１５０ ，１７７

　Ｄ．Ｗ．（１）　　１ ．８５４５　　Ｄ．Ｗ．（２）　　２ ．０２０８

　　　　ＡＲ０＝十０ ．８７５９８＊ＡＲ１

　　　　　　　　（１１ ．６０４５）

［６１ＫＩＮＫＩＥＱ　ＨＹ　ＹＣＡＤ（民問法人企業所得（配当受払後））

ＡＮＮＵＡＬ　ＤＡＴＡ　ＦＯＲ　１６ＰＥＲＩＯＤＳ　ＦＲＯＭ１９７６Ｔ０１９９１

ＨＹ　ＹＣＡＤ

　　　＝０ ．３８６０９＊ＨＹ　ＧＤＥＮ－Ｏ ．５１２１５＊ＨＹ　ＹＷ

　　　（１０ ．１７３７）　　　　　　　　　　　（７ ．３７９７４）

　　　一００９３９２＊ＪＰ　ＩＮＲＬ＊ＨＹ　ＰＩＦＮＲ＊ＨＹ＿ＫＦＮＲ［一１１／１００００

　　　 （１１８４５３６）一 　　 一

　　　一１２７２５３＊ＳＰＩＫＥ（８４ ，０）十１４３７２４＊ＳＰＩＫＥ（７７ ，Ｏ）

　　　（４ ．０２６３９）　　　　　（３ ．９６９６５）

　　　十１５１３２１＊ＳＰＩＫＥ（８９ ，０）一１７５８５１

　　　（４ ．０５６８８）　　　　　　　　　　　　　（３ ．４７６７３）

　ＳＵＭ　ＳＱ　　８Ｅ＋０９　　ＳＴＤ　ＥＲＲ　　２９９４２４　　ＬＨＳ　ＭＥＡＮ　９１０１５１

　Ｒ　ＳＱ　　　　　Ｏ ．９９６５　　　Ｒ　ＢＡＲ　ＳＱ　　０ ．９９４１　　　Ｆ　６．９　　　４２４ ，８８０

　Ｄ．Ｗ．（１）　　３ ．０８４１　　Ｄ．Ｗ．（２）　　１ ．３７６１

［７１ＫＩＮＫＩＥＱ　ＨＹ　ＹＰ（ＩＤＥＮＴＩＴＹ）（県民所得）

ＨＹ　ＹＰ

　　　：ＨＹ　ＹＷ＋ＨＹ　ＹＰＲＧＲ＋ＨＹ　ＹＰＲＮＨＲ＋ＨＹ　ＹＩＮＴＨＲ＋ＨＹ　ＹＤＩＶＨＲ＋ＨＹ－ＹＲＥＮＨＲ

　　　－ＨＹ　ＹＰＲＧＯ－ＨＹ　ＹＰＲＮＨＯ－ＨＹ　ＹＩＮＴＣＤ＋ＨＹ　ＹＣＡＤ＋ＨＹ＿ＹＧ＋ＨＹ＿ＹＩＮＤ

（６２９）



４４　　　　　　　　　　　　　　　立命館経済学（第４３巻 ・第４号）

Ａ． ４生産・労働ブロック

　［１１ＫＩＮＫＩＥＱ　ＨＹ　ＧＤＰ２（県内総生産（第２次産業））

ＡＮＮＵＡＬ　ＤＡＴＡ　ＦＯＲ　１６ＰＥＲＩＯＤＳ　ＦＲＯＭ１９７６Ｔ０１９９１

　ＬＯＧ（ＨＹ　ＧＤＰ２／（ＨＹ　ＯＰＲ＊ＨＹ　ＫＦＮＲ［一１］／１００））

　一０ ．６９１３＊ＬＯＧ（ＨＹ＿ＴＨ＊ＨＹ＿Ｎ２／（ＨＹ＿ＯＰＲ＊ＨＹ＿ＫＦＮＲ［一１１／１００））

　　　＝０００３９６＊ＴＩＭＥ＋００２３１１＊ＴＩＭＥ８５９１－０１０１４９＊ＳＰＩＫＥ（８６ ，Ｏ）

　　　　（１ ．２４２８７）　　（３ ．８８１５８）　　　　（３ ．５４５０７）

　　　一００７５６３＊ＳＰＩＫＥ（８７ ，０）十００５２８５＊ＳＰＩＫＥ（７９ ，Ｏ）一２６６３６８

　　　　（２ ．６６２５５）　　　　（１ ．８４９１９）　　　　（１１８ ，０９１）

　　ＳＵＭ　ＳＱ　　０ ．００７１　　ＳＴＤ　ＥＲＲ　　００２６７　　ＬＨＳ　ＭＥＡＮ－２５９３４

　　Ｒ　ＳＱ　　　　　Ｏ ．９２１９　　　Ｒ　ＢＡＲ　ＳＱ　　０ ．８８２８　　　Ｆ　５．１０　　２３ ．５９３６

　　Ｄ．Ｗ．（１）　　１ ．７１１２　　Ｄ．Ｗ．（２）　　２ ．３２４３

　　　　ＨＹ＿ＧＤＰ２＝ＥＸＰ（？？十０６９１３＊ＬＯＧ（ＨＹ＿ＴＨ＊ＨＹ＿Ｎ２／（ＨＹ＿ＯＰＲ＊ＨＹ　ＫＦＮＲ［一１１／１００）））＊

　　　　　　　　　　　　（ＨＹ　ＯＰＲ＊ＨＹ　ＫＦＮＲ［一１１／１００）

［２１ＫＩＮＫＩＥＱ　ＨＹ　ＧＤＰ３（県内総生産（第３次産業））

ＡＮＮＵＡＬ　ＤＡＴＡ　ＦＯＲ　１７ＰＥＲＩＯＤＳ　ＦＲＯＭ１９７５Ｔ０１９９１

　ＬＯＧ（ＨＹ　ＧＤＰ３）

　　　：２０７６１３＊ＬＯＧ（ＨＹ＿ＴＨ＊ＨＹ＿Ｎ３）十０１７０２９＊ＳＰＩＫＥ（９１ ，０）

　　　　（２２ ．５９５２）　　　　　　　　（５ ．３８４７９）

　　　十０１２４０６＊ＳＰＩＫＥ（９０ ，Ｏ）一２４０１９３

　　　　（３ ．９０２９５）　　　　　（１３ ．６２３９）

　　ＳＵＭ　ＳＱ　　　Ｏ ．０１１０　　ＳＴＤ　ＥＲＲ　　０ ．０２９１　　ＬＨＳ　ＭＥＡＮ１５ ．８６０４

　　Ｒ　ＳＱ　　　　　０ ．９８４１　　　Ｒ　ＢＡＲ　ＳＱ　　０ ．９８０４　　　Ｆ　３．１３　　２６８ ，１６３

　　ｕＷ．（１）　　１ ．３８８３　　Ｄ．Ｗ．（２）　　１ ．５７０９

　　　　ＨＹ　ＧＤＰ３＝ＥＸＰ（？？）

［３１ＫＩＮＫＩＥＱ　ＨＹ　ＧＤＰ（ＩＤＥＮＴＩＴＹ）（県内総生産）

ＨＹ　ＧＤＰ

　　　＝ＨＹ　ＧＤＰ１＋ＨＹ　ＧＤＰ２＋ＨＹ　ＧＤＰ３

［４１ＫＩＮＫＩＥＱ　ＨＹ　Ｎ２（就業者数（第２次産業））

ＡＮＮＵＡＬ　ＤＡＴＡ　ＦＯＲ　１７ＰＥＲＩＯＤＳ　ＦＲＯＭ１９７５Ｔ０１９９１

ＬＯＧ（ＨＹ　Ｎ２）

　　　＝０ ．１１７３１＊ＬＯＧ（ＨＹ　ＧＤＰ２）一０ ．０４１７７＊ＬＯＧ（ＨＹ　ＹＷ／ＨＹ　ＧＤＰ２）

　　　　（９ ．０８３６１）　　　　　　（２ ．１８４０８）

　　　十００３６１４＊ＳＰＩＫＥ（７５ ，０）一００１９０５＊ＳＰＩＫＥ（７９ ，０）十１１７８３６

　　　４ ．７８５３４）　　　　　（２ ．７４３８６）　　　　　（５９ ．８９８７）

　　ＳＵＭ　ＳＱ　　　０ ．０００５　　ＳＴＤ　ＥＲＲ　　０ ．００６３　　ＬＨＳ　ＭＥＡＮ１３ ．５８９２

　　Ｒ　ＳＱ　　　　　０ ．９０６８　　　Ｒ　ＢＡＲ　ＳＱ　　Ｏ ．８７５７　　　Ｆ　４．１２　　２９ ．１９２８

　　Ｄ．Ｗ．（１）　　０ ．９７７０　　Ｄ．Ｗ．（２）　　１ ．７１０３

　　　　ＨＹ　Ｎ２＝ＥＸＰ（？？）

［５１ＫＩＮＫＩＥＱ　ＨＹ　Ｎ３（就業者数（第３次産業））

ＣＯＣＨＲＡＮ－ＯＲＣＵＴＴ

ＡＮＮＵＡＬ　ＤＡＴＡ　ＦＯＲ　１６ＰＥＲＩＯＤＳ　ＦＲＯＭ１９７６Ｔ０１９９１

ＬＯＧ（ＨＹ　Ｎ３）

　　　＝０ ．１２７９２＊ＬＯＧ（ＨＹ　ＧＤＰ３）十１２ ．１２７４

　　　（３ ．０５２５７）　　　　　　　　　　　　　　　（１７ ．１４１０）

　　ＳＵＭ　ＳＱ　　　Ｏ０００１　　ＳＴＤ　ＥＲＲ　　Ｏ００３０　　ＬＨＳ　ＭＥＡＮ１４０４７６

　　Ｒ　ＳＱ　　　　　０ ．９９８４　　　Ｒ　ＢＡＲ　ＳＱ　　０ ．９９８１　　　Ｆ　２．１３　　３９３４ ．５２

　　Ｄ．Ｗ．（１）　　１ ．８７０３　　Ｄ．Ｗ．（２）　　０ ．９８２９

　　　　ＡＲ　Ｏ：十０ ．９２１４４＊ＡＲ１

　　　　　　　　　（４３ ．４８０１）

　　　　ＨＹ　Ｎ３＝ＥＸＰ（？？）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（６３０）



　　　　　　　　　　　　　　　近畿経済計量モデルの開発とその応用（稲田 ・小川）

　［６１ＫＩＮＫＩＥＱ　ＨＹ　Ｎ（ＩＤＥＮＴＩＴＹ）（就業者数（合計））

　ＨＹ　Ｎ

　　　＝ＨＹ　Ｎ１＋ＨＹ　Ｎ２＋ＨＹ　Ｎ３

Ｂ　京都府

Ｂ　１県民総支出ブロック（実質 ：１９８５年価格）

　［１１ＫＩＮＫＩＥＱ ：ＫＹ 　ＣＨ ：（家計最終消費支出）

ＡＮＮＵＡＬ　ＤＡＴＡ　ＦＯＲ　１６ＰＥＲＩＯＤＳ　ＦＲＯＭ１９７６Ｔ０１９９１

　ＫＹ　ＣＨ

　　　＝０ ．５４９５１＊ＫＹ　ＣＨ［一１１＋Ｏ ．２５１５５＊ＫＹ　ＹＤＨ／ＫＹ　ＰＣＨ＊１００

　　　　（５ ．５８３５７）　　　　　　　　　　　　　（４ ．３１６１０）

　　　十１３１１５６＊ＳＰＩＫＥ（７８ ，Ｏ）十１１０３６７＊ＳＰＩＫＥ（７９ ，Ｏ）十４４１０１８

　　　　（３ ．９４５９３）　　　　　　　　　　　　　（３ ．４１６２０）　　　　　　　　　　　　　（４ ．５５０３２）

　　ＳＵＭ　ＳＱ　　ｇＥ＋０９　　ＳＴＤ　ＥＲＲ　２９０３０ ．２　　ＬＨＳ　ＭＥＡＮ３６３８６１３

　　Ｒ　ＳＱ　　　　　０ ．９９５１　　　Ｒ　ＢＡＲ　ＳＱ　　Ｏ ．９９３４　　　Ｆ　４．１１　　５６３ ，２００

　　Ｄ．Ｗ．（１）　　１ ．６１６６　　Ｄ．Ｗ．（２）　　２ ．０６２４

　　Ｈ　　　　　　　　Ｏ ．５６６６

　［２１ＫＩＮＫＩＥＱ　ＫＹ　ＩＦＲ（総固定資本形成（民間住宅））

　ＡＮＮＵＡＬ　ＤＡＴＡ　ＦＯＲ　１６ＰＥＲＩＯＤＳ　ＦＲＯＭ１９７６Ｔ０１９９１

　ＫＹ　ＩＦＲ

　　　＝０７６７９７＊ＫＹ　ＩＦＲ［一１］十０１０９２８＊ＫＹ　ＹＤＨ／ＫＹ　ＰＩＦＲ＊１００

　　　　 （４１８２６２４） 　’ 　　 （４ ．２６２８６） 　１ 　　 一

　　　一３１４１８１＊ＪＰ　ＩＮＲＬ－ＰＣＨ（ＫＹ　ＰＩＦＲ）一０１３９８２＊ＫＹ　ＫＦＲ［一１１－２１６３１４
　　　　 （１

．２０ｉ６６）一

　　　 ’　 （３１４７６９６）一

　　 （Ｏ ．３９９６２）

　　ＳＵＭ　ＳＱ　　８Ｅ＋０９　　ＳＴＤ　ＥＲＲ　　２７４６３４　　ＬＨＳ　ＭＥＡＮ　３４１５９７

　　Ｒ　ＳＱ　　　　　Ｏ ．８５６４　　　Ｒ　ＢＡＲ　ＳＱ　　Ｏ ．８０４２　　　Ｆ　４．１１　　１６ ．４０４２

　　Ｄ．Ｗ．（１）　　２ ．０８４０　　Ｄ．Ｗ．（２）　　１ ．５２２６

　　Ｈ－１
．５５４１

　［３１ＫＩＮＫＩＥＱ 　ＫＹ　ＫＦＲ（ＩＤＥＮＴＩＴＹ）（資本ストソ ク（民問住宅））

　ＫＹ　ＫＦＲ

　　　＝９２４＊ＫＹ　ＫＦＲ［一１１＋ＫＹ　ＩＦＲ

　［４１ＫＩＮＫＩＥＱ　ＫＹ　ＩＦＮＲ（総固定資本形成（民問企業設備））

　ＡＮＮＵＡＬ　ＤＡＴＡ　ＦＯＲ　１６ＰＥＲＩＯＤＳ　ＦＲＯＭ１９７６Ｔ０１９９１

　ＬＯＧ（ＫＹ　ＩＦＮＲ／ＫＩ　ＩＦＮＲ／（１－ＫＹ　ＩＦＮＲ／ＫＩ　ＩＦＮＲ））

　　　＝Ｏ ．６４０５２＊ＬＯＧ（ＫＹ　ＧＤＰ／ＫＩ　ＧＤＰ／（１－ＫＹ　ＧＤＰ／ＫＩ　ＧＤＰ））

　　　　（３ ．３１９３６）

　　　十〇〇０９３５＊ＰＣＨ（ＫＹ　ＧＤＰ／ＫＹ　Ｎ）十〇０７６９３＊ＳＰＩＫＥ（８５ ，Ｏ）

　　　　 （２１５６１１０）

　　 ’　　 一（２５５０５４）

　　　一〇０８２１７＊ＳＰＩＫＥ（７９ ，Ｏ）一０８４３７９

　　　　（２ ．６３５０５）　　　　　（２ ．１４７２１）

　　ＳＵＭ　ＳＱ　　　０ ．Ｏ０８７　　ＳＴＤ　ＥＲＲ　　Ｏ０２８１　　ＬＨＳ　ＭＥＡＮ－２１０８８

　　Ｒ　ＳＱ　　　　　Ｏ ．７８３９　　　Ｒ　ＢＡＲ　ＳＱ　　Ｏ ．７０５４　　　Ｆ　４，１１　　　９ ．９７７６

　　Ｄ．Ｗ．（１）　　１ ．８１６５　　Ｄ．Ｗ．（２）　　１ ．９６９６

　　　　　ＫＹ　ＩＦＮＲ＝ＥＸＰ（アア）＊ＫＩ　ＩＦＮＲ＊（１－ＫＹ　ＩＦＮＲ／ＫＩ　ＩＦＮＲ）

　［５１ＫＩＮＫＩＥＱ　ＫＹ　ＫＦＮＲ（ＩＤＥＮＴＩＴＹ）（資本スト ソク（民問企業設備））

　ＫＹ　ＫＦＮＲ

　　　　＝ ．９５４＊ＫＹ　ＫＦＮＲ［一１１＋ＫＹ　ＩＦＮＲ

４５

（６３１）



　４６　　　　　　　　　　　　　　　　立命館経済学（第４３巻 ・第４号）

　［６１ＫＩＮＫＩＥＱ ：ＫＹ　Ｊ： （在庫品増加）

　ＡＮＮＵＡＬ　ＤＡＴＡ　ＦＯＲ　１６ＰＥＲＩＯＤＳ　ＦＲＯＭ１９７６Ｔ０１９９１

ＫＹ＿Ｊ

　　　＝Ｏ ．０１９８４＊ＫＹ　ＧＤＥ－ＫＹ　Ｊ－７５５２ ．４９＊ＪＰ　ＩＮＲＬ－ＰＣＨ（ＫＹ　ＰＧＤＥ）

　　　　（３ ．９４９７４）　　　　　　（３ ．１２４７２）

　　　一７１８３７０＊ＳＰＩＫＥ（８７ ，０）一６８０６５３＊ＳＰＩＫＥ（７９ ，０）

　　　　 （４
，５２３三２）

　　　 （４
，２２７ラ０）

　　　一４７２９４１＊ＳＰＩＫＥ（９０ ，Ｏ）一３４６５６４

　　　　 （２ ，７８１
ラ１）

　　　 （１
，２５８ｉ２）

　　ＳＵＭ　ＳＱ　　２Ｅ＋０９　　ＳＴＤ　ＥＲＲ　　１４７５１２　　ＬＨＳＭＥＡＮ５０２４４１

　　Ｒ　ＳＱ　　　　　０ ．８２９０　　　Ｒ　ＢＡＲ　ＳＱ　　０ ．７４３４　　　Ｆ　５，１０　　　９ ．６９３６

　　Ｄ．Ｗ．（１）　　２ ．１３９３　　Ｄ．Ｗ．（２）　　２ ．８７７７

　［７１ＫＩＮＫＩＥＱ　ＫＹ　ＧＤＥ（ＩＤＥＮＴＩＴＹ）（県内総支出）

　ＫＹ　ＧＤＥ

　　　＝ＫＹ＿ＣＨ＋ＫＹ＿ＣＮＨ＋ＫＹ＿ＣＧ＋ＫＹ＿ＩＦＲ＋ＫＹ＿ＩＦＮＲ＋ＫＹ＿ＩＦＧ＋ＫＹ＿Ｊ＋ＫＹ＿ＥＸＤ－ＫＹ＿ＩＭＤ

　　　＋ＫＹ　ＤＩＳＣ

　［８１ＫＩＮＫＩＥＱ　ＫＹ　ＮＦＹ（ＩＤＥＮＴＩＴＹ）（県外からの純要素所得）

　ＫＹ　ＮＦＹ

　　　＝ＫＹ　ＮＦＹＮ／ＫＹ　ＰＧＤＥ＊１００

　［９１ＫＩＮＫＩＥＱ　ＫＹ　ＧＮＥ（ＩＤＥＮＴＩＴＹ）（県民総支出）

　ＫＹ　ＧＮＥ

　　　＝ＫＹ　ＧＤＥ＋ＫＹ　ＮＦＹ

Ｂ　２　県民総支出ブロック（名目）

　［１１ＫＩＮＫＩＥＱ　ＫＹ　ＣＨＮ（ＩＤＥＮＴＩＴＹ）（家計最終消費支出）

　ＫＹ　ＣＨＮ

　　　：ＫＹ　ＣＨ＊ＫＹ　ＰＣＨ／１００

　［２１ＫＩＮＫＩＥＱ　ＫＹ　ＣＧＮ（ＩＤＥＮＴＩＴＹ）（一般政府最終消費支出）

　ＫＹ　ＣＧＮ

　　　＝ＫＹ　ＣＧ＊ＫＹ　ＰＣＧ／１００

［３１ＫＩＮＫＩＥＱ　ＫＹ　ＩＦＲＮ（ＩＤＥＮＴＩＴＹ）（総固定資本形成（民問住宅））

　ＫＹ　ＩＦＲＮ

　　　＝ＫＹ　ＩＦＲ＊ＫＹ　ＰＩＦＲ／１００

［４１ＫＩＮＫＩＥＱ　ＫＹ　ＩＦＮＲＮ（ＩＤＥＮＴＩＴＹ）（総固定資本形成（民問企業設備））

　ＫＹ　ＩＦＮＲＮ

　　　＝ＫＹ　ＩＦＮＲ＊ＫＹ　ＰＩＦＮＲ／１００

［５１ＫＩＮＫＩＥＱ　ＫＹ　ＩＦＧＮ（ＩＤＥＮＴＩＴＹ）（総固定資本形成（公的））

　ＫＹ　ＩＦＧＮ

　　　＝ＫＹ　ＩＦＧ＊ＫＹ　ＰＩＦＧ／１００

［６１ＫＩＮＫＩＥＱ　ＫＹ　ＧＤＥＮ（ＩＤＥＮＴＩＴＹ）（県内総支出）

ＫＹ　ＧＤＥＮ

　　　＝ＫＹ二ＣＨＮ＋ＫＹ＿ＣＮＨＮ＋ＫＹ＿ＣＧＮ＋ＫＹ＿ＩＦＲＮ＋ＫＹ＿ＩＦＮＲＮ＋ＫＹ＿ＩＦＧＮ＋ＫＹ＿ＪＮ

　　　＋ＫＹ　ＥＸＤＮ－ＫＹ　ＩＭＤＮ＋ＫＹ　ＤＩＳＣＮ

（６３２）



　　　　　　　　　　　　　　　近畿経済計量モデルの開発とその応用（稲田 ・小川）

［７１ＫＩＮＫＩＥＱ　ＫＹ　ＮＦＹＮ（県外からの純要素所得）

ＡＮＮＵＡＬ　ＤＡＴＡ　ＦＯＲ　１７ＰＥＲＩＯＤＳ　ＦＲＯＭ１９７５Ｔ０１９９１

　ＫＹ　ＮＦＹＮ

　　　＝一０４２７０９＊ＫＹ＿ＧＤＥＮ＋Ｏ ．０５４１７＊ＫＩ ＧＤＥＮ－１３９７４０＊ＳＰＩＫＥ（８５ ，０）

　　　　　（７ ．７３１８４）　　　　（９ ．１１６２０）　　　　（３ ．６９０１８）

　　　　十１１６３８８＊ＳＰＩＫＥ（８８ ，Ｏ）十１１３３０２＊ＳＰＩＫＥ（８７ ，Ｏ）一４０１５６６

　　　　　（３ ．１９１５４）　　　　　　　　　　　　　（３ ．００５２５）　　　　　　　　　　　　　（１ ．１３２７８）

　　ＳＵＭ　ＳＱ　　１Ｅ＋１０　　ＳＴＤ　ＥＲＲ　３２７７１５　　ＬＨＳ　ＭＥＡＮ　２１５３７６

　　Ｒ　ＳＱ　　　　　Ｏ ．９７１３　　　Ｒ　ＢＡＲ　ＳＱ　　０ ．９５８３　　　Ｆ　５．１１　　７４ ．４８４７

　　Ｄ．Ｗ．（１）　　１ ．５５１０　　Ｄ．Ｗ．（２）　　２ ．５３８８

　［８１ＫＩＮＫＩＥＱ　ＫＹ　ＧＮＥＮ（ＩＤＥＮＴＩＴＹ）（県民総支出）

　ＫＹ　ＧＮＥＮ

　　　＝ＫＹ　ＧＤＥＮ＋ＫＹ　ＮＦＹＮ

Ｂ　３　所得支出勘定プロンク（制度部門別）

１１１ＫＩＮＫＩＥＱ　ＫＹ　ＹＷ（ＩＤＥＮＴＩＴＹ）（雇用者所得）

　ＫＹ　ＹＷ

　　　＝ＫＹ　ＷＡＧＥ＊ＫＹ　Ｎ／１ＯＯ

　［２１ＫＩＮＫＩＥＱ ：ＫＹ　ＹＩＮＤ ：（個人企業所得）

ＡＮＮＵＡＬ　ＤＡＴＡ　ＦＯＲ　１６ＰＥＲＩＯＤＳ　ＦＲＯＭ１９７６Ｔ０１９９１

　ＬＯＧ（ＫＹ　ＹＩＮＤ／（ＫＹ　ＹＰ－ＫＹ　ＹＩＮＤ））

　　　＝一００１４３８＊ＴＩＭＥ＋００３５１８＊ＰＣＨ（ＫＹ　ＧＤＰ）十０２１７４４＊ＳＰＩＫＥ（８７ ，０）

　　　　 （１
．８６７５６）

　　
（２１２７７２６）

　　 一　 （１ ．６１６０８）

　　　　　一０３１０６５＊ＳＰＩＫＥ（９１ ，Ｏ）一０２２４２６＊ＳＰＩＫＥ（８３ ，Ｏ）一２０１２５６

　　　　　 （２１１３７２３）

　　　 （１ ．７２０８９） 　　　 （１９ ．０６４３）

　　ＳＵＭ　ＳＱ　　　０ ．１５７２　　ＳＴＤ　ＥＲＲ　　０ ．１２５４　　ＬＨＳ　ＭＥＡＮ－２ ．０４５２

　　Ｒ　ＳＱ　　　　　Ｏ ．７４４６　　　Ｒ　ＢＡＲ　ＳＱ　　Ｏ ．６１７０　　　Ｆ　５，１０　　　５ ．８３２３

　　Ｄ．Ｗ．（１）　　２ ．０７２９　　Ｄ．Ｗ．（２）　　１ ．９６８７

　　　　ＫＹ＿ＹＩＮＤ＝ＥＸＰ（ア？）＊（ＫＹ＿ＹＰ－ＫＹ＿ＹＩＮＤ）

　［３１ＫＩＮＫＩＥＱ　ＫＹ　ＹＩＮＴＨＲ（利子の受取（家計））

ＡＮＮＵＡＬ　ＤＡＴＡ　ＦＯＲ　１７ＰＥＲＩＯＤＳ　ＦＲＯＭ１９７５Ｔ０１９９１

　ＫＹ　ＹＩＮＴＨＲ

　　　＝０７３３８９＊ＪＰ　ＩＮＲＬ＊ＫＹ　ＫＳＨ［一１１／１００－２５５４５５＊ＳＰＩＫＥ（９１ ，０）

　　　　（２９ ．９０４１）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（７ ．６２９２６）

　　　十５３０７７２＊ＳＰＩＫＥ（８４ ，Ｏ）一９４０３５４＊ＳＰＩＫＥ（９０ ，Ｏ）十１９５４９７

　　　　 （２
，３０９三

１） 　　　 （３
，１９８三２）

　　　 （１８ ．０８２５）

　　ＳＵＭ　ＳＱ　　６Ｅ＋０９　　ＳＴＤ　ＥＲＲ　２１９７６７　　ＬＨＳ　ＭＥＡＮ　５３１２７２

　　Ｒ　ＳＱ　　　　　Ｏ ．９９３１　　　Ｒ　ＢＡＲ　ＳＱ　　Ｏ ．９９０７　　　Ｆ　４．１２　　４２８ ，９０５

　　Ｄ．Ｗ．（１）　　１ ．１４４３　　Ｄ．Ｗ．（２）　　２ ．０７４３

　［４１ＫＩＮＫＩＥＱ　ＫＹ　ＹＤＩＶＨＲ（配当の受取（家計））

　ＡＮＮＵＡＬ　ＤＡＴＡ　ＦＯＲ　１７ＰＥＲＩＯＤＳ　ＦＲＯＭ１９７５Ｔ０１９９１

　ＫＹ　ＹＤＩＶＨＲ

　　　＝０１５７５２＊（ＫＹ　ＹＤＩＶＨＲ＋ＫＹ　ＹＣＡＤ）十５０５３９８＊ＳＰＩＫＥ（９０ ，Ｏ）

　　　　 （１
三．

４５８３） 　■ 　　　 一　　（５ ．０４６９７）

　　　十４３２１２４＊ＳＰＩＫＥ（９１ ，０）十２４６８６７＊ＳＰＩＫＥ（８９ ，Ｏ）十２０６７５９

　　　　（４ ．０５７３３）　　　　　（２ ．４３１４７）　　　　　（３ ．２４１９６）

　　ＳＵＭ　ＳＱ　　８Ｅ＋０８　　ＳＴＤ　ＥＲＲ　８３８８ ．５３　　ＬＨＳ　ＭＥＡＮ　１２０９９４

　　Ｒ　ＳＱ　　　　　０ ．９８１５　　　Ｒ　ＢＡＲ　ＳＱ　　Ｏ ．９７５４　　　Ｆ　４．１２　　１５９ ，４０９

　　Ｄ．Ｗ．（１）　　１ ．５７３０　　Ｄ．Ｗ．（２）　　２ ．１６６７

４７

（６３３）



４８　　　　　　　　　　　　　　　立命館経済学（第４３巻 ・第４号）

［５１ＫＩＮＫＩＥＱ　ＫＹ　ＹＲＥＮＨＲ（賃貸料の受取（家計））

ＡＮＮＵＡＬ　ＤＡＴＡ　ＦＯＲ　１６ＰＥＲＩＯＤＳ　ＦＲＯＭ１９７６Ｔ０１９９１

ＫＹ　ＹＲＥＮＨＲ

　　＝Ｏ ．８５０８１＊ＫＹ　ＹＲＥＮＨＲ［一１１＋０ ．００１１３＊ＫＹ　ＰＣＨ＊ＫＹ　ＩＦＲ

　　　（１３ ．２５８６）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（９ ．０８４５２）

　　一１６７９８８＊ＳＰＩＫＥ（８７ ，０）一１１３７８４＊ＳＰＩＫＥ（８６ ，Ｏ）一１２９４６６＊ＳＰＩＫＥ（９０ ，０）一２３４３４３

　　　 （５
，０９８三３）

　　　 （３
，８３５る５）

　　　 （３
，３９８ラ２）

　　　 （６
，８３０ｉ７）

　ＳＵＭ　ＳＱ　　８Ｅ＋０７　　ＳＴＤ　ＥＲＲ　２８５８１８　　ＬＨＳ　ＭＥＡＮ５１１７８９

　Ｒ　ＳＱ　　　　　０ ．９８７７　　　Ｒ　ＢＡＲ　ＳＱ　　０ ．９８１５　　　Ｆ　５．１０　　１６０ ，４９７

　Ｄ．Ｗ．（１）　　１ ．７９６０　　Ｄ．Ｗ．（２）　　２ ．５７５１

　Ｈ－Ｏ
．１０７１

［６１ＫＩＮＫＩＥＱ　ＫＹ　ＮＴＲＨ（その他の経常移転純受取（家計））

ＡＮＮＵＡＬ　ＤＡＴＡ　ＦＯＲ　１６ＰＥＲＩＯＤＳ　ＦＲＯＭ１９７６Ｔ０１９９１

ＫＹ　ＮＴＲＨ

　　＝０ ．６７９１０＊ＫＹ　ＮＴＲＨ［一１１＋０ ．０４０２２＊ＫＹ　ＣＨＮ

　　　（３ ．５２０６７）　　　　　　（１ ．４４１１９）

　　一６４８７６４＊ＳＰＩＫＥ（８３ ，０）一５７８１２１＊ＳＰＩＫＥ（８９ ，０）

　　　 （２
，８８２；８）

　　　 （２
．７４８６９）

　　一５７０８４８＊ＳＰＩＫＥ（９１ ，０）一４３７１０９

　　　 （２
，４５８；９）

　　　 （ｏ ．１１
６１８）

　ＳＵＭ　ＳＱ　　３Ｅ＋０９　　ＳＴＤ　ＥＲＲ　　１８６９７６　　ＬＨＳ　ＭＥＡＮ　３５１３９１

　Ｒ　ＳＱ　　　　　０ ．９７５３　　　Ｒ　ＢＡＲ　ＳＱ　　０ ．９６２９　　　Ｆ　５．１０　　７８ ．９２８５

　Ｄ．Ｗ．（１）　　２ ．０７６８　　Ｄ．Ｗ．（２）　　１ ．７７５５

　Ｈ－０
．４２１０

［７１ＫＩＮＫＩＥＱ　ＫＹ　ＹＩＮＴＣＤ（消費者負債利子）

ＣＯＣＨＲＡＮ－ＯＲＣＵＴＴ

ＡＮＮＵＡＬ　ＤＡＴＡ　ＦＯＲ　１６ＰＥＲＩＯＤＳ　ＦＲＯＭ１９７６Ｔ０１９９１

ＫＹ　ＹＩＮＴＣＤ

　　＝０ ．０２１６３＊ＫＹ　ＣＨＮ＋ｏ ．０３９０９＊ＪＰ　ＩＮＲＬ＊ＫＹ　ＣＨＮ／１００

　　　（２ ．４２７０３）　　　　（１ ．９３８４４）

　　　　一６０２３０３＊ＳＰＩＫＥ（８８ ，Ｏ）一７７０９３６

　　　　 （３
．７３；５６）

　　　 （１
，８３６；９）

　ＳＵＭ　ＳＱ　　５Ｅ＋０７　　ＳＴＤ　ＥＲＲ　２０５１ ．０３　　ＬＨＳＭＥＡＮ１７５４５ ．１

　Ｒ　ＳＱ　　　　　０ ．９７１７　　　Ｒ　ＢＡＲ　ＳＱ　　０ ．９６１３　　 Ｉ　Ｆ　４．１１　　９４ ．２６２８

Ｄ． Ｗ． （１）　　１ ．６１７９　　Ｄ．Ｗ．（２）　　１ ．８３８５

　　　ＡＲ０＝十〇 ．８２０９９＊ＡＲ１

　　　　　　　　（９ ．２２２８０）

［８１ＫＩＮＫＩＥＱ　ＫＹ　ＴＤＨ（ＩＤＥＮＴＩＴＹ）（直接税（家計））

ＫＹ　ＴＤＨ

　　：ＫＹ　ＲＴＤＨ＊（ＫＹ　ＹＷ＋ＫＹ　ＹＷ［一１１＋ＫＹ　ＹＩＮＤ＋ＫＹ　ＹＩＮＤ［一１１＋ＫＹ　ＹＩＮＴＨＲ

　　＋ＫＹ　ＹＩＮＴＨＲ［一１１＋ＫＹ　ＹＤＩＶＨＲ＋ＫＹ　ＹＤＩＶＨＲ［一１１）／２００

［９１ＫＩＮＫＩＥＱ　ＫＹ　ＹＤＨ（ＩＤＥＮＴＩＴＹ）（可処分所得（家計））

ＫＹ　ＹＤＨ

　　＝ＫＹ　ＹＷ＋ＫＹ　ＹＩＮＤ＋ＫＹ　ＹＩＮＴＨＲ＋ＫＹ　ＹＤＩＶＨＲ＋ＫＹ　ＹＲＥＮＨＲ－ＫＹ　ＹＩＮＴＣＤ

　　－ＫＹ　ＴＤＨ＋ＫＹ　ＮＴＲＨ

［１０１ＫＩＮＫＩＥＱ　ＫＹ　ＳＨ（ＩＤＥＮＴＩＴＹ）（貯蓄（家計））

ＫＹ　ＳＨ

　　＝ＫＹ　ＹＤＨ－ＫＹ　ＣＨＮ

（６３４）



　　　　　　　　　　　　　　近畿経済計量モデルの開発とその応用（稲田 ・小川）

［１１１ＫＩＮＫＩＥＱ　ＫＹ　ＫＳＨ（ＩＤＥＮＴＩＴＹ）（貯蓄残高（家計））

ＫＹ　ＫＳＨ

　　＝ＫＹ　ＫＳＨ［一１１＋ＫＹ　ＳＨ

［１２１ＫＩＮＫＩＥＱ　ＫＹ　ＹＰＲＧＲ（財産所得の受取（一般政府））

ＡＮＮＵＡＬ　ＤＡＴＡ　ＦＯＲ　１６ＰＥＲＩＯＤＳ　ＦＲＯＭ１９７６Ｔ０１９９１

ＫＹ　ＹＰＲＧＲ

　　＝Ｏ ．４２６９２＊ＫＹ　ＹＰＲＧＲ１－１１＋Ｏ ．２３７８０＊ＫＹ　ＣＧＮ
　　　（２ ．７３０７１）　　　　　　　　　　　　　　　　　（３ ．６５３１１）

　　十１２９９７２＊ＳＰＩＫＥ（９０ ，Ｏ）一１０９５３６＊ＳＰＩＫＥ（９１ ，Ｏ）一６１５９７７

　　　 （２ ．５４８１５） 　　　 （２
，１５６三８）

　　　 （３
．０５２６７）

　ＳＵＭ　ＳＱ　　２Ｅ＋０８　　ＳＴＤ　ＥＲＲ　４１５７８５　　ＬＨＳ　ＭＥＡＮ　１２７４６８

　Ｒ　ＳＱ　　　　　Ｏ ．９９５６　　　Ｒ　ＢＡＲ　ＳＱ　　Ｏ ．９９４０　　　Ｆ　４．１１　　６２６ ，６３０

　Ｄ．Ｗ．（１）　　２ ．２７８１　　Ｄ．Ｗ．（２）　　２ ．５６５２

　Ｈ－１
．００６３

［１３１ＫＩＮＫＩＥＱ　ＫＹ　ＴＤ（ＩＤＥＮＴＩＴＹ）（直接税（合計））

ＫＹ　ＴＤ

　　：ＫＹ　ＴＤＣ＋ＫＹ　ＴＤＨ

１１４１ＫＩＮＫＩＥＱ　ＫＹ　ＴＤＣ（ＩＤＥＮＴＩＴＹ）（直接税（法人企業））

ＫＹ　ＴＤＣ

　　＝ＫＹ　ＲＴＤＣ＊（ＫＹ　ＹＣＡＤ＋ＫＹ　ＹＧ＋ＫＹ　ＹＣＡＤ［一１１＋ＫＹ　ＹＧ［一１］）／２００

［１５１ＫＩＮＫＩＥＱ　ＫＹ　ＴＩ（ＩＤＥＮＴＩＴＹ）（問接税）

ＫＹ　ＴＩ

　　＝ＫＹ　ＲＴＩ＊ＫＹ　ＣＨＮ／１００

［１６１ＫＩＮＫＩＥＱ ：ＫＹ　ＮＴＲＧ ：（その他の経常移転純受取（一般政府））

ＡＮＮＵＡＬ　ＤＡＴＡ　ＦＯＲ　１７ＰＥＲＩＯＤＳ　ＦＲＯＭ１９７５Ｔ０１９９１

ＫＹ　ＮＴＲＧ

　　＝一１ ．１９４５５＊ＫＹ　ＣＧＮ－１８８９５５＊ＳＰＩＫＥ（９０ ，Ｏ）

　　　　（２１ ．１３０７）　　　　　　　　　　（５ ．８０４５５）

　　　十７２９８６１＊ＳＰＩＫＥ（８５ ，Ｏ）十１８８６３８

　　　　（２ ．３９６１０）　　　　　　　　　　　　（５ ．８６３３５）

　ＳＵＭ　ＳＱ　　１Ｅ＋１０　　ＳＴＤ　ＥＲＲ　２９２０９２　　ＬＨＳ　ＭＥＡＮ－４９９５１２

　Ｒ　ＳＱ　　　　　Ｏ ．９８０９　　　Ｒ　ＢＡＲ　ＳＱ　　０ ．９７６５　　　Ｆ　３．１３　　２２２ ，２１７

Ｄ． Ｗ． （１）　　１ ．８４１２　　Ｄ．Ｗ．（２）　　２ ．２４３４

［１７１ＫＩＮＫＩＥＱ　ＫＹ　ＹＰＲＧＯ（財産所得の支払（一般政府））

ＡＮＮＵＡＬ　ＤＡＴＡ　ＦＯＲ　１１ＰＥＲＩＯＤＳ　ＦＲＯＭ１９８１Ｔ０１９９１

ＫＹ　ＹＰＲＧＯ

　　＝２０１７２７＊ＫＹ　ＫＧＢ［一１１＋３７１１２２＊ＳＰＩＫＥ（９１ ，Ｏ）

　　　 （１
る．

５３７１） 　一 　　 （４ ，４４１
ラＯ）

　　一１９８０４９＊ＳＰＩＫＥ（８５ ，Ｏ）一４９２００８

　　　 （２
，３１６三

１） 　　　 （２
，４７８ラ

１）

　ＳＵＭ　ＳＱ　　４Ｅ＋０８　　ＳＴＤ　ＥＲＲ　７８１６９８　　ＬＨＳ　ＭＥＡＮ　２８３２９６

　Ｒ　ＳＱ　　　　　Ｏ ．９７９１　　　Ｒ　ＢＡＲ　ＳＱ　　Ｏ ．９７０２　　　Ｆ　３．７　　　１０９ ，５５０

Ｄ． Ｗ． （１）　　３ ．１７１５　　Ｄ．Ｗ．（２）　　１ ．３７４３

［１８１ＫＩＮＫＩＥＱ　ＫＹ　ＳＵＢ（ＩＤＥＮＴＩＴＹ）（補助金）

ＫＹ　ＳＵＢ

　　＝ＫＹ　ＲＳＵＢ＊ＫＹ　ＧＤＥＮ／１００

４９

（６３５）



５０　　　　　　　　　　　　　　　立命館経済学（第４３巻 ・第４号）

［１９１ＫＩＮＫＩＥＱ　ＫＹ　ＹＤＧ（ＩＤＥＮＴＩＴＹ）（可処分所得（一般政府））

ＫＹ　ＹＤＧ

　　＝ＫＹ　ＹＰＲＧＲ－ＫＹ　ＹＰＲＧＯ＋ＫＹ　ＴＤ＋ＫＹ　ＴＩ－ＫＹ　ＳＵＢ＋ＫＹ　ＮＴＲＧ

［２０１ＫＩＮＫＩＥＱ　ＫＹ　ＳＧ（ＩＤＥＮＴＩＴＹ）（貯蓄（一般政府））

ＫＹ　ＳＧ

　　＝ＫＹ　ＹＤＧ－ＫＹ　ＣＧＮ

［２１１ＫＩＮＫＩＥＱ　ＫＹ　ＳＧＢ（地方債発行額（一般政府））

ＡＮＮＵＡＬ　ＤＡＴＡ　ＦＯＲ　１２ＰＥＲＩＯＤＳ　ＦＲＯＭ１９８０Ｔ０１９９１

ＫＹ　ＳＧＢ＋ＫＹ　ＳＧ

　　＝１ ．３５３３５＊ＫＹ　ＩＦＧＮ

　　　（５ ．７１１８２）

　　一６９９０６３＊（ＳＰＩＫＥ（８０ ，Ｏ）十ＳＰＩＫＥ（８１ ，０）十ＳＰＩＫＥ（８２ ，０））

　　　 （２
，８７０る４）

　　一１６６２６５＊ＳＰＩＫＥ（８６ ，０）一１１１９８９＊ＳＰＩＫＥ（８７ ，０）

　　　（４ ．４６７４７）　　　　　　　　　　　　　（３ ．０３７３１）

　　十６７２９６３＊ＳＰＩＫＥ（８５ ，０）一４４１０４９

　　　 （１
，７９５五４）

　　　 （４ ．６３４０５）

　ＳＵＭ　ＳＱ　　７Ｅ＋０９　　ＳＴＤ　ＥＲＲ　３２９７８２　　ＬＨＳ　ＭＥＡＮ５６１４５７

　Ｒ　ＳＱ　　　　　Ｏ ．９０９９　　　Ｒ　ＢＡＲ　ＳＱ　　Ｏ ．８３４９　　　Ｆ　５，６　　　１２ ．１２１３

　Ｄ．Ｗ．（１）　　２ ．１０７８　　Ｄ．Ｗ．（２）　　２ ．６０９０

　　　　ＫＹ　ＳＧＢ＝（？？）一ＫＹ　ＳＧ

［２２１ＫＩＮＫＩＥＱ　ＫＹ　ＫＧＢ（地方債発行残高（一般政府））

ＡＮＮＵＡＬ　ＤＡＴＡ　ＦＯＲ　１１ＰＥＲＩＯＤＳ　ＦＲＯＭ１９８１Ｔ０１９９１

ＫＹ　ＫＧＢ

　　＝０７２００６＊ＫＹ　ＫＧＢ［一１１＋０９０９９０＊ＫＹ　ＳＧＢ＋３１９９４１

　　　（１２ ．７８５２）　　　　　　　　　　　　　　（７ ．１８２３０）　　　　　　　　　　（３ ．２５３１８）

　ＳＵＭ　ＳＱ　　１Ｅ＋０８　　ＳＴＤ　ＥＲＲ　３７７７２２　　ＬＨＳＭＥＡＮ　１７０７１３

　Ｒ　ＳＱ　　　　　０ ．９６３１　　　Ｒ　ＢＡＲ　ＳＱ　　Ｏ ．９５３９　　　Ｆ　２．８　　　１０４ ，４５８

　Ｄ．Ｗ．（１）　　１ ．６０８２　　Ｄ．Ｗ．（２）　　２ ．２１３１

　Ｈ　　　　　　　　Ｏ ．６３７４

［２３１ＫＩＮＫＩＥＱ　ＫＹ　ＹＣＡＤ（民問法人企業所得（配当受払後））

ＡＮＮＵＡＬ　ＤＡＴＡ　ＦＯＲ　１６ＰＥＲＩＯＤＳ　ＦＲＯＭ１９７６Ｔ０１９９１

ＫＹ　ＹＣＡＤ

　　＝０ ．２１４２７＊ＫＹ　ＧＤＥＮ－０ ．７５２６６＊ＫＹ　ＹＷ
　　　（３ ．９５９４９）　　　　　　　　　　　（５ ．１３７６７）

　　一０３４９２４＊ＪＰ　ＩＮＲＬ＊ＫＹ　ＰＩＦＮＲ＊ＫＹ　ＫＦＮＲ［一１１／１００００
　　　 （３１０５９４２）一

　　 一　　 一

　　十〇〇０２６６＊ＫＹ　ＰＩＦＮＲ＊ＫＹ　ＫＦＮＲ［一１】一７７００１５＊ＳＰＩＫＥ（９０ ，０）

　　　 （５：０４５９７）‘ 　　 ■　　 （２
．２４２６５）

　　　一６６５８３ ．９＊ＳＰＩＫＥ（８６ ，０）一３４１６０ ．１

　　　（２ ．０４７４９）　　　　　　　　　　　　　（０ ．７１８８７）

　ＳＵＭ　ＳＱ　　７Ｅ＋０９　　ＳＴＤ　ＥＲＲ　２８４７４ ．８　　ＬＨＳ　ＭＥＡＮ　４９０８４７

　Ｒ　ＳＱ　　　　　０ ．９８７４　　　Ｒ　ＢＡＲ　ＳＱ　　０ ．９７９０　　　Ｆ　６．９　　　１１７ ，６７０

　Ｄ．Ｗ．（１）　　２ ．５６４８　　Ｄ．Ｗ．（２）　　１ ．３０７１

［２４１ＫＩＮＫＩＥＱ　ＫＹ　ＹＰ（ＩＤＥＮＴＩＴＹ）（県民所得）

ＫＹ　ＹＰ

　　　＝ＫＹ　ＹＷ＋ＫＹ　ＹＰＲＧＲ＋ＫＹ　ＹＰＲＮＨＲ＋ＫＹ　ＹＩＮＴＨＲ＋ＫＹ　ＹＤＩＶＨＲ＋ＫＹ　ＹＲＥＮＨ

　　　－ＫＹ　ＹＰＲＧＯ－ＫＹ　ＹＰＲＮＨ０－ＫＹ　ＹＩＮＴＣＤ＋ＫＹ　ＹＣＡＤ＋ＫＹ　ＹＧ＋ＫＹ　ＹＩＮＤ

（６３６）



　　　　　　　　　　　　　　　近畿経済計量モデルの開発とその応用（稲田 ・小川）

Ｂ　４　生産 ・労働ブロック

　［１１ＫＩＮＫＩＥＱ ：ＫＹ　ＧＤＰ２ ：（県内総生産（第２次産業））

ＡＮＮＵＡＬ　ＤＡＴＡ　ＦＯＲ　１６ＰＥＲＩＯＤＳ　ＦＲＯＭ１９７６Ｔ０１９９１

　ＬＯＧ（ＫＹ　ＧＤＰ２／（ＫＹ　ＯＰＲ＊ＫＹ　ＫＦＮＲ［一１］／１００））

　　　＝Ｏ ．０１８３８＊ＴＩＭＥ

　　　　（１ ．６５０８８）

　　　十〇 ．７１３８８＊ＬＯＧ（ＫＹ　ＴＨ＊ＫＹ　Ｎ２／（ＫＹ　ＯＰＲ＊ＫＹ　ＫＦＮＲ［一１１／１００））一２ ．９７７５６

　　　　（３ ．４３５３６）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（５ ．２０４００）

　　ＳＵＭ　ＳＱ　　Ｏ ．０１０４　　ＳＴＤ　ＥＲＲ　　Ｏ ．０２８３　　ＬＨＳ　ＭＥＡＮ－１ ．１９８０

　　Ｒ　ＳＱ　　　　　Ｏ ．９３０１　　　Ｒ　ＢＡＲ　ＳＱ　　Ｏ ．９１９３　　　Ｆ　２．１３　　８６ ．４６２６

　　Ｄ．Ｗ．（１）　　１ ．５１６５　　Ｄ．Ｗ．（２）　　２ ．４８７０

　　　　ＫＹ＿ＧＤＰ２＝ＥＸＰ（？？）＊（ＫＹ＿ＯＰＲ＊ＫＹ＿ＫＦＮＲ１－１１／１００）

　［２１ＫＩＮＫＩＥＱ　ＫＹ　ＧＤＰ３（県内総生産（第３次産業））

　ＫＹ　ＧＤＰ３

　ＣＯＣＨＲＡＮ－ＯＲＣＵＴＴ

　ＡＮＮＵＡＬ　ＤＡＴＡ　ＦＯＲ　１６ＰＥＲＩＯＤＳ　ＦＲＯＭ１９７６Ｔ０１９９１

　ＬＯＧ（ＫＹ　ＧＤＰ３）

　　　＝２ ．３６６８３＊ＬＯＧ（ＫＹ　ＴＨ＊ＫＹ　Ｎ３）十〇 ．１３５５９＊ＳＰＩＫＥ（９１ ，０）一２９ ．００３５

　　　　（９ ．４０６６４）　　　　　　　　　（５ ．３８１１９）　　　　　（６ ．１６０３９）

　　ＳＵＭ　ＳＱ　　　Ｏ　Ｏ０６６　　ＳＴＤ　ＥＲＲ　　Ｏ０２３４　　ＬＨＳ　ＭＥＡＮ１５２４４５

　　Ｒ　ＳＱ　　　　　０ ．９８４７　　　Ｒ　ＢＡＲ　ＳＱ　　Ｏ ．９８０９　　　Ｆ　３．１２　　２５７ ，５２４

　　Ｄ．Ｗ．（１）　　１ ．９７１５　　Ｄ．Ｗ．（２）　　２ ．１２２３

　　　　ＡＲ０＝十〇 ．５７０８７＊ＡＲ１

　　　　　　　　　（２ ．５１４２７）

　　　　ＫＹ　ＧＤＰ３＝ＥＸＰ（？？）

　［３１ＫＩＮＫＩＥＱ　ＫＹ　ＧＤＰ（ＩＤＥＮＴＩＴＹ）（県内総生産）

　ＫＹ　ＧＤＰ

　　　：ＫＹ　ＧＤＰ１＋ＫＹ　ＧＤＰ２＋ＫＹ　ＧＤＰ３

　［４１ＫＩＮＫＩＥＱ　ＫＹ　Ｎ２（就業者数（第２次産業））

　ＡＮＮＵＡＬ　ＤＡＴＡ　ＦＯＲ　１６ＰＥＲＩＯＤＳ　ＦＲＯＭ１９７６Ｔ０１９９１

　ＬＯＧ（ＫＹ　Ｎ２）

　　　＝Ｏ ．４５６６６＊ＬＯＧ（ＫＹ　Ｎ２）［一１］十０ ．０９８８３＊ＬＯＧ（ＫＹ　ＧＤＰ２）

　　　　（２ ．５５０３３）　　　　　　　（３ ．０２２２３）

　　　一〇０９１５７＊ＬＯＧ（ＫＹ　ＷＡＧＥ／ＪＰ　ＷＰＩ）一００２１７１＊ＳＰＩＫＥ（８５ ，Ｏ）十５６７８４３

　　　　 （３１５２７２５）

　　 ■　　 一　
（３１０８０２８）

　　　
（２：５１５７３）

　　ＳＵＭ　ＳＱ　　　Ｏ ．ＯＯ０４　　ＳＴＤ　ＥＲＲ　　０ ．００６１　　ＬＨＳ　ＭＥＡＮ１２ ．９４７１

　　Ｒ　ＳＱ　　　　　Ｏ ．８７４１　　　Ｒ　ＢＡＲ　ＳＱ　　Ｏ ．８２８４　　　Ｆ　４．１１　　１９ ．０９９５

　　Ｄ．Ｗ．（１）　　２ ．４５４３　　Ｄ．Ｗ．（２）　　２ ．０５１０

　　Ｈ－１
．４５８５

　　　　　ＫＹ　Ｎ２＝ＥＸＰ（？？）

５１

（６３７）



５２　　　　　　　　　　　　　　　立命館経済学（第４３巻 ・第４号）

　［５１ＫＩＮＫＩＥＱ　ＫＹ　Ｎ３（就業者数（第３次産業））

　ＣＯＣＨＲＡＮ－ＯＲＣＵＴＴ

　ＡＮＮＵＡＬ　ＤＡＴＡ　ＦＯＲ　１６ＰＥＲＩＯＤＳ　ＦＲＯ＝Ｍ１９７６Ｔ０１９９１

　ＬＯＧ（ＫＹ　Ｎ３）

　　　：０ ．３３５４２＊ＬＯＧ（ＫＹ　ＧＤＰ３）十８ ．４１３１４

　　　　（９ ．７９４８）　　　　　　　　　　　　　　　　　　（１６ ．０７０３）

　　ＳＵＭ　ＳＱ　　　０００１１　　ＳＴＤ　ＥＲＲ　　０００９１　　ＬＨＳ　ＭＥＡＮ１３５２６１

　　Ｒ　ＳＱ　　　　　０ ．９８０５　　　Ｒ　ＢＡＲ　ＳＱ　　０ ．９７７５　　　Ｆ　２．１３　　３２６ ，５８４

　　Ｄ．Ｗ．（１）　　１ ．９３０５　　Ｄ．　　Ｗ．　　（２）　　　　　１ ．６９１３

　　　　ＡＲ０＝十０ ．４８４５５＊ＡＲ１

　　　　　　　　　（１ ．７４３２１）

　　　　ＫＹ　Ｎ３＝ＥＸＰ（？？）

　［６１ＫＩＮＫＩＥＱ　ＫＹ　Ｎ（ＩＤＥＮＴＩＴＹ）（就業者数（合計））

　ＫＹ　Ｎ

　　　：ＫＹ　Ｎ１＋ＫＹ　Ｎ２＋ＫＹ　Ｎ３

Ｃ　奈良県

Ｃ　１県民総支出ブロンク（実質 ’１９８５年価格）

　［１１ＫＩＮＫＩＥＱ　ＮＡ　ＣＨ（家計最終消費支出）

ＡＮＮＵＡＬ　ＤＡＴＡ　ＦＯＲ　１２ＰＥＲＩＯＤＳ　ＦＲＯＭ１９８０Ｔ０１９９１

　ＮＡ　ＣＨ

　　　＝０５８９８６＊ＮＡ　ＹＤＨ／ＮＡ　ＰＣＨ＊１００＋１１６４８８＊ＮＡ　ＫＦＨ［一１】／ＮＡ　ＰＣＨ＊１００
　　　　（５１４１０３１）一

　　 ．　　 （１ ．；９９３８）■ 　　　 ■

　　　一９４３８０８＊ＳＰＩＫＥ（８５ ，０）十２５７０９３

　　　　（２
，６４４；３）

　　　 （１ ．６６２３６）

　　ＳＵＭ　ＳＱ　　８Ｅ＋０９　　ＳＴＤ　ＥＲＲ　３３６５９０　　ＬＨＳ　ＭＥＡＮ１８２７２３７

　　Ｒ　ＳＱ　　　　　０ ．９８７２　　　Ｒ　ＢＡＲ　ＳＱ　　０ ．９８１８　　　Ｆ　３．７　　　１８０ ，６１３

　　Ｄ．Ｗ．（１）　　２ ．０７１０　　Ｄ．Ｗ．（２）　　２ ．７５０７

［２１ＫＩＮＫＩＥＱ　ＮＡ　ＩＦＲ（総固定資本形成（民問住宅））

ＡＮＮＵＡＬ　ＤＡＴＡ　ＦＯＲ　１２ＰＥＲＩＯＤＳ　ＦＲＯＭ１９８０Ｔ０１９９１

　ＮＡ　ＩＦＲ

　　　＝０６０６６８＊ＮＡ　ＩＦＲ［一１］十０１３３６８＊ＮＡ　ＹＤＨ／ＮＡ　ＰＩＦＲ＊１００

　　　　（４：６６２６３） 　一 　　
（２１７２６０８） 　一 　　 ■

　　　一２７７２５４＊ＪＰ　ＩＮＲＬ－ＰＣＨ（ＮＡ　ＰＩＦＲ）一０１８２２１＊ＮＡ　ＫＦＲ［一１１
　　　　（１ ．２８き４１）■

　　　　
一　（２１０９９５０） 　一

　　　十４７６８６４＊ＳＰＩＫＥ（８２ ，０）十９２７６１０

　　　　（３
，２６３曇２）

　　　 （１
，７８６星４）

　　ＳＵＭ　ＳＱ　　１０Ｅ＋０　　ＳＴＤ　ＥＲＲ　　１２７３９６　　ＬＨＳ　ＭＥＡＮ　１８８２６２

　　Ｒ　ＳＱ　　　　　０ ．９１０７　　　Ｒ　ＢＡＲ　ＳＱ　　０ ．８３６２　　　Ｆ　５，６　　　１２ ．２３３０

　　Ｄ．Ｗ．（１）　　２ ．４９４４　　Ｄ．Ｗ．（２）　　１ ．５９０４

　　Ｈ－１
．８０１４

　［３１ＫＩＮＫＩＥＱ　ＮＡ　ＫＦＲ（ＩＤＥＮＴＩＴＹ）（資本ストソ ク（民間住宅））

　ＮＡ　ＫＦＲ

　　　＝９２４＊ＮＡ　ＫＦＲｌ－１１＋ＮＡ　ＩＦＲ

（６３８）



　　　　　　　　　　　　　　　近畿経済計量モデルの開発とその応用（稲田 ・小川）　　　　　　　　　　　５３

［４１ＫＩＮＫＩＥＱ　ＮＡ　ＩＦＮＲ（総固定資本形成（民間企業設備））

ＡＮＮＵＡＬ　ＤＡＴＡ　ＦＯＲ　１７ＰＥＲＩＯＤＳ　ＦＲＯＭ１９７５Ｔ０１９９１

ＬＯＧ（ＮＡ　ＩＦＮＲ／ＫＩ　ＩＦＮＲ／（１－ＮＡ　ＩＦＮＲ／ＫＩ　ＩＦＮＲ））

　　　＝２ ．６０４０８＊ＬＯＧ（ＮＡ 　ＧＤＰ／ＫＩ　ＧＤＰ／（１－ＮＡ　ＧＤＰ／ＫＩ　ＧＤＰ））

　　　（４ ．３４４６８）

　　　十〇 ．０４１９６＊ＮＡ　ＲＸ１／ＫＩ　ＲＸ１＋Ｏ ．１３５１５＊ＳＰＩＫＥ（８３ ，ｏ）

　　　　（Ｏ ．７８６２２）　　　　　　　　　　　　　　　　　　（２ ．７６８０５）

　　　十０１２０４５＊ＳＰＩＫＥ（８０ ，Ｏ）十０１２５９０＊ＳＰＩＫＥ（８４ ，Ｏ）十５０１８６５

　　　　（２１４３５００）

　　　
（２１４９３４３）

　　　
（２１７０６６３）

　　ＳＵＭ　ＳＱ　　Ｏ ．０２３４　　ＳＴＤ　ＥＲＲ　　Ｏ ．０４６１　　ＬＨＳ　ＭＥＡＮ－３ ．１９４３

　　Ｒ　ＳＱ　　　　　Ｏ ．７５６７　　　Ｒ　ＢＡＲ　ＳＱ　　Ｏ ．６４６１　　　Ｆ　５，１１　　　６ ．８４１２

　　Ｄ．Ｗ．（１）　　Ｏ ．８６５８　　Ｄ．Ｗ．（２）　　１ ．７２７２

　　　　ＮＡ＿ＩＦＮＲ＝ＥＸＰ（？？）＊ＫＩ ＩＦＮＲ＊（１－ＮＡ＿ＩＦＮＲ／ＫＩ ＩＦＮＲ）

［５１ＫＩＮＫＩＥＱ　ＮＡ　ＫＦＮＲ（ＩＤＥＮＴＩＴＹ）（資本スト ソク（民問企業設備））

ＮＡ　ＫＦＮＲ

　　　＝ ．９５４＊ＮＡ　ＫＦＮＲ［一１１＋ＮＡ　ＩＦＮＲ

［６１ＫＩＮＫＩＥＱ　ＮＡ＿Ｊ ．（在庫品増加）

ＡＮＮＵＡＬ　ＤＡＴＡ　ＦＯＲ　１６ＰＥＲＩＯＤＳ　ＦＲＯＭ１９７６Ｔ０１９９１

ＮＡ」

　　　＝Ｏ ．０２０５５＊ＮＡ　ＧＤＥ－ＮＡ　Ｊ－２０９３ ．７０＊ＪＰ　ＩＮＲＬ－ＰＣＨ（ＮＡ　ＰＧＤＥ）

　　　　（８ ．５２１０２）　　　　　　　　　　　　　　（４ ．８０２４３）

　　　一１４７８４３＊ＳＰＩＫＥ（８８ ，Ｏ）十１２３４５６＊ＳＰＩＫＥ（９０ ，Ｏ）

　　　　（４
，６３０ｉ９）

　　　 （３
，６３５さ３）

　　　一９５７５２６＊ＳＰＩＫＥ（７７ ，Ｏ）一１９４０６８

　　　　（２
．９８曇５２）

　　　 （４
．１０８る４）

　　ＳＵＭ　ＳＱ　　８Ｅ＋０７　　ＳＴＤ　ＥＲＲ　２８５２３９　　ＬＨＳ　ＭＥＡＮ１６０１６８

　　Ｒ　ＳＱ　　　　　０ ．９４９０　　　Ｒ　ＢＡＲ　ＳＱ　　Ｏ ．９２３５　　　Ｆ　５．１０　　３７ ．２２８３

　　Ｄ．Ｗ．（１）　　２ ．５３３９　　Ｄ．Ｗ．（２）　　３ ．Ｏ０８８

［７１ＫＩＮＫＩＥＱ　ＮＡ　ＧＤＥ（ＩＤＥＮＴＩＴＹ）（県内総支出）

　ＮＡ　ＧＤＥ

　　　＝ＮＡ　ＣＨ＋ＮＡ　ＣＮＨ＋ＮＡ　ＣＧ＋ＮＡ　ＩＦＲ＋ＮＡ　ＩＦＮＲ＋ＮＡ　ＩＦＧ＋ＮＡ　Ｊ＋ＮＡ　ＥＸＤ－ＮＡ　ＩＭＤ

　　　＋ＮＡ　ＤＩＳＣ

［８１ＫＩＮＫＩＥＱ　ＮＡ　ＮＦＹ（ＤＥＮＴＩＴＹ）（県外からの純要素所得）

　ＮＡ　ＮＦＹ

　　　＝ＮＡ　ＮＦＹＮ／ＮＡ　ＰＧＤＥ＊１００

　［９１ＫＩＮＫＩＥＱ　ＮＡ　ＧＮＥ（ＩＤＥＮＴＩＴＹ）（県民総支出）

　ＮＡ　ＧＮＥ

　　　＝ＮＡ　ＧＤＥ＋ＮＡ　ＮＦＹ

Ｃ． ２　県民総支出ブロック（名目）

　［１１ＫＩＮＫＩＥＱ　ＮＡ　ＣＨＮ（ＩＤＥＮＴＩＴＹ）（家計最終消費支出）

　ＮＡ　ＣＨＮ

　　　＝ＮＡ　ＣＨ＊ＮＡ　ＰＣＨ／１ＯＯ

　［２１ＫＩＮＫＩＥＱ　ＮＡ　ＣＧＮ（ＩＤＥＮＴＩＴＹ）（一般政府最終消費支出）

　ＮＡ　ＣＧＮ

　　　＝ＮＡ　ＣＧ＊ＮＡ　ＰＣＧ／１００

　［３１ＫＩＮＫＩＥＱ　ＮＡ　ＩＦＲＮ（ＩＤＥＮＴＩＴＹ）（総固定資本形成（民問住宅））

　ＮＡ　ＩＦＲＮ

　　　＝ＮＡ　ＩＦＲ＊ＮＡ　ＰＩＦＲ／１ＯＯ

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（６３９）



　５４　　　　　　　　　　　　　　　　立命館経済学（第４３巻 ・第４号）

　［４１ＫＩＮＫＩＥＱ　ＮＡ　ＩＦＮＲＮ（ＩＤＥＮＴＩＴＹ）（総固定資本形成（民間企業設備））

　ＮＡ　ＩＦＮＲＮ

　　　：ＮＡ　ＩＦＮＲ＊ＮＡ　ＰＩＦＮＲｌ１００

　［５１ＫＩＮＫＩＥＱ　ＮＡ　ＩＦＧＮ（ＩＤＥＮＴＩＴＹ）（総固定資本形成（公的））

　ＮＡ　ＩＦＧＮ

　　　：ＮＡ　ＩＦＧ＊ＮＡ　ＰＩＦＧ／１００

　［６１ＫＩＮＫＩＥＱ　ＮＡ　ＧＤＥＮ（ＩＤＥＮＴＩＴＹ）（県内総支出）

　ＮＡ　ＧＤＥＮ

　　　：ＮＡ＿ＣＨＮ＋ＮＡ＿ＣＮＨＮ＋ＮＡ＿ＣＧＮ＋ＮＡ＿ＩＦＲＮ＋ＮＡ＿ＩＦＮＲＮ＋ＮＡ＿ＩＦＧＮ＋ＮＡ＿ＪＮ

　　　＋ＮＡ　ＥＸＤＮ－ＮＡ　ＩＭＤＮ＋ＮＡ　ＤＩＳＣＮ

　［７１ＫＩＮＫＩＥＱ　ＮＡ　ＮＦＹＮ（県外からの純要素所得）

ＡＮＮＵＡＬ　ＤＡＴＡ　ＦＯＲ　１７ＰＥＲＩＯＤＳ　ＦＲＯＭ１９７５Ｔ０１９９１

　ＬＯＧ（ＮＡ　ＮＦＹＮ）

　　　＝一００８３５９＊ＬＯＧ（ＮＡ　ＧＤＥＮ）十１４３９６４＊ＬＯＧ（ＫＩ　ＧＤＥＮ）

　　　　　（０ ．１６３１６）　　　　　　　（２ ．６５０６２）

　　　　　十００９９１２＊ＳＰＩＫＥ（８６ ，０）一１１１４７７

　　　　　 （２１１１３５１）

　　　 （４
．６２０７８）

　　ＳＵＭ　ＳＱ　　　００２３７　　ＳＴＤ　ＥＲＲ　　Ｏ０４２７　　ＬＨＳ　ＭＥＡＮ１３１４２５

　　Ｒ　ＳＱ　　　　　０ ．９９２４　　　Ｒ　ＢＡＲ　ＳＱ　　０ ．９９０７　　　Ｆ　３．１３　　５６６ ，６９７

　　Ｄ．Ｗ．（１）　　１ ．９０７８　　Ｄ．Ｗ．（２）　　２ ．３６６３

　　　　ＮＡ　ＮＦＹＮ＝ＥＸＰ（？？）

　［８１ＫＩＮＫＩＥＱ　ＮＡ　ＧＮＥＮ（ＩＤＥＮＴＩＴＹ）（県民総支出）

　ＮＡ　ＧＮＥＮ

　　　＝ＮＡ　ＧＤＥＮ＋ＮＡ　ＮＦＹＮ

Ｃ　３所得支出勘定プロソク（制度部門別）

［１１ＫＩＮＫＩＥＱ　ＮＡ　ＹＷ（ＩＤＥＮＴＩＴＹ）（雇用者所得）

　ＮＡ　ＹＷ

　　　＝ＮＡ　ＷＡＧＥ＊ＮＡ　Ｎ／１００

［２１ＫＩＮＫＩＥＱ　ＮＡ　ＹＩＮＤ（個人企業所得）

ＡＮＮＵＡＬ　ＤＡＴＡ　ＦＯＲ　１６ＰＥＲＩＯＤＳ　ＦＲＯＭ１９７６Ｔ０１９９１

　ＬＯＧ（ＮＡ　ＹＩＮＤ／（ＮＡ　ＹＰ－ＮＡ　ＹＩＮＤ））

　　　：一００４６１４＊ＴＩＭＥ＋Ｏ０１８２９＊ＰＣＨ（ＮＡ　ＧＤＰ）一０４５７０８＊ＳＰＩＫＥ（７６ ，０）

　　　　　 （１
三．

３２４４） 　（３１５３０１５） 　　 ■　
（７１７６４３３）

　　　　一０３１７３０＊ＳＰＩＫＥ（７７ ，０）一０２６２８３＊ＳＰＩＫＥ（７８ ，０）

　　　　　 （５１７１９３９）

　　　
（３：９７３０６）

　　　　一０１１００２＊ＳＰＩＫＥ（８４ ，Ｏ）一１３１１６６

　　　　　 （２１４４０４３）

　　　
（３五

．６８０５）

　　ＳＵＭ　ＳＱ　　　００１６６　　ＳＴＤ　ＥＲＲ　　Ｏ０４３０　　ＬＨＳＭＥＡＮ－１７４２６

　　Ｒ　ＳＱ　　　　　０ ．９５７９　　　Ｒ　ＢＡＲ　ＳＱ　　０ ．９２９９　　　Ｆ　６，９　　　３４ ．１６１４

　　Ｄ．Ｗ．（１）　　２ ．２２４８　　Ｄ．Ｗ．（２）　　２ ．６０９１

　　　　ＮＡ＿ＹＩＮＤ＝ＥＸＰ（？？）＊（ＮＡ＿ＹＰ－ＮＡ＿ＹＩＮＤ）

（６４０）



　　　　　　　　　　　　　　近畿経済計量モデルの開発とその応用（稲田 ・小川）　　　　　　　　　　　５５

［３１ＫＩＮＫＩＥＱ　ＮＡ　ＹＩＮＴＨＲ（利子の受取（家計））

ＡＮＮＵＡＬ　ＤＡＴＡ　ＦＯＲ　１１ＰＥＲＩＯＤＳ　ＦＲＯＭ１９８１Ｔ０１９９１

ＮＡ　ＹＩＮＴＨＲ

　　＝０６６７７１＊ＪＰ　ＩＮＲＬ＊ＮＡ　ＫＳＨ［一１１／１００＋５８０６５１＊ＳＰＩＫＥ（９０ ，０）

　　　（２６ ．４８００）　　　　　　　　　　（５ ．６３５９９）

　　十３７９８０１＊ＳＰＩＫＥ（８９ ，Ｏ）十８０３３５９

　　　（４ ．２０８１０）　　　　　　　　　　　　　（１０ ．１４７７）

　ＳＵＭ　ＳＱ　　５Ｅ＋０８　　ＳＴＤ　ＥＲＲ　８４７２ ．１７　　ＬＨＳ　ＭＥＡＮ　３００４１９

　Ｒ　ＳＱ　　　　　Ｏ ．９９４２　　　Ｒ　ＢＡＲ　ＳＱ　　Ｏ ．９９１８　　　Ｆ　３．７　　　４０３ ，１１５

　Ｄ．Ｗ．（１）　　２ ．３８３３　　Ｄ．Ｗ．（２）　　２ ．９４０８

［４１ＫＩＮＫＩＥＱ　ＮＡ　ＹＤＩＶＨＲ（配当の受取（家計））

ＡＮＮＵＡＬ　ＤＡＴＡ　ＦＯＲ　１７ＰＥＲＩＯＤＳ　ＦＲＯＭ１９７５Ｔ０１９９１

ＮＡ　ＹＤＩＶＨＲ

　　：０１７６７３＊（ＮＡ　ＹＤＩＶＨＲ＋ＮＡ　ＹＣＡＤ）十３０３１６７＊ＳＰＩＫＥ（９１ ，Ｏ）

　　　 （２る
．１５０８） 　一 　　　 ■　　 （１２ ．３６８０）

　　十２０２９３３＊ＳＰＩＫＥ（９０ ，０）十１２０３１７＊ＳＰＩＫＥ（８９ ，Ｏ）

　　　
（７

，８２４三５）

　　　 （４
，４９６；４）

　　十７６６５ ．１３＊ＳＰＩＫＥ（８６ ，Ｏ）十２８３５ ．９８

　　　（３ ．４０２５９）　　　　　（２ ．２２３０６）

　ＳＵＭ　ＳＱ　　５Ｅ＋０７　　ＳＴＤ　ＥＲＲ　２１４０ ．３８　　ＬＨＳ　ＭＥＡＮ４３０２８ ．５

　Ｒ　ＳＱ　　　　　Ｏ ．９９５２　　　Ｒ　ＢＡＲ　ＳＱ　　Ｏ ．９９３０　　　Ｆ　５．１１　　 ４５７ ，０６１

　Ｄ．Ｗ．（１）　　１ ．１４５０　　Ｄ．Ｗ．（２）　　１ ．１１４５

［５１ＫＩＮＫＩＥＱ　ＮＡ　ＹＲＥＮＨＲ（賃貸料の受取（家計））

ＡＮＮＵＡＬ　ＤＡＴＡ　ＦＯＲ　１６ＰＥＲＩＯＤＳ　ＦＲＯＭ１９７６Ｔ０１９９１

ＮＡ　ＹＲＥＮＨＲ

　　　＝０ ．９１４７１＊ＮＡ　ＹＲＥＮＨＲ［一１１＋Ｏ ．０００１２＊ＮＡ　ＰＣＨ＊ＮＡ＿ＩＦＲ

　　　（１４ ．０９０３）　　　　　　　（Ｏ ．７９０９９）

　　　　十１０３１６８＊ＳＰＩＫＥ（８９ ，Ｏ）十６６９３０２＊ＳＰＩＫＥ（８８ ，Ｏ）一１５９４４２

　　　　
（６ ，８３１

身４）

　　　 （４
．９３６５６）

　　　 （・
．ｏラ・８・）

　ＳＵＭ　ＳＱ　　２Ｅ＋０７　　ＳＴＤ　ＥＲＲ　 １２５２ ．６８　　ＬＨＳ　ＭＥＡＮ１９１６８ ．２

　Ｒ　ＳＱ　　　　　Ｏ ．９８１２　　　Ｒ　ＢＡＲ　ＳＱ　　０ ．９７４４　　　Ｆ　４．１１　　 １４３ ，９１５

　Ｄ．Ｗ．（１）　　１ ．７１８９　　Ｄ．　　Ｗ．　　（２）　　　　　１ －８０９４

　Ｈ　　　　　　　Ｏ ．２９４８

［６１ＫＩＮＫＩＥＱ ：ＮＡ　ＮＴＲＨ ：（その他の経常移転純受取（家計））

ＡＮＮＵＡＬ　ＤＡＴＡ　ＦＯＲ　１２ＰＥＲＩＯＤＳ　ＦＲＯＭ１９８０Ｔ０１９９１

ＮＡ　ＮＴＲＨ

　　　＝Ｏ０８４８３＊ＮＡ　ＣＨＮ＋７５４９０２＊ＳＰＩＫＥ（８０ ，Ｏ）

　　　 （６１２６０６６） 　・ 　（４ ．５４８７２）

　　　十４７９６６９＊ＳＰＩＫＥ（８８ ，０）十３７８０７８＊ＳＰＩＫＥ（８７ ，０）一２５５４８９

　　　
（３

，０１３曇７）

　　　 （２
，４００三４）

　　　 （Ｏ ．９９７６８）

　　ＳＵＭ　ＳＱ　　２Ｅ＋０９　　ＳＴＤ　ＥＲＲ　　１４８８３ ．Ｏ　　ＬＨＳ　ＭＥＡＮ　 １４４４８６

　　Ｒ　ＳＱ　　　　　 ０． ９０５３　　　Ｒ　ＢＡＲ　ＳＱ　　０ ．８５１２　　　Ｆ　 ４， ７　　　 １６ ．７３５１

　　Ｄ．Ｗ．（１）　　１ ．９０７６　　Ｄ．Ｗ．（２）　　２ ．４１９６

［７１ＫＩＮＫＩＥＱ　ＮＡ　ＴＤＨ（ＩＤＥＮＴＩＴＹ）（直接税（家計））

ＮＡ　ＴＤＨ

　　　　＝ＮＡ　ＲＴＤＨ＊（ＮＡ　ＹＷ＋ＮＡ　ＹＷ［一１１＋ＮＡ－ＹＩＮＤ＋ＮＡ－ＹＩＮＤ［一１１＋ＮＡ－ＹＩＮＴＨＲ

　　　　＋ＮＡ　ＹＩＮＴＨＲ［一１１＋ＮＡ　ＹＤＩＶＨＲ＋ＮＡ＿ＹＤＩＶＨＲ［一１１）／２００

（６４１）



５６　　　　　　　　　　　　　　　立命館経済学（第４３巻 ・第４号）

［８１ＫＩＮＫＩＥＱ　ＮＡ　ＹＩＮＴＣＤ（消費者負債利子）

ＡＮＮＵＡＬ　ＤＡＴＡ　ＦＯＲ　１２ＰＥＲＩＯＤＳ　ＦＲＯＭ１９８０Ｔ０１９９１

ＮＡ　ＹＩＮＴＣＤ

　　　＝０ ．００８６０＊ＮＡ＿ＣＨＮ＋０ ．０６０４４＊ＪＰ　ＩＮＲＬ＊ＮＡ　ＣＨＮ／１００

　　　（１３ ．０１３９）　　　（６ ．６６４９４）　　　　　 一

　　　十３８７３６４＊ＳＰＩＫＥ（８４ ，０）一１４１３７１

　　　 （６
．３０る０２）

　　　 （１４
．３６三６）

　ＳＵＭ　ＳＱ　　２６３４４０６　　ＳＴＤ　ＥＲＲ　５７３８４７　　ＬＨＳ　ＭＥＡＮ９４０３３３

　Ｒ　ＳＱ　　　　　０ ．９８６６　　　Ｒ　ＢＡＲ　ＳＱ　　０ ．９８１６　　　Ｆ　３．８　　　 １９６ ，４２０

　Ｄ．Ｗ．（１）　　２ ．３７３９　　Ｄ．Ｗ．（２）　　２ ．０８００

［９１ＫＩＮＫＩＥＱ　ＮＡ＿ＹＤＨ（ＩＤＥＮＴＩＴＹ）（可処分所得（家計））

ＮＡ　ＹＤＨ

　　　＝ＮＡ－ＹＷ＋ＮＡ－ＹＩＮＤ＋ＮＡ　ＹＩＮＴＨＲ＋ＮＡ　ＹＤＩＶＨＲ＋ＮＡ　ＹＲＥＮＨＲ－ＮＡ　ＹＩＮＴＣＤ

　　　－ＮＡ　ＴＤＨ＋ＮＡ　ＮＴＲＨ

［１０１ＫＩＮＫＩＥＱ　ＮＡ＿ＳＨ（ＩＤＥＮＴＩＴＹ）（貯蓄（家計））

ＮＡ　ＳＨ

　　　＝ＮＡ　ＹＤＨ－ＮＡ　ＣＨＮ

［１１１ＫＩＮＫＩＥＱ　ＮＡ＿ＫＳＨ（ＩＤＥＮＴＩＴＹ）（貯蓄残高（家計））

ＮＡ　ＫＳＨ

　　　＝ＮＡ　ＫＳＨ［一１１＋ＮＡ　ＳＨ

［１２１ＫＩＮＫＩＥＱ　ＮＡ＿ＹＰＲＧＲ（財産所得の受取（一般政府））

ＡＮＮＵＡＬ　ＤＡＴＡ　ＦＯＲ　１７ＰＥＲＩＯＤＳ　ＦＲＯＭ１９７５Ｔ０１９９１

ＮＡ　ＹＰＲＧＲ

　　：０２１７４４＊ＮＡ＿ＣＧＮ＋１０１８４４＊（ＳＰＩＫＥ（８５ ，０）十ＳＰＩＫＥ（８６ ，Ｏ））

　　　 （３暮
．８１５８） 　　 （８

．６８７６４）

　　十５６４０２８＊ＳＰＩＫＥ（８４ ，０）一１８３５５２

　　　 （３
．５２６７９）

　　　 （１３
．８６ラ８）

　ＳＵＭ　ＳＱ　　３Ｅ＋０７　　ＳＴＤ　ＥＲＲ　　１５４６ ．８４　　ＬＨＳ　ＭＥＡＮ３２４７９ ．６

　Ｒ　ＳＱ　　　　　０ ．９９２２　　　Ｒ　ＢＡＲ　ＳＱ　　０ ．９９０４　　　Ｆ　３．１３　　５５０ ，７７４

　Ｄ．Ｗ．（１）　　１ ．３７３８　　Ｄ．Ｗ．（２）　　２ ．２６３９

［１３１ＫＩＮＫＩＥＱ　ＮＡ＿ＴＤ（ＩＤＥＮＴＩＴＹ）（直接税（合計））

ＮＡ　ＴＤＨ

　　＝ＮＡ　ＴＤＣ＋ＮＡ　ＴＤＨ

１１４１ＫＩＮＫＩＥＱ　ＮＡ　ＴＤＣ（ＩＤＥＮＴＩＴＹ）（直接税（法人企業））

ＮＡ　ＴＤＣ

　　＝ＮＡ＿ＲＴＤＣ＊（ＮＡ＿ＹＣＡＤ＋ＮＡ＿ＹＧ＋ＮＡ＿ＹＣＡＤ［一１］十ＮＡ＿ＹＧ［一１］）／２００

［１５１ＫＩＮＫＩＥＱ　ＮＡ　ＴＩ（ＩＤＥＮＴＩＴＹ）（間接税）

ＮＡ　ＴＩ

　　：ＮＡ　ＲＴＩ＊ＮＡ　ＣＨＮ／１ＯＯ

（６４２）



　　　　　　　　　　　　　　近畿経済計量モデルの開発とその応用（稲田 ・小川）

［１６１ＫＩＮＫＩＥＱ　ＮＡ　ＮＴＲＧ（その他の経常移転純受取（一般政府））

ＡＮＮＵＡＬ　ＤＡＴＡ　ＦＯＲ　１２ＰＥＲＩＯＤＳ　ＦＲＯＭ１９８０Ｔ０１９９１

ＮＡ　ＮＴＲＧ

　　：一０ ．２３９４４＊ＮＡ　ＣＧＮ－７９９９８ ．９＊ＳＰＩＫＥ（８０ ，Ｏ）

　　　　（２ ．９８２４２）　　　　　　　　　　（６ ．１３５８２）

　　　一３１９５０２＊ＳＰＩＫＥ（９０ ，Ｏ）十２７１４４３＊ＳＰＩＫＥ（８８ ，Ｏ）十８８０５０２

　　　　 （２
，３７２ｉ８）

　　　 （２
，１９５る５）

　　　 （４
，２３８る３）

　ＳＵＭ　ＳＱ　　ｇＥ＋０８　　ＳＴＤ　ＥＲＲ　　１１２８００　　ＬＨＳ　ＭＥＡＮ１８９６７５

　Ｒ　ＳＱ　　　　　Ｏ ．８９１４　　　Ｒ　ＢＡＲ　ＳＱ　　Ｏ ．８２９３　　　Ｆ　４，７　　　１４ ．３６１８

　Ｄ．Ｗ．（１）　　１ ．２４６９　　Ｄ．Ｗ．（２）　　１ ．８１６３

［１７１ＫＩＮＫＩＥＱ ：ＮＡ　ＹＰＲＧＯ ：（財産所得の支払（一般政府））

ＡＮＮＵＡＬ　ＤＡＴＡ　ＦＯＲ　１１ＰＥＲＩＯＤＳ　ＦＲＯＭ１９８１Ｔ０１９９１

ＮＡ　ＹＰＲＧＯ

　　＝１ ．７４５６１＊ＮＡ　ＫＧＢ［一１１＋２５３４５ ．７＊ＳＰＩＫＥ（９１ ，Ｏ）

　　　（１１ ．３３５８）　　　　　　　　　　　　　　（３ ．７１３５０）

　　一１１６９１６＊ＳＰＩＫＥ（８８ ，Ｏ）十１３３２１１＊ＳＰＩＫＥ（９０ ，Ｏ）一３０３５７３

　　　 （１
，６１１ラ

１） 　　　 （１ ．９３５６６） 　　　 （２ ．１７６４９）

　ＳＵＭ　ＳＱ　　２Ｅ＋０８　　ＳＴＤ　ＥＲＲ　６１０３ ．６４　　ＬＨＳ　ＭＥＡＮ　１３６３０７

　Ｒ　ＳＱ　　　　　Ｏ ．９７３８　　　Ｒ　ＢＡＲ　ＳＱ　　Ｏ ．９５６３　　　Ｆ　４，６　　　５５ ．６８１５

　Ｄ．Ｗ．（１）　　１ ．０８６６　　Ｄ．Ｗ．（２）　　１ ．８５９１

［１８１ＫＩＮＫＩＥＱ 　ＮＡ 　ＳＵＢ（ＩＤＥＮＴＩＴＹ）（補助金）

ＮＡ　ＳＵＢ

　　＝ＮＡ　ＲＳＵＢ＊ＮＡ　ＧＤＥＮ／ｌＯＯ

［１９１ＫＩＮＫＩＥＱ　ＮＡ　ＹＤＧ（ＩＤＥＮＴＩＴＹ）（可処分所得（一般政府））

ＮＡ　ＹＤＧ

　　＝ＮＡ　ＹＰＲＧＲ－ＮＡ　ＹＰＲＧＯ＋ＮＡ　ＴＤ＋ＮＡ　ＴＩ－ＮＡ　ＳＵＢ＋ＮＡ　ＮＴＲＧ

［２０１ＫＩＮＫＩＥＱ　ＮＡ　ＳＧ（ＩＤＥＮＴＩＴＹ）（貯蓄（一般政府））

ＮＡ　ＳＧ

　　＝ＮＡ　ＹＤＧ－ＮＡ　ＣＧＮ

［２１１ＩＮＫＩＥＱ　ＮＡ　ＳＧＢ（地方債発行額（一般政府））

ＡＮＮＵＡＬ　ＤＡＴＡ　ＦＯＲ　１２ＰＥＲＩＯＤＳ　ＦＲＯＭ１９８０Ｔ０１９９１

ＮＡ　ＳＧＢ＋ＮＡ　ＳＧ

　　＝１２９８１９＊ＮＡ　ＩＦＧＮ＋４３１６５８＊ＳＰＩＫＥ（８５ ，Ｏ）

　　　 （８１３４６９２） 　■ 　（２ ．２４３７６）

　　十３７９１５５＊ＳＰＩＫＥ（８６ ，０）一２４０３０６

　　　（１ ．９９４６８）　　　　　　　　　　　　　（６ ．０２２３６）

　ＳＵＭ　ＳＱ　　３Ｅ＋０９　　ＳＴＤ　ＥＲＲ　　１８０９６ ．２　　ＬＨＳ　ＭＥＡＮ９３１５４ ．７

　Ｒ　ＳＱ　　　　　Ｏ ．９００８　　　Ｒ　ＢＡＲ　ＳＱ　　Ｏ ．８６３５　　　Ｆ　３，８　　　２４ ．２０１８

　Ｄ．Ｗ．（１）　　２ ．０５４７　　Ｄ．Ｗ．（２）　　１ ．２４７７

　　　　ＮＡ　ＳＧＢ＝（？？）一ＮＡ　ＳＧ

［２２１ＫＩＮＫＩＥＱ ：ＮＡ　ＫＧＢ ：（地方債発行残高（一般政府））

ＡＮＮＵＡＬ　ＤＡＴＡ　ＦＯＲ　１１ＰＥＲＩＯＤＳ　ＦＲＯＭ１９８１Ｔ０１９９１

ＮＡ　ＫＧＢ

　　＝Ｏ ．８６４６３＊ＮＡ　ＫＧＢ［一１１＋Ｏ ．９７９７９＊ＮＡ　ＳＧＢ＋４０２ ，６５８

　　　（２８ ．８３４９）　　　　　　（８ ．１８３６９）　　　　（Ｏ ．１０５３２）

　ＳＵＭ　ＳＱ　　ｌＥ＋０７　　ＳＴＤ　ＥＲＲ　　１３５８ ．６７　　ＬＨＳ　ＭＥＡＮ９７２２０ ．７

　Ｒ　ＳＱ　　　　　Ｏ ．９９０５　　　Ｒ　ＢＡＲ　ＳＱ　　Ｏ ．９８８１　　　Ｆ　２．８　　　４１５ ，７７９

　Ｄ．Ｗ．（１）　　２ ．０９０１　　Ｄ．Ｗ．（２）　　２ ．０６３４

　Ｈ－Ｏ
．３５１５

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（６４３）

５７



５８　　　　　　　　　　　　　　　立命館経済学（第４３巻 ・第４号）

１２３１ＫＩＮＫＩＥＱ　ＮＡ　ＹＣＡＤ（民問法人企業所得（配当受払後））

ＡＮＮＵＡＬ　ＤＡＴＡ　ＦＯＲ　１６ＰＥＲＩＯＤＳ　ＦＲＯＭ１９７６Ｔ０１９９１

ＮＡ　ＹＣＡＤ

　　＝０ ．３０５７８＊ＮＡ　ＧＤＥＮ－０ ．１７５０８＊ＮＡ　ＹＷ

　　　（７ ．４５３３３）　　　　　　　　　　　（３ ．０８２６９）

　　一０ ．８７６６８＊ＪＰ　ＩＮＲＬ＊ＮＡ　ＰＩＦＮＲ＊ＮＡ　ＫＦＮＲ［一１１／１００００

　　　（１０ ．０２７７）

　　一２９１９３１＊ＳＰＩＫＥ（７８ ，Ｏ）一２６３６２５＊ＳＰＩＫＥ（７９ ，０）一３４５０１４

　　　（２ ．６８１７３）　　　　　　　　　　　　　（２ ．４３３８２）　　　　　　　　　　　　　（３ ．１１３６０）

　ＳＵＭ　ＳＱ　　ｇＥ＋０８　　ＳＴＤ　ＥＲＲ　９７１７３６　　ＬＨＳ　ＭＥＡＮ　１６９０１９

　Ｒ　ＳＱ　　　　　０ ．９９０４　　　Ｒ　ＢＡＲ　ＳＱ　　０ ．９８５６　　　Ｆ　５．１０　　２０６ ，８９３

　Ｄ．Ｗ．（１）　　２ ．４０４８　　Ｄ．Ｗ．（２）　　２ ．１１７４

［２４１ＫＩＮＫＩＥＱ　ＮＡ　ＹＰ（ＩＤＥＮＴＩＴＹ）（県民所得）

ＮＡ　ＹＰ

　　：ＮＡ　ＹＷ＋ＮＡ　ＹＰＲＧＲ＋ＮＡ　ＹＰＲＮＨＲ＋ＮＡ　ＹＩＮＴＨＲ＋ＮＡ　ＹＤＩＶＨＲ＋ＮＡ　ＹＲＥＮＨＲ

　　－ＮＡ　ＹＰＲＧＯ－ＮＡ　ＹＰＲＮＨＯ－ＮＡ　ＹＩＮＴＣＤ＋ＮＡ　ＹＣＡＤ＋ＮＡ　ＹＧ＋ＮＡ　ＹＩＮＤ

Ｃ　４生産・労働ブロック

　［１１ＫＩＮＫＩＥＱ　ＮＡ　ＧＤＰ２（県内総生産（第２次産業））

ＡＮＮＵＡＬ　ＤＡＴＡ　ＦＯＲ　１６ＰＥＲＩＯＤＳ　ＦＲＯＭ１９７６Ｔ０１９９１

　ＬＯＧ（ＮＡ　ＧＤＰ２／（ＮＡ　ＯＰＲ＊ＮＡ　ＫＦＮＲ［一１１／１００））

　一〇 ．６８３５＊ＬＯＧ（ＮＡ　ＴＨ＊ＮＡ　Ｎ２／（ＮＡ　ＯＰＲ＊ＮＡ　ＫＦＮＲ［一１１／１００））

　　　＝００１２０６＊ＴＩＭＥ－００９３５５＊ＳＰＩＫＥ（８４ ，０）一００９４７０＊ＳＰＩＫＥ（８６ ，０）

　　　　（６ ．６５４０５）　　　　　　　（３ ．０３３５９）　　　　　　　　　　　　　（３ ．０１７４８）

　　　一０１２２１５＊ＳＰＩＫＥ（８７ ，０）十００９６３６＊ＳＰＩＫＥ（９０ ，０）一２７９４８５

　　　　（３ ．８４０３８）　　　　　　　　　　　　　　（２ ．８６４６５）　　　　　　　　　　　　　　（１５９ ，９８１）

　　ＳＵＭ　ＳＱ　　　Ｏ ．Ｏ０８７　　ＳＴＤ　ＥＲＲ　　００２９５　　ＬＨＳ　ＭＥＡＮ－２６９３７

　　Ｒ　ＳＱ　　　　　Ｏ ．９０８６　　　Ｒ　ＢＡＲ　ＳＱ　　０ ．８６２８　　　Ｆ　５．１０　　１９ ．８７３７

　　Ｄ．Ｗ．（１）　　２ ．１６６４　　Ｄ．Ｗ．（２）　　０ ．８２５６

　　　　ＮＡ＿ＧＤＰ２＝ＥＸＰ（？？十０ ．６８３５＊ＬＯＧ（ＮＡ＿ＴＨ＊ＮＡ＿Ｎ２／（ＮＡ＿ＯＰＲ

　　　　　＊ＮＡ　ＫＦＮＲ［一１１／１００）））＊（ＮＡ　ＯＰＲ＊ＮＡ　ＫＦＮＲ［一１１／１００）

　［２１ＫＩＮＫＩＥＱ　ＮＡ　ＧＤＰ３（県内総生産（第３次産業））

ＡＮＮＵＡＬ　ＤＡＴＡ　ＦＯＲ　１７ＰＥＲＩＯＤＳ　ＦＲＯＭ１９７５Ｔ０１９９１

　ＬＯＧ（ＮＡ　ＧＤＰ３）

　　　＝１３６８３７＊ＬＯＧ（ＮＡ　ＴＨ＊ＮＡ　Ｎ３）十〇１４１３０＊ＳＰＩＫＥ（９１ ，０）

　　　　（１４ ．７８６４）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（２ ．７１２５９）

　　　十００９８２２＊ＳＰＩＫＥ（９０ ，Ｏ）一１００１５９

　　　　（１ ．８８１７０）　　　　　　　　　　　　　（６ ．１６９２１）

　　ＳＵＭ　ＳＱ　　Ｏ ．０２９８　　ＳＴＤ　ＥＲＲ　　Ｏ０４７９　　ＬＨＳ　ＭＥＡＮ１４０３２３

　　Ｒ　ＳＱ　　　　　０ ．９６１０　　　Ｒ　ＢＡＲ　ＳＱ　　０ ．９５２０　　　Ｆ　３．１３　　１０６ ，７２２

　　Ｄ．Ｗ．（１）　　Ｏ ．９１７４　　Ｄ．Ｗ．（２）　　１ ．５７２５

　　　　ＮＡ　ＧＤＰ３＝ＥＸＰ（？？）

　［３１ＫＩＮＫＩＥＱ　ＮＡ　ＧＤＰ（ＩＤＥＮＴＩＴＹ）（県内総生産）

　ＮＡ　ＧＤＰ

　　　＝ＮＡ　ＧＤＰ１＋ＮＡ　ＧＤＰ２＋ＮＡ　ＧＤＰ３

（６４４）



　　　　　　　　　　　　　　　近畿経済計量モデルの開発とその応用（稲田 ・小川）

［４１ＫＩＮＫＩＥＱ　ＮＡ　Ｎ２（就業者数（第２次産業））

ＡＮＮＵＡＬ　ＤＡＴＡ　ＦＯＲ　１６ＰＥＲＩＯＤＳ　ＦＲＯＭ１９７６Ｔ０１９９１

ＬＯＧ（ＮＡ　Ｎ２）

　　　＝０２７４７０＊ＬＯＧ（ＮＡ　Ｎ２）［一１］十０３６７２６＊ＬＯＧ（ＮＡ　ＧＤＥ）

　　　 （１１８２２５３）

　　 一　　
（４１３６４７１）

　　 ■

　　　一〇０６８６８＊ＬＯＧ（ＮＡ　ＷＡＧＥ／ＪＰ　ＷＰＩ）十〇０３１１３＊ＳＰＩＫＥ（８４ ，ｏ）

　　　 （１１９３６５４）

　　 一　　 一　 （３ ．１３５０２）

　　　十〇 ．０３７７６＊ＳＰＩＫＥ（８６ ，Ｏ）十３ ．３２５２２

　　　　（３ ．３６９１０）　　　　　（４ ．０７９２５）

　　ＳＵＭ　ＳＱ　　　０ ．０００９　　ＳＴＤ　ＥＲＲ　　Ｏ ．００９２　　ＬＨＳ　ＭＥＡＮ１１ ．８４００

　　Ｒ　ＳＱ　　　　　Ｏ ．９９１５　　　Ｒ　ＢＡＲ　ＳＱ　　０ ．９８７３　　　Ｆ　５．１０　　２３３ ，３１４

　　Ｄ．Ｗ．（１）　　２ ．Ｏ０３７　　Ｄ．Ｗ．（２）　　２ ．４３０９

　　Ｈ－０
．２９００

　　　　ＮＡ　Ｎ２＝ＥＸＰ（？？）

［５１ＫＩＮＫＩＥＱ　ＮＡ　Ｎ３（就業者数（第３次産業））

ＡＮＮＵＡＬ　ＤＡＴＡ　ＦＯＲ　１７ＰＥＲＩＯＤＳ　ＦＲＯＭ１９７５Ｔ０１９９１

　ＬＯＧ（ＮＡ　Ｎ３）

　　　＝Ｏ ．６４５０３＊ＬＯＧ（ＮＡ　ＧＤＰ３）十３ ．３２５６９

　　　　（１６ ．１３３１）　　　　　　（５ ．９２７０８）

　　ＳＵＭ　ＳＱ　　　Ｏ０１８３　　ＳＴＤ　ＥＲＲ　　００３５０　　ＬＨＳ　ＭＥＡＮ１２３７６９

　　Ｒ　ＳＱ　　　　　０ ．９４５５　　　Ｒ　ＢＡＲ　ＳＱ　　Ｏ ．９４１９　　　Ｆ　１．１５　　２６０ ，２７６

　　Ｄ．Ｗ．（１）　　Ｏ ．５９０７　　Ｄ．Ｗ．（２）　　１ ．２３９１

　　　　ＮＡ　Ｎ３＝ＥＸＰ（？？）

［６１ＩＮＫＩＥＱ　ＮＡ　Ｎ（ＩＤＥＮＴＩＴＹ）（就業者数（合計））

　ＮＡ　Ｎ

　　　＝ＮＡ　Ｎ１＋ＮＡ　Ｎ２＋ＮＡ　Ｎ３

Ｄ． 大阪府
Ｄ． １県民総支出ブロック（実質 ：１９８５年価格）

　［１１ＫＩＮＫＩＥＱ ：ＯＳ　ＣＨ ：（家計最終消費支出）

ＡＮＮＵＡＬ　ＤＡＴＡ　ＦＯＲ　１６ＰＥＲＩＯＤＳ　ＦＲＯＭ１９７６Ｔ０１９９１

　０Ｓ　ＣＨ

　　　＝Ｏ ．２０８８０＊ＯＳ　ＣＨ［一１１＋Ｏ ．２０４８６＊ＯＳ　ＹＤＨ／ＯＳ　ＰＣＨ＊１００

　　　　（１ ．３４６９９）　　　　　（１ ．２７９７４）

　　　十〇０６２０３＊ＯＳ　ＫＳＨ［一１１／０Ｓ　ＰＣＨ＊１００＋４９００６０＊ＳＰＩＫＥ（７９ ，Ｏ）

　　　　（２ ．１１４８８）　　　　　　　　　　（２ ．７４５１５）

　　　十３６６３９７＊ＳＰＩＫＥ（７８ ，Ｏ）十５９４１１９９

　　　　（２ ．３１８１１）　　　　　（２ ．４４１８２）

　　ＳＵＭ　ＳＱ　　２Ｅ＋１１　　ＳＴＤ　ＥＲＲ　　１４４６１３　　ＬＨＳ　ＭＥＡＮ　１Ｅ＋０７

　　Ｒ　ＳＱ　　　　　０ ．９９４６　　　Ｒ　ＢＡＲ　ＳＱ　　Ｏ ．９９２０　　　Ｆ　５．１０　　３７１ ，０６７

　　Ｄ．Ｗ．（１）　　２ ．３３２０　　Ｄ．Ｗ．（２）　　１ ．７４５１

　　Ｈ－１
．６０８３

５９

（６４５）



６０　　　　　　　　　　　　　　　立命館経済学（第４３巻 ・第４号）

［２１ＫＩＮＫＩＥＱ　ＯＳ　ＩＦＲ（総固定資本形成（民問住宅））

ＡＮＮＵＡＬ　ＤＡＴＡ　ＦＯＲ　１６ＰＥＲＩＯＤＳ　ＦＲＯＭ１９７６Ｔ０１９９１

０Ｓ　ＩＦＲ／ＯＳ　ＰＯＰ

　　＝０ ．９８８４８＊ＯＳ　ＩＦＲｌＯＳ　ＰＯＰ［一１］

　　　（６ ．６５４４３）

　　十００８４７７＊ＯＳ　ＹＤＨ／ＯＳ　ＰＩＦＲ＊１００／０Ｓ　ＰＯＰ

　　　（４ ．２３２７３）

　　一００００１０＊ＪＰ ＩＮＲＬ－ＰＣＨ（ＯＳ　ＰＩＦＲ）一０１３７２２＊ＯＳ　ＫＦＲ［一１１／０Ｓ　ＰＯＰ
　　　 （Ｏｌ１１３７６）

　　　　 一　 （３１２７７２４）一

　　　 ‘

　　一０ ．０３３９３＊ＳＰＩＫＥ（９１ ，０）一０ ．０１９４７

　　　（３ ．０２７３３）　　　　　（０ ．９１３０３）

　ＳＵＭ　ＳＱ　　　０ ．０００７　　ＳＴＤ　ＥＲＲ　　０ ．００８４　　ＬＨＳ　ＭＥＡＮ　０ ．１２２８

　Ｒ　ＳＱ　　　　　０ ．９１５３　　　Ｒ　ＢＡＲ　ＳＱ　　０ ．８７２９　　　Ｆ　５．１０　　２１ ．６０４６

　Ｄ．Ｗ．（１）　　３ ．００８０　　Ｄ．Ｗ．（２）　　１ ．３７９２

　Ｈ－２
．５４７３

［３１ＫＩＮＫＩＥＱ 　ＯＳ ＫＦＲ（ＩＤＥＮＴＩＴＹ）（資本ストソ ク（民問住宅））
ＯＳ　ＫＦＲ

　　＝９２４＊ＯＳ　ＫＦＲ［一１】十〇Ｓ　ＩＦＲ

［４１ＫＩＮＫＩＥＱ　ＯＳ　ＩＦＮＲ（総固定資本形成（民間企業設備））

ＡＮＮＵＡＬ　ＤＡＴＡ　ＦＯＲ　１６ＰＥＲＩＯＤＳ　ＦＲＯＭ１９７６Ｔ０１９９１

ＬＯＧ（ＯＳ　ＩＦＮＲｌＫＩ　ＩＦＮＲ／（１－ＯＳ　ＩＦＮＲ／ＫＩ　ＩＦＮＲ））

　　＝４ ．５０６７４＊ＬＯＧ（ＯＳ　ＧＤＰ／ＫＩ　ＧＤＰ／（１－ＯＳ　ＧＤＰ／ＫＩ　ＧＤＰ））

　　　（６ ．１７６５６）

　　十〇００５９４＊ＰＣＨ（ＯＳ ＧＤＰ／ＯＳ Ｎ）十０１６９７０＊ＳＰＩＫＥ（７９ ，Ｏ）

　　　 （１ ．５０７７０） 　　　　　
（４：４１５７５）

　　一００６６５１＊ＳＰＩＫＥ（８５ ，Ｏ）一０１２１４３

　　　（２ ．１６１８２）　　　　　（５ ．００７０３）

　ＳＵＭ　ＳＱ　　　０ ．００９７　　ＳＴＤ　ＥＲＲ　　０ ．０２９６　　ＬＨＳ　ＭＥＡＮ　０ ．０００３

　Ｒ　ＳＱ　　　　　Ｏ ．７９３７　　　Ｒ　ＢＡＲ　ＳＱ　　０ ．７１８７　　　Ｆ　４．１１　　１０ ．５８２５

Ｄ． Ｗ． （１）　　１ ．２９８８　　Ｄ．Ｗ．（２）　　１ ．７９３３

　　　０Ｓ　ＩＦＮＲ＝ＥＸＰ（？？）＊ＫＩ　ＩＦＮＲ＊（１－ＯＳ　ＩＦＮＲ／ＫＩ　ＩＦＮＲ）

［５１ＫＩＮＫＩＥＱ　ＯＳ　ＫＦＮＲ（ＩＤＥＮＴＩＴＹ）（資本ストソ ク（民間企業設備））
ＯＳ　ＫＦＮＲ

　　＝ ．９５４＊ＯＳ　ＫＦＮＲ［一１］十〇Ｓ　ＩＦＮＲ

［６１ＫＩＮＫＩＥＱ ：ＯＳ　Ｊ ：（在庫品増加）

ＡＮＮＵＡＬ　ＤＡＴＡ　ＦＯＲ　１６ＰＥＲＩＯＤＳ　ＦＲＯＭ１９７６Ｔ０１９９１

０Ｓ」

　　：Ｏ ．０１９８９＊ＯＳ　ＧＤＥ－ＯＳ　Ｊ－２８９７４ ．６＊ＪＰ　ＩＮＲＬ－ＰＣＨ（ＯＳ　ＰＧＤＥ）

　　　（３ ．６３９１２）　　　　　　（２ ．７０５９７）

　　一５３２３９９＊ＳＰＩＫＥ（８７ ，０）十２８７６４３＊ＳＰＩＫＥ（９１ ，０）

　　　（６ ．０２５７７）　　　　　（２ ．９２５３１）

　　十１７１４６１＊ＳＰＩＫＥ（８５ ，０）一２４３６７８

　　　（１ ．９２９８１）　　　　　　　　　　　　　（１ ．８３７５３）

　ＳＵＭ　ＳＱ　　７Ｅ＋１０　　ＳＴＤ　ＥＲＲ　８２８８１８　　ＬＨＳ　ＭＥＡＮ　１８５８０５

　Ｒ　ＳＱ　　　　　Ｏ ．８８３９　　　Ｒ　ＢＡＲ　ＳＱ　　０ ．８２５９　　　Ｆ　５．１０　　１５ ．２２９８

Ｄ． Ｗ． （１）　　２ ．６６８０　　Ｄ．Ｗ．（２）　　２ ．３９９８

（６４６）



　　　　　　　　　　　　　　　近畿経済計量モデルの開発とその応用（稲田 ・小川）　　　　　　　　　　　６１

［７１ＫＩＮＫＩＥＱ　ＯＳ　ＧＤＥ（ＩＤＥＮＴＩＴＹ）（県内総支出）

　ＯＳ　ＧＤＥ

　　　＝ＯＳ　ＣＨ＋ＯＳ　ＣＮＨ＋ＯＳ　ＣＧ＋ＯＳ　ＩＦＲ＋ＯＳ　ＩＦＮＲ＋ＯＳ　ＩＦＧ＋ＯＳ　Ｊ＋ＯＳ　ＥＸＤ－ＯＳ　ＩＭＤ

　　　＋ＯＳ　ＤＩＳＣ

　［８１ＫＩＮＫＩＥＱ　ＯＳ　ＮＦＹ（ＩＤＥＮＴＩＴＹ）（県外からの純要素所得）

　ＯＳ　ＮＦＹ

　　　＝ＯＳ　ＮＦＹＮ／ＯＳ　ＰＧＤＥ＊１００

　［９１ＫＩＮＫＩＥＱ　ＯＳ　ＧＮＥ（ＩＤＥＮＴＩＴＹ）（県民総支出）

　ＯＳ　ＧＮＥ

　　　＝ＯＳ　ＧＤＥ＋ＯＳ　ＮＦＹ

Ｄ　２　県民総支出ブロック（名目）

　［１１ＫＩＮＫＩＥＱ　ＯＳ　ＣＨＮ（ＩＤＥＮＴＩＴＹ）（家計最終消費支出）

　ＯＳ　ＣＨＮ

　　　：ＯＳ　ＣＨ＊ＯＳ　ＰＣＨ／ｌｏＯ

　［２１ＫＩＮＫＩＥＱ　ＯＳ　ＣＧＮ（ＩＤＥＮＴＩＴＹ）（一般政府最終消費支出）

　ＯＳ　ＣＧＮ

　　　＝ＯＳ　ＣＧ＊ＯＳ　ＰＣＧ／１００

　［３１ＫＩＮＫＩＥＱ　ＯＳ　ＩＦＲＮ（ＩＤＥＮＴＩＴＹ）（総固定資本形成（民間住宅））

　ＯＳ　ＩＦＲＮ

　　　＝ＯＳ　ＩＦＲ＊ＯＳ　ＰＩＦＲ／１ＯＯ

　［４１ＫＩＮＫＩＥＱ　ＯＳ　ＩＦＮＲＮ（ＩＤＥＮＴＩＴＹ）（総固定資本形成（民問企業設備））

　ＯＳ　ＩＦＮＲＮ

　　　＝ＯＳ　ＩＦＮＲ＊ＯＳ　ＰＩＦＮＲ／１ＯＯ

　［５１ＫＩＮＫＩＥＱ　ＯＳ　ＩＦＧＮ（ＩＤＥＮＴＩＴＹ）（総固定資本形成（公的））

　ＯＳ　ＩＦＧＮ

　　　＝ＯＳ　ＩＦＧ＊ＯＳ　ＰＩＦＧ／１ＯＯ

　［６１ＫＩＮＫＩＥＱ　ＯＳ　ＧＤＥＮ（ＩＤＥＮＴＩＴＹ）（県内総支出）

　ＯＳ　ＧＤＥＮ

　　　＝ＯＳ　ＣＨＮ＋ＯＳ　ＣＮＨＮ＋ＯＳ　ＣＧＮ＋ＯＳ　ＩＦＲＮ＋ＯＳ　ＩＦＮＲＮ＋ＯＳ　ＩＦＧＮ＋ＯＳ　ＪＮ＋ＯＳ　ＥＸＤＮ

　　　－ＯＳ　ＩＭＤＮ＋ＯＳ　ＤＩＳＣＮ

　［７１ＫＩＮＫＩＥＱ　ＯＳ　ＮＦＹＮ（県外からの純要素所得）

　ＣＯＣＨＲＡＮ－ＯＲＣＵＴＴ

　ＡＮＮＵＡＬ　ＤＡＴＡ　ＦＯＲ　１６ＰＥＲＩＯＤＳ　ＦＲＯＭ１９７６Ｔ０１９９１

　０Ｓ　ＮＦＹＮ

　　　＝一〇 ．７２５２８＊ＯＳ　ＧＤＥＮ＋Ｏ ．３９４５２＊ＫＩ　ＧＤＥＮ

　　　　　（Ｏ ．７６８２３）　　　　（Ｏ ．８４７９４）

　　　　　一３９１６７６＊ＳＰＩＫＥ（７９ ，Ｏ）十ＳＰＩＫＥ（８０ ，Ｏ）一２９０９３３３

　　　　　（１ ．３７８３６）　　　　　　　　　　（１ ．５４３４３）

　　ＳＵＭ　ＳＱ　　１Ｅ＋１２　　ＳＴＤ　ＥＲＲ　　３１６３９７　　ＬＨＳ　ＭＥＡＮ－１Ｅ＋０６

　　Ｒ　ＳＱ　　　　　Ｏ ．６５４６　　　Ｒ　ＢＡＲ　ＳＱ　　Ｏ ．５２９０　　　Ｆ　４，１１　　　５ ．２１１４

　　Ｄ．Ｗ．（１）　　１ ．５４８４　　Ｄ．Ｗ．（２）　　２ ．６７８３

　　　　　ＡＲ　Ｏ＝十〇 ．７１６３０＊ＡＲ１

　　　　　　　　　（２ ．３１１７３）

　［８１ＫＩＮＫＩＥＱ　ＯＳ　ＧＮＥＮ（ＩＤＥＮＴＩＴＹ）（県民総支出）

　ＯＳ　ＧＮＥＮ

　　　　＝ＯＳ　ＧＤＥＮ＋ＯＳ　ＮＦＹＮ

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（６４７）



６２　　　　　　　　　　　　　　　立命館経済学（第４３巻 ・第４号）

Ｄ　３　所得支出勘定ブロノク（制度部門別）

［１１ＫＩＮＫＩＥＱ　ＯＳ　ＹＷ（ＩＤＥＮＴＩＴＹ）（雇用者所得）

　ＯＳ　ＹＷ

　　　：ＯＳ　ＷＡＧＥ＊ＯＳ　Ｎ／１００

　［２１ＫＩＮＫＩＥＱ ：ＯＳ　ＹＩＮＤ ：（個人企業所得）

ＡＮＮＵＡＬ　ＤＡＴＡ　ＦＯＲ　１６ＰＥＲＩＯＤＳ　ＦＲＯＭ１９７６Ｔ０１９９１

　ＬＯＧ（ＯＳ　ＹＩＮＤ／（ＯＳ　ＹＰ－ＯＳ　ＹＩＮＤ））

　　　＝一００６６１０＊ＴＩＭＥ＋００４６１１＊ＰＣＨ（ＯＳ　ＧＤＰ）十０２３９７１＊ＳＰＩＫＥ（８７ ，０）

　　　　　 （１ｉ
．３４４０） 　（３：０５０１４） 　　 一　

（２１５００７６）

　　　　十０２５３４０＊ＳＰＩＫＥ（８６ ，０）一２０７９０７

　　　　　（２ ．３６７３７）　　　　　　　　　　　　　　（３３ ．３８０４）

　　ＳＵＭ　ＳＱ　　　０ ．０８８０　　ＳＴＤ　ＥＲＲ　　Ｏ ．０８９４　　ＬＨＳ　ＭＥＡＮ－２ ．４９５０

　　Ｒ　ＳＱ　　　　　０ ．９２７０　　　Ｒ　ＢＡＲ　ＳＱ　　０ ．９００４　　　Ｆ　４．１１　　３４ ．９０４１

　　Ｄ．Ｗ．（１）　　２ ．１６０３　　Ｄ．Ｗ．（２）　　２ ．４４７２

　　　　０Ｓ ＹＩＮＤ＝ＥＸＰ（？？）＊（ＯＳ ＹＰ－ＯＳ ＹＩＮＤ）

　［３１ＫＩＮＫＩＥＱ　ＯＳ　ＹＩＮＴＨＲ（利子の受取（家計））

ＡＮＮＵＡＬ　ＤＡＴＡ　ＦＯＲ　１７ＰＥＲＩＯＤＳ　ＦＲＯＭ１９７５Ｔ０１９９１

　０Ｓ　ＹＩＮＴＨＲ

　　　＝Ｏ００８６５＊ＯＳ　ＫＳＨ［一１１＋１００４０７＊ＪＰ　ＩＮＲＬ＊ＯＳ　ＫＳＨ［一１１１１００

　　　　（１ ．０８７６１）　　　　　　　　　　　　　　（７ ．１４８４４）

　　　一７３３２０５＊ＳＰＩＫＥ（９１ ，０）十２５６７２０＊ＳＰＩＫＥ（８１ ，０）十６７１８７５

　　　　（３ ．７６１２３）　　　　　（１ ．９９９９１）　　　　　（１０ ．４４５１）

　　ＳＵＭ　ＳＱ　　２Ｅ＋１１　　ＳＴＤ　ＥＲＲ　　１２０６１２　　ＬＨＳ　ＭＥＡＮ２５２３４５０

　　Ｒ　ＳＱ　　　　　Ｏ ．９９１２　　　Ｒ　ＢＡＲ　ＳＱ　　０ ．９８８３　　　Ｆ　４．１２　　３３７ ，７３７

　　Ｄ．Ｗ．（１）　　１ ．８１１１　　Ｄ．Ｗ．（２）　　１ ．９４３８

　［４１ＫＩＮＫＩＥＱ　ＯＳ　ＹＤＩＶＨＲ（配当の受取（家計））

ＡＮＮＵＡＬ　ＤＡＴＡ　ＦＯＲ　１７ＰＥＲＩＯＤＳ　ＦＲＯＭ１９７５Ｔ０１９９１

　０Ｓ　ＹＤＩＶＨＲ

　　　＝０１６２７４＊（ＯＳ　ＹＤＩＶＨＲ＋ＯＳ　ＹＣＡＤ）十２５７６２９＊ＳＰＩＫＥ（９１ ，０）

　　　　 （３ｉ
．２９７０） 　一 　　　 一　　 （８ ．９５３７５）

　　　十１７４３５７＊ＳＰＩＫＥ（９０ ，０）十１０７５５８

　　　　（５ ．９０９１９）　　　　　　　　　　　　　（６ ．６７０３１）

　　ＳＵＭ　ＳＱ　　８Ｅ＋０９　　ＳＴＤ　ＥＲＲ　２５１７６６　　ＬＨＳ　ＭＥＡＮ　６４３１６２

　　Ｒ　ＳＱ　　　　　Ｏ ．９９３８　　　Ｒ　ＢＡＲ　ＳＱ　　０ ．９９２３　　　Ｆ　３．１３　　６９１ ，６２６

　　Ｄ．Ｗ．（１）　　２ ．８２２０　　Ｄ．Ｗ．（２）　　２ ．０８９５

［５１ＫＩＮＫＩＥＱ　ＯＳ　ＹＲＥＮＨＲ（賃貸料の受取（家計））

ＡＮＮＵＡＬ　ＤＡＴＡ　ＦＯＲ　１６ＰＥＲＩＯＤＳ　ＦＲＯＭ１９７６Ｔ０１９９１

　０Ｓ　ＹＲＥＮＨＲ

　　　＝０ ．９７７１９＊ＯＳ　ＹＲＥＮＨＲ［一１１＋０ ．０００３９＊ＯＳ　ＰＣＨ＊ＯＳ　ＩＦＲ

　　　　（１４ ．６３９９）　　　　　　　　　　　　　　　　　（２ ．８４５５６）

　　　十４０５１９８＊ＳＰＩＫＥ（８９ ，０）一２４０８４１

　　　　 （３
，８１７ｉ５）

　　　 （２ ．６５４４３）

　　ＳＵＭ　ＳＱ　　１Ｅ＋０９　　ＳＴＤ　ＥＲＲ　９３３３０３　　ＬＨＳ　ＭＥＡＮ　１６２０８３

　　Ｒ　ＳＱ　　　　　Ｏ ．９８４６　　　Ｒ　ＢＡＲ　ＳＱ　　０ ．９８０７　　　Ｆ　３．１２　　２５５ ，５３２

　　Ｄ．Ｗ．（１）　　２ ．００２５　　Ｄ．Ｗ．（２）　　１ ．９９３８

　　Ｈ－０
．５７２８

（６４８）



　　　　　　　　　　　　　　　近畿経済計量モデルの開発とその応用（稲田 ・小川）

［６１ＫＩＮＫＩＥＱ　ＯＳ　ＮＴＲＨ（その他の経常移転純受取（家計））

ＡＮＮＵＡＬ　ＤＡＴＡ　ＦＯＲ　１６ＰＥＲＩＯＤＳ　ＦＲＯＭ１９７６Ｔ０１９９１

０Ｓ　ＮＴＲＨ

　　＝Ｏ ．５２０３４＊ＯＳ　ＮＴＲＨ［一１１＋Ｏ ．０２６４９＊ＯＳ　ＣＨＮ
　　　（２ ．２９０４７）　　　　　　（１ ．０４０３９）

　　一６３３０１１＊ＳＰＩＫＥ（９０ ，Ｏ）十２７９４１８＊ＳＰＩＫＥ（８７ ，Ｏ）

　　　（４ ．３１５９０）　　　　　（２ ．４６５１３）

　　十３３６６３６＊ＳＰＩＫＥ（７９ ，Ｏ）一５３８９４４＊ＳＰＩＫＥ（９１ ，Ｏ）一７６１１４７

　　　 （３ ．１３４６３） 　　　 （２ ．０３７００） 　　　 （０
．３４３６４）

　ＳＵＭ　ＳＱ　　ｇＥ＋１０　　ＳＴＤ　ＥＲＲ　９９２５６ ．９　　ＬＨＳ　ＭＥＡＮ　５１６６１０

　Ｒ　ＳＱ　　　　　Ｏ ．９３５０　　　Ｒ　ＢＡＲ　ＳＱ　　Ｏ ．８９１７　　　Ｆ　６，９　　　２１ ．５７７３

　Ｄ．Ｗ１（１）　　２ ．８２３６　　Ｄ．Ｗ．（２）　　１ ．４８７４

　Ｈ－４
．０２７５

［７１ＫＩＮＫＩＥＱ ：ＯＳ　ＹＩＮＴＣＤ ：（消費者負債利子）

ＣＯＣＨＲＡＮ－ＯＲＣＵＴＴ

ＡＮＮＵＡＬ　ＤＡＴＡ　ＦＯＲ　１６ＰＥＲＩＯＤＳ　ＦＲＯＭ１９７６Ｔ０１９９１

０Ｓ　ＹＩＮＴＣＤ

　　＝Ｏ ．０３７１６＊ＯＳ　ＣＨＮ＋Ｏ ．１０３３９＊ＪＰ　ＩＮＲＬ＊ＯＳ　ＣＨＮ／１００－５３０４２８

　　　（２ ．１３４９６）　　　（２ ．４０９４１）　　　　　　　　（１ ．５８２２０）

　ＳＵＭ　ＳＱ　　３Ｅ＋０９　　ＳＴＤ　ＥＲＲ　　１４８２０４　　ＬＨＳ　ＭＥＡＮ　１４８６２９

　Ｒ　ＳＱ　　　　　０ ．９７３８　　　Ｒ　ＢＡＲ　ＳＱ　　Ｏ ．９６７２　　　Ｆ　３．１２　　１４８ ，４２５

　Ｄ．Ｗ．（１）　　２ ．７４３９　　Ｄ．Ｗ．（２）　　１ ．３０６２

　　　ＡＲ　Ｏ＝十〇 ．８５３２９＊ＡＲ１

　　　　　　　　（９ ．０３９７７）

［８１ＫＩＮＫＩＥＱ　ＯＳ　ＴＤＨ（ＩＤＥＮＴＩＴＹ）（直接税（家計））

ＯＳ　ＴＤＨ

　　＝ＯＳ　ＲＴＤＨ＊（ＯＳ　ＹＷ＋ＯＳ　ＹＷ卜１１＋ＯＳ　ＹＩＮＤ＋ＯＳ　ＹＩＮＤ卜１１＋ＯＳ　ＹＩＮＴＨＲ

　　＋ＯＳ　ＹＩＮＴＨＲ［一１１＋ＯＳ　ＹＤＩＶＨＲ＋ＯＳ　ＹＤＩＶＨＲ［一１１）１２００

［９１ＫＩＮＫＩＥＱ　ＯＳ　ＹＤＨ（ＩＤＥＮＴＩＴＹ）（可処分所得（家計））

ＯＳ　ＹＤＨ

　　＝ＯＳ　ＹＷ＋ＯＳ　ＹＩＮＤ＋ＯＳ　ＹＩＮＴＨＲ＋ＯＳ　ＹＤＩＶＨＲ＋ＯＳ　ＹＲＥＮＨＲ－ＯＳ　ＹＩＮＴＣＤ

　　－ＯＳ　ＴＤＨ＋ＯＳ　ＮＴＲＨ

［１０１ＫＩＮＫＩＥＱ　ＯＳ　ＳＨ（ＩＤＥＮＴＩＴＹ）（貯蓄（家計））

ＯＳ　ＳＨ

　　＝ＯＳ　ＹＤＨ－ＯＳ　ＣＨＮ

［１１１ＫＩＮＫＩＥＱ　ＯＳ　ＫＳＨ（ＩＤＥＮＴＩＴＹ）（貯蓄残高（家計））

ＯＳ　ＫＳＨ

　　＝ＯＳ　ＫＳＨ［一１１＋ＯＳ　ＳＨ

［１２１ＫＩＮＫＩＥＱ　ＯＳ　ＹＰＲＧＲ（財産所得の受取（一般政府））

ＡＮＮＵＡＬ　ＤＡＴＡ　ＦＯＲ　１６ＰＥＲＩＯＤＳ　ＦＲＯＭ１９７６Ｔ０１９９１

０Ｓ　ＹＰＲＧＲ

　　＝Ｏ ．８５２１９＊ＯＳ　ＹＰＲＧＲ［一１１＋０ ．１５８４６＊ＯＳ　ＣＧＮ－１３０２８５

　　　（９ ．８０１２）　　　　　　　　　　　　　　　　　　（２ ．５４２７５）　　　　　　　　　　（２ ．１１９８６）

　ＳＵＭ　ＳＱ　　５Ｅ＋０９　　ＳＴＤ　ＥＲＲ　　１９４０３ ．１　　ＬＨＳ　ＭＥＡＮ　６３０１４９

　Ｒ　ＳＱ　　　　　Ｏ ．９９６５　　　Ｒ　ＢＡＲ　ＳＱ　　Ｏ ．９９６０　　　Ｆ　２．１３　　１８４９ ．０７

Ｄ． Ｗ． （１）　　１ ．５２２４　　Ｄ．Ｗ．（２）　　２ ．３７３５

　Ｈ　　　　　　　Ｏ ．７３６４

６３

（６４９）



６４　　　　　　　　　　　　　　　立命館経済学（第４３巻 ・第４号）

［１３１ＫＩＮＫＩＥＱ　ＯＳ　ＴＤ（ＩＤＥＮＴＩＴＹ）（直接税（合計））

ＯＳ　ＴＤ

　　＝ＯＳ　ＴＤＣ＋ＯＳ　ＴＤＨ

［１４１ＫＩＮＫＩＥＱ　ＯＳ　ＴＤＣ（ＩＤＥＮＴＩＴＹ）（直接税（法人企業））

ＯＳ　ＴＤＣ

　　＝ＯＳ　ＲＴＤＣ＊（ＯＳ　ＹＣＡＤ＋ＯＳ　ＹＧ＋ＯＳ　ＹＣＡＤ［一１］十〇Ｓ　ＹＧ［一１］）／２００

［１５１ＫＩＮＫＩＥＱ　ＯＳ　ＴＩ（ＩＤＥＮＴＩＴＹ）（問接税）

ＯＳ　ＴＩ

　　＝ＯＳ　ＲＴＩ＊ＯＳ　ＣＨＮ／１００

［１６１ＫＩＮＫＩＥＱ　ＯＳ　ＮＴＲＧ（その他の経常移転純受取（一般政府））

ＣＯＣＨＲＡＮ－ＯＲＣＵＴＴ

ＡＮＮＵＡＬ　ＤＡＴＡ　ＦＯＲ　１６ＰＥＲＩＯＤＳ　ＦＲＯＭ１９７６Ｔ０１９９１

０Ｓ　ＮＴＲＧ

　　＝一３５８６３６＊ＯＳ　ＣＧＮ－２９４３４１＊ＳＰＩＫＥ（８９ ，０）十３５７５７２４

　　　　（６：５９５２５）一 　（１ ．７２１３９） 　　　 （３ ．０６８５２）

　ＳＵＭ　ＳＱ　　５Ｅ＋１１　　ＳＴＤ　ＥＲＲ　　２１１４９１　　ＬＨＳ　ＭＥＡＮ－３Ｅ＋０６

　Ｒ　ＳＱ　　　　　０ ．９７９８　　　Ｒ　ＢＡＲ　ＳＱ　　０ ．９７４７　　　Ｆ　３．１２　　１９４ ，００７

　Ｄ．Ｗ．（１）　　１ ．５１４０　　Ｄ．Ｗ．（２）　　１ ．１６８２

　　　　ＡＲ０＝十０ ．７３６０３＊ＡＲ１

　　　　　　　　　（６ ．０４８９５）

［１７１ＫＩＮＫＩＥＱ　ＯＳ　ＹＰＲＧＯ（財産所得の支払（一般政府））

ＡＮＮＵＡＬ　ＤＡＴＡ　ＦＯＲ　１１ＰＥＲＩＯＤＳ　ＦＲＯＭ１９８１Ｔ０１９９１

０Ｓ　ＹＰＲＧ０

　　　＝２７５８９７＊ＯＳ　ＫＧＢ［一１］一１６７５５５＊ＳＰＩＫＥ（８８ ，Ｏ）

　　　（９ ．６４９０）　　　　　　　　　　　　　　　（２ ．１１９０４）

　　　　十２６６７１４＊ＳＰＩＫＥ（９１ ，０）一１４６９１２４

　　　　（３ ．７７４１６）　　　　　　　　　　　　　（４ ．９１３２７）

　ＳＵＭ　ＳＱ　　３Ｅ＋１０　　ＳＴＤ　ＥＲＲ　　６６８０５８　　ＬＨＳ　ＭＥＡＮ１４５３７９３

　Ｒ　ＳＱ　　　　　０ ．９４４３　　　Ｒ　ＢＡＲ　ＳＱ　　０ ．９２０４　　　Ｆ　３，７　　　３９ ．５５４４

　Ｄ．Ｗ．（１）　　２ ．６０６４　　Ｄ．Ｗ．（２）　　１ ．５７０５

［１８１ＫＩＮＫＩＥＱ　ＯＳ　ＳＵＢ（ＩＤＥＮＴＩＴＹ）（補助金）

ＯＳ　ＳＵＢ

　　　＝ＯＳ　ＲＳＵＢ＊ＯＳ　ＧＤＥＮ／１００

［１９１ＫＩＮＫＩＥＱ　ＯＳ　ＹＤＧ（ＩＤＥＮＴＩＴＹ）（可処分所得（一般政府））

ＯＳ　ＹＤＧ

　　　＝ＯＳ　ＹＰＲＧＲ－ＯＳ　ＹＰＲＧＯ＋ＯＳ　ＴＤ＋ＯＳ　ＴＩ－ＯＳ　ＳＵＢ＋ＯＳ　ＮＴＲＧ

［２０１ＫＩＮＫＩＥＱ　ＯＳ　ＳＧ（ＩＤＥＮＴＩＴＹ）（貯蓄（一般政府））

ＯＳ　ＳＧ

　　　＝ＯＳ　ＹＤＧ－ＯＳ　ＣＧＮ

（６５０）



　　　　　　　　　　　　　　近畿経済計量モデルの開発とその応用（稲田 ・小川）

［２１１ＫＩＮＫＩＥＱ ：ＯＳ　ＳＧＢ ：（地方債発行額（一般政府））

ＡＮＮＵＡＬ　ＤＡＴＡ　ＦＯＲ　１２ＰＥＲＩＯＤＳ　ＦＲＯＭ１９８０Ｔ０１９９１

０Ｓ　ＳＧＢ＋ＯＳ　ＳＧ

　　＝１ ．３６４４６＊ＯＳ　ＩＦＧＮ－２７７７８４＊ＳＰＩＫＥ（８４ ，Ｏ）

　　　（２４ ．７４４７）　　　　　　　　　（８ ．８８７０９）

　　一１７６３８３＊（ＳＰＩＫＥ（８０ ，Ｏ）十ＳＰＩＫＥ（８１ ，Ｏ）十ＳＰＩＫＥ（８２ ，Ｏ）十ＳＰＩＫＥ（８３ ，Ｏ））

　　　（８ ．９７９５１）

　　一４０９２１４＊ＳＰＩＫＥ（９１ ，Ｏ）一１０３９４８４

　　　（９ ．５８４０）　　　　　　　　　　　　　　（１４ ．１９４２）

　ＳＵＭ　ＳＱ　　６Ｅ＋０９　　ＳＴＤ　ＥＲＲ　　２８２８５３　　ＬＨＳ　ＭＥＡＮ　６２２０６２

　Ｒ　ＳＱ　　　　　０ ．９９４９　　　Ｒ　ＢＡＲ　ＳＱ　　Ｏ ．９９２１　　　Ｆ　４．７　　　３４４ ，４３７

Ｄ． Ｗ． （１）　　２ ．３６９６　　Ｄ．Ｗ．（２）　　２ ．１０７０

　　　０Ｓ　ＳＧＢ＝？？一〇Ｓ 　ＳＧ

［２２１ＫＩＮＫＩＥＱ　ＯＳ　ＫＧＢ（地方債発行残高（一般政府））

ＡＮＮＵＡＬ　ＤＡＴＡ　ＦＯＲ　１１ＰＥＲＩＯＤＳ　ＦＲＯＭ１９８１Ｔ０１９９１

０Ｓ　ＫＧＢ

　　＝０ ．７４７４５＊ＯＳ　ＫＧＢ［一１１＋１ ．０５６６２＊ＯＳ　ＳＧＢ

　　　（１７ ．１９５４）　　　　　　　　　　　　　　（６ ．１１９３１）

　　一３８５３２１＊ＳＰＩＫＥ（９０ ，０）十２２６７３６＊ＳＰＩＫＥ（８７ ，０）十１８８４２３

　　　 （３
，３１３ｉ６）

　　　 （１
．８７３６８）

　　　 （３ ．７６５６０）

　ＳＵＭ　ＳＱ　　６Ｅ＋０８　　ＳＴＤ　ＥＲＲ　１０３１５ ．４　　ＬＨＳ　ＭＥＡＮ１０７０９９２

　Ｒ　ＳＱ　　　　　Ｏ ．９８５５　　　Ｒ　ＢＡＲ　ＳＱ　　Ｏ ．９７５８　　　Ｆ　４．６　　　１０１ ，８４１

　Ｄ．Ｗ．（１）　　１ ．４２８５　　Ｄ．Ｗ．（２）　　２ ．２５３７

　Ｈ　　　　　　　　０ ．９０１０

［２３１ＫＩＮＫＩＥＱ　ＯＳ　ＹＣＡＤ（民問法人企業所得（配当受払後））

ＡＮＮＵＡＬ　ＤＡＴＡ　ＦＯＲ　１６ＰＥＲＩＯＤＳ　ＦＲＯＭ１９７６Ｔ０１９９１

０Ｓ　ＹＣＡＤ

　　＝Ｏ ．２７４５１＊ＯＳ　ＧＤＥＮ－Ｏ ．１８７７４＊ＯＳ　ＹＷ
　　　（５ ．２３０７８）　　　　（１ ．６２２２５）

　　一〇 ．５６９２４＊ＪＰ　ＩＮＲＬ＊ＯＳ　ＰＩＦＮＲ＊ＯＳ　ＫＦＮＲ［一１１／１００００

　　　（４ ．５８２０１）

　　一５４２０９０＊ＳＰＩＫＥ（７９ ，Ｏ）一３４１７７３＊ＳＰＩＫＥ（８７ ，Ｏ）一７５８９３６

　　　（３ ．２８７２７）　　　　　　　　　　　　　（１ ．８６９１４）　　　　　　　　　　　　　（４ ．３９３５６）

　ＳＵＭ　ＳＱ　　２Ｅ＋１１　　ＳＴＤ　ＥＲＲ　　１５１８３９　　ＬＨＳ　ＭＥＡＮ２５９３７６０

　Ｒ　ＳＱ　　　　　Ｏ ．９８８５　　　Ｒ　ＢＡＲ　ＳＱ　　Ｏ ．９８２７　　　Ｆ　５．１０　　１７１ ，７９９

　Ｄ．Ｗ．（１）　　１ ．１２３９　　Ｄ．Ｗ．（２）　　１ ．１８９４

［２４１ＫＩＮＫＩＥＱ　ＯＳ　ＹＰ（ＩＤＥＮＴＩＴＹ）（県民所得）

ＯＳ　ＹＰ

　　：ＯＳ　ＹＷ＋ＯＳ　ＹＰＲＧＲ＋ＯＳ　ＹＰＲＮＨＲ＋ＯＳ　ＹＩＮＴＨＲ＋ＯＳ　ＹＤＩＶＨＲ＋ＯＳ　ＹＲＥＮＨＲ

　　－ＯＳ　ＹＰＲＧＯ－ＯＳ　ＹＰＲＮＨＯ－ＯＳ　ＹＩＮＴＣＤ＋ＯＳ　ＹＣＡＤ＋ＯＳ　ＹＧ＋ＯＳ　ＹＩＮＤ

６５

（６５１）



６６　　　　　　　　　　　　　　　立命館経済学（第４３巻 ・第４号）

Ｄ　４生産・労働ブロック

　［１１ＫＩＮＫＩＥＱ　ＯＳ　ＧＤＰ２（県内総生産（第２次産業））

ＡＮＮＵＡＬ　ＤＡＴＡ　ＦＯＲ　１６ＰＥＲＩＯＤＳ　ＦＲＯＭ１９７６Ｔ０１９９１

　ＬＯＧ（ＯＳ　ＧＤＰ２／（ＯＳ　ＯＰＲ＊ＯＳ　ＫＦＮＲ［一１］／１００））

　一０ ．６５８６＊ＬＯＧ（ＯＳ　ＴＨ＊ＯＳ　Ｎ２／（０Ｓ　ＯＰＲ＊ＯＳ　ＫＦＮＲ１－１１／１００））

　　　＝Ｏ ．０１５１５＊ＴＩＭＥ－２ ．７９９０８

　　　　（１０ ．４９２７）　　　　　　　（１８３ ，５４３）

　　ＳＵＭ　ＳＱ　　　０００９９　　ＳＴＤ　ＥＲＲ　　Ｏ０２６６　　ＬＨＳ　ＭＥＡＮ－２６５５１

　　Ｒ　ＳＱ　　　　　０ ．８８７２　　　Ｒ　ＢＡＲ　ＳＱ　　Ｏ ．８７９１　　　Ｆ　１ ．１４　　１１０ ，０９７

　　Ｄ．Ｗ．（１）　　０ ．９７２１　　Ｄ．Ｗ．（２）　　２ ．１４２０

　　　　０Ｓ ＧＤＰ２＝ＥＸＰ（？？十０ ．６５８６＊ＬＯＧ（ＯＳ ＴＨ＊ＯＳ Ｎ２／（ＯＳ ＯＰＲ＊ＯＳ ＫＦＮＲ［一１］／１００）））

　　　　　　　　　　　　＊（ＯＳ　ＯＰＲ＊ＯＳ　ＫＦＮＲ［一１］／１００）

　［２１ＫＩＮＫＩＥＱ　ＯＳ　ＧＤＰ３（県内総生産（第３次産業））

　ＣＯＣＨＲＡＮ－ＯＲＣＵＴＴ

ＡＮＮＵＡＬ　ＤＡＴＡ　ＦＯＲ　１６ＰＥＲＩＯＤＳ　ＦＲＯＭ１９７６Ｔ０１９９１

　ＬＯＧ（ＯＳ　ＧＤＰ３）

　　　＝２６８５８８＊ＬＯＧ（ＯＳ　ＴＨ＊ＯＳ　Ｎ３）十〇０４５２０＊ＳＰＩＫＥ（８９ ，０）一３６９４４０

　　　　 （１３ ．２４４０） 　　 一　　一　
（１：４３８３９）

　　　 （９
．ｉ０７１４）

　　ＳＵＭ　ＳＱ　　　００１３１　　ＳＴＤ　ＥＲＲ　　００３３１　　ＬＨＳ　ＭＥＡＮ１６７４１１

　　Ｒ　ＳＱ　　　　　Ｏ ．９７８５　　　Ｒ　ＢＡＲ　ＳＱ　　Ｏ ．９７３２　　　Ｆ　３．１２　　１８２ ，３１７

　　Ｄ．Ｗ．（１）　　１ ．９５０３　　Ｄ．Ｗ．（２）　　１ ．７３７３

　　　　ＡＲ０＝十０ ．３７６４４＊ＡＲ１

　　　　　　　　　（２ ．０４７６７）

　　　　ＯＳ　ＧＤＰ３＝ＥＸＰ（刀）

　［３１ＫＩＮＫＩＥＱ　ＯＳ　ＧＤＰ（ＩＤＥＮＴＩＴＹ）（県内総生産）

　ＯＳ　ＧＤＰ

　　　＝ＯＳ　ＧＤＰ１＋ＯＳ　ＧＤＰ２＋ＯＳ　ＧＤＰ３

　［４１ＫＩＮＫＩＥＱ　ＯＳ　Ｎ２（就業者数（第２次産業））

ＡＮＮＵＡＬ　ＤＡＴＡ　ＦＯＲ　１７ＰＥＲＩＯＤＳ　ＦＲＯＭ１９７５Ｔ０１９９１

　ＬＯＧ（ＯＳ　Ｎ２）

　　　＝Ｏ ．１４５２８＊ＬＯＧ（ＯＳ　ＧＤＰ２）一０ ．１４１１６＊ＬＯＧ（ＯＳ　ＹＷ／ＯＳ　ＧＤＰ２）

　　　　（５ ．２２９０６）　　　　　　　　　　　　　　　　（７ ．１４０６８）　

　　　一００６１０５＊ＳＰＩＫＥ（８８ ，０）十００３３３９＊ＳＰＩＫＥ（９１ ，０）

　　　　（６ ．３１５５１）　　　　　　　　　　　　　（３ ．２４２２２）

　　　一００３９０７＊ＳＰＩＫＥ（８９ ，０）一００３１５０＊ＳＰＩＫＥ（８７ ，０）十１１９９９４

　　　　（３ ．７７６９１）　　　　　　　　　　　　　（３ ．８１２４９）　　　　　　　　　　　　　（２７ ．１８８９）

　　ＳＵＭ　ＳＱ　　　０ ．０００６　　ＳＴＤ　ＥＲＲ　　Ｏ ．００７６　　ＬＨＳ　ＭＥＡＮ１４ ．２９０４

　　Ｒ　ＳＱ　　　　　０ ．９３５１　　　Ｒ　ＢＡＲ　ＳＱ　　Ｏ ．８９６２　　　Ｆ　６．１０　　２４ ．０１８７

　　Ｄ．Ｗ．（１）　　１ ．２１７９　　Ｄ．Ｗ．（２）　　２ ．４６３４

　　　　０Ｓ　Ｎ２＝ＥＸＰ（？？）

　［５１ＫＩＮＫＩＥＱ　ＯＳ　Ｎ３（就業者数（第３次産業））

ＡＮＮＵＡＬ　ＤＡＴＡ　ＦＯＲ　１７ＰＥＲＩＯＤＳ　ＦＲＯＭ１９７５Ｔ０１９９１

　ＬＯＧ（ＯＳ　Ｎ３）

　　　＝Ｏ ．３９０９０＊ＬＯＧ（ＯＳ　ＧＤＰ３）十８ ．２７３１５

　　　　（２６ ．９９８１）　　　　　　　　　　　　　　　　　（３４ ．１７１９）

　　ＳＵＭ　ＳＱ　　　０００２３　　ＳＴＤ　ＥＲＲ　　００１２４　　ＬＨＳ　ＭＥＡＮ１４８０９０

　　Ｒ　ＳＱ　　　　　Ｏ ．９７９８　　　Ｒ　ＢＡＲ　ＳＱ　　Ｏ ．９７８５　　　Ｆ　１ ．１５　　７２８ ，８９５

　　Ｄ．Ｗ．（１）　　１ ．０３１３　　Ｄ．Ｗ．（２）　　２ ．０５１５

　　　　０Ｓ　Ｎ３＝ＥＸＰ（？？）

（６５２）



　　　　　　　　　　　　　　　近畿経済計量モデルの開発とその応用（稲田 ・小川）

　［６１ＫＩＮＫＩＥＱ　ＯＳ　Ｎ（ＩＤＥＮＴＩＴＹ）（就業者数（合計））

　ＯＳ　Ｎ

　　　＝ＯＳ　Ｎ１＋ＯＳ　Ｎ２＋ＯＳ　Ｎ３

Ｅ　滋賀県

Ｅ　１県民総支出ブロック（実質 ：１９８５年価格）

　［１１ＫＩＮＫＩＥＱ ：ＳＩ　ＣＨ ：（家計最終消費支出）

ＡＮＮＵＡＬ　ＤＡＴＡ　ＦＯＲ　１７ＰＥＲＩＯＤＳ　ＦＲＯＭ１９７５Ｔ０１９９１

　ＳＩ　ＣＨ

　　　＝Ｏ ．１７８０２＊ＳＩ　ＹＤＨ／ＳＩ　ＰＣＨ＊１００＋０ ．０６０５３＊ＳＩ　ＫＳＨ［一１１／ＳＩ　ＰＣＨ＊１００

　　　　（１ ．１３５１４）　　　　　　　　（１ ．９８１７１）

　　　一１８２３０２＊ＳＰＩＫＥ（７５ ，Ｏ）一１８５９５４＊ＳＰＩＫＥ（７６ ，Ｏ）

　　　　（４ ．４６８５６）　　　　　　　　　　　（４ ．５０２２７）

　　　十８４２６６１＊ＳＰＩＫＥ（８１ ，０）十９３９３７６

　　　　（２ ．１８４７２）　　　　　　　　　　　　　　（４ ．３７６６０）

　　ＳＵＭ　ＳＱ　　１Ｅ＋１０　　ＳＴＤ　ＥＲＲ　３６１８８ ．６　　ＬＨＳ　ＭＥＡＮ１４８２１５０

　　Ｒ　ＳＱ　　　　　０ ．９８３３　　　Ｒ　ＢＡＲ　ＳＱ　　Ｏ ．９７５７　　　Ｆ　５．１１　　１２９ ，２２４

　　Ｄ．Ｗ．（１）　　１ ．５９２６　　Ｄ．Ｗ．（２）　　２ ．９９３３

　［２１ＫＩＮＫＩＥＱ ：ＳＩ　ＩＦＲ ：（総固定資本形成（民間 ：住宅））

ＡＮＮＵＡＬ　ＤＡＴＡ　ＦＯＲ　１６ＰＥＲＩＯＤＳ　ＦＲＯＭ１９７６Ｔ０１９９１

　ＳＩＩＦＲ

　　　＝０４６０４３＊ＳＩ ＩＦＲ［一１］十〇 ．１１５３３＊ＳＩ ＹＤＨ／ＳＩ ＰＩＦＲ＊１００

　　　　（３ ．７９０４１）　　　　　　　　　　　　　（４ ．２５７８７）

　　　一１５８９３６＊ＪＰ ＩＮＲＬ－ＰＣＨ（ＳＩ ＰＩＦＲ）一〇 ．０７３０３＊ＳＩ ＫＦＲ［一１１

　　　　（１ ．２１７４３）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（２ ．７３９６１）

　　　十４３４２８９＊ＳＰＩＫＥ（９０ ，Ｏ）一２９１２８１＊ＳＰＩＫＥ（８５ ，Ｏ）十１２８５１６

　　　　 （２ ．６５０７１） 　　　 （１ ，９１１
；１）

　　　 （Ｏ ．４４７７２）

　　ＳＵＭ　ＳＱ　　２Ｅ＋０９　　ＳＴＤ　ＥＲＲ　　１３７９７４　　ＬＨＳ　ＭＥＡＮ　２１９６６５

　　Ｒ　ＳＱ　　　　　Ｏ ．９３５２　　　Ｒ　ＢＡＲ　ＳＱ　　Ｏ ．８９１９　　　Ｆ　６，９　　　２１ ．６３３８

　　Ｄ．Ｗ．（１）　　１ ．９０１５　　Ｄ．Ｗ．（２）　　２ ．８４９２

　　Ｈ－０
．０６６４

　［３１ＫＩＮＫＩＥＱ 　ＳＩ 　ＫＦＲ（ＩＤＥＮＴＩＴＹ）（資本ストソ ク（民間住宅））

　ＳＩ　ＫＦＲ

　　　＝ ．９２４＊ＳＩ　ＫＦＲ［一１１＋ＳＩ　ＩＦＲ

　［４１ＫＩＮＫＩＥＱ　ＳＩ　ＩＦＮＲ（総固定資本形成（民問企業設備））

ＡＮＮＵＡＬ　ＤＡＴＡ　ＦＯＲ　１７ＰＥＲＩＯＤＳ　ＦＲＯＭ１９７５Ｔ０１９９１

　ＬＯＧ（ＳＩ　ＩＦＮＲ／ＫＩ　ＩＦＮＲ／（１－ＳＩ　ＩＦＮＲ／ＫＩ　ＩＦＮＲ））

　　　＝０ ．４３３６４＊ＬＯＧ（ＳＩ　ＧＤＰ／ＫＩ　ＧＤＰ／（１－ＳＩ　ＧＤＰ／ＫＩ　ＧＤＰ））

　　　　（１ ．６８０２０）

　　　十００２１６７＊ＳＩ　ＲＸ１／ＫＩ　ＲＸ１＋０１５１０１＊ＳＰＩＫＥ（８４ ，Ｏ）十ＳＰＩＫＥ（８５ ，Ｏ）

　　　　（Ｏ ．３５２９５）　　　　　　　　　　　　　　（４ ．９６６１２）

　　　十〇０９７４４＊ＳＰＩＫＥ（８９ ，Ｏ）一１５７７１１

　　　　（２ ．２１４７７）　　　　　　　　　　　　　（２ ．６６９９９）

　　ＳＵＭ　ＳＱ　　　０ ．０１９１　　ＳＴＤ　ＥＲＲ　　Ｏ ．０３９９　　ＬＨＳ　ＭＥＡＮ－２ ．７２３５

　　Ｒ　ＳＱ　　　　　Ｏ ．８０５４　　　Ｒ　ＢＡＲ　ＳＱ　　Ｏ ．７４０５　　　Ｆ　４．１２　　１２ ．４１２３

　　Ｄ．Ｗ．（１）　　１ ．７３１９　　Ｄ．Ｗ．（２）　　１ ．８９４３

　　　　ＳＩ　ＩＦＮＲ＝ＥＸＰ（？？）＊ＫＩ　ＩＦＮＲ＊（１－ＳＩ　ＩＦＮＲ／ＫＩ　ＩＦＮＲ）

　［５１ＫＩＮＫＩＥＱ　ＳＩ　ＫＦＮＲ（ＩＤＥＮＴＩＴＹ）（資本ストソ ク（民間企業設備））

　ＳＩ　ＫＦＮＲ

　　　＝ ．９５４＊ＳＩ　ＫＦＮＲ［一１１＋ＳＩ　ＩＦＮＲ

（６５３）

６７



６８　　　　　　　　　　　　　　　　立命館経済学（第４３巻 ・第４号）

　［６１ＫＩＮＫＩＥＱ　ＳＩ Ｊ． （在庫品増加）

ＡＮＮＵＡＬ　ＤＡＴＡ　ＦＯＲ　１６ＰＥＲＩＯＤＳ　ＦＲＯＭ１９７６Ｔ０１９９１

ＳＩ Ｊ

　　　＝０ ．０２６６４＊ＳＩ　ＧＤＥ－ＳＩ　Ｊ－４０５２ ．４１＊ＪＰ　ＩＮＲＬ－ＰＣＨ（ＳＩ　ＰＧＤＥ）

　　　　（３ ．８９５１２）　　　　　　　　　　　　　　　（１ ．３６７７７）

　　　十５９０６８４＊ＳＰＩＫＥ（８５ ，０）一４３２３８８＊ＳＰＩＫＥ（８７ ，Ｏ）

　　　　（２ ．８１２９７）　　　　　　　　　　　　　（２ ．０５８８０）

　　　十４４３５８６＊ＳＰＩＫＥ（８０ ，０）一３７４７０９

　　　　 （２
，０１６三２）

　　　 （１
，８８８；５）

　　ＳＵＭ　ＳＱ　　４Ｅ＋０９　　ＳＴＤ　ＥＲＲ　１９９９６２　　ＬＨＳ　ＭＥＡＮ３４７３０８

　　Ｒ　ＳＱ　　　　　０ ．７３７８　　　Ｒ　ＢＡＲ　ＳＱ　　０ ．６０６７　　　Ｆ　５，１０　　　５ ．６２７５

　　Ｄ．Ｗ．（１）　　２ ．３１１３　　Ｄ．Ｗ．（２）　　１ ．５２８３

　［７１ＫＩＮＫＩＥＱ　ＳＩ　ＧＤＥ（ＩＤＥＮＴＩＴＹ）（県内総支出）

　ＳＩ　ＧＤＥ

　　　＝ＳＩ　ＣＨ＋ＳＩ　ＣＮＨ＋ＳＩ　ＣＧ＋ＳＩ　ＩＦＲ＋ＳＩ　ＩＦＮＲ＋ＳＩ　ＩＦＧ＋ＳＩ　Ｊ＋ＳＩ　ＥＸＤ－ＳＩ　ＩＭＤ＋ＳＩ　ＤＩＳＣ

［８１ＫＩＮＫＩＥＱ　ＳＩ　ＮＦＹ（ＩＤＥＮＴＩＴＹ）（県外からの純要素所得）

　ＳＩ　ＮＦＹ

　　　＝ＳＩ　ＮＦＹＮ／ＳＩ　ＰＧＤＥ＊１００

　［９１ＫＩＮＫＩＥＱ　ＳＩ　ＧＮＥ（ＩＤＥＮＴＩＴＹ）（県民総支出）

　ＳＩ　ＧＮＥ

　　　：ＳＩ　ＧＤＥ＋ＳＩ　ＮＦＹ

Ｅ　２県民総支出プロンク（名目）

　１１１ＫＩＮＫＩＥＱ　ＳＩ　ＣＨＮ（ＩＤＥＮＴＩＴＹ）（家計最終消費支出）

　ＳＩ　ＣＨＮ

　　　＝ＳＩ　ＣＨ＊ＳＩ　ＰＣＨ１１００

　［２１ＫＩＮＫＩＥＱ　ＳＩ　ＣＧＮ（ＩＤＥＮＴＩＴＹ）（一般政府最終消費支出）

　ＳＩ　ＣＧＮ

　　　＝ＳＩ　ＣＧ＊ＳＩ　ＰＣＧ／１００

　［３１ＫＩＮＫＩＥＱ　ＳＩ　ＩＦＲＮ（ＩＤＥＮＴＩＴＹ）（総固定資本形成（民問住宅））

　ＳＩ　ＩＦＲＮ

　　　＝ＳＩ　ＩＦＲ＊ＳＩ　ＰＩＦＲ／１００

１４１ＫＩＮＫＩＥＱ　ＳＩ　ＩＦＮＲＮ（ＩＤＥＮＴＩＴＹ）（総固定資本形成（民間企業設備））

　ＳＩ　ＩＦＮＲＮ

　　　＝ＳＩ　ＩＦＮＲ＊ＳＩ　ＰＩＦＮＲ／１００

　［５１ＫＩＮＫＩＥＱ　ＳＩ　ＩＦＧＮ（ＩＤＥＮＴＩＴＹ）（総固定資本形成（公的））

　ＳＩ　ＩＦＧＮ

　　　：ＳＩ　ＩＦＧ＊ＳＩ　ＰＩＦＧ／１００

　［６１ＫＩＮＫＩＥＱ　ＳＩ　ＧＤＥＮ（ＩＤＥＮＴＩＴＹ）（県内総支出）

　ＳＩ　ＧＤＥＮ

　　　＝ＳＩ　ＣＨＮ＋ＳＩ　ＣＮＨＮ＋ＳＩ　ＣＧＮ＋ＳＩ　ＩＦＲＮ＋ＳＩ　ＩＦＮＲＮ＋ＳＩ　ＩＦＧＮ＋ＳＩ　ＪＮ＋ＳＩ　ＥＸＤＮ

　　　－ＳＩ　ＩＭＤＮ＋ＳＩ　ＤＩＳＣＮ

（６５４）



　　　　　　　　　　　　　　　近畿経済計量モデルの開発とその応用（稲田 ・小川）

［７１ＫＩＮＫＩＥＱ　ＳＩ　ＮＦＹＮ（県外からの純要素所得）

ＡＮＮＵＡＬ　ＤＡＴＡ　ＦＯＲ　１７ＰＥＲＩＯＤＳ　ＦＲＯＭ１９７５Ｔ０１９９１

　ＳＩ　ＮＦＹＮ

　　　＝一〇 ．４５２９０＊ＳＩ　ＧＤＥＮ＋Ｏ ．０２７９０＊ＫＩ　ＧＤＥＮ

　　　　　（７ ．０１１５２）　　　　　　　　　　（５ ．７３２５４）

　　　　十１９９０４４＊ＳＰＩＫＥ（８７ ，Ｏ）十ＳＰＩＫＥ（８８ ，Ｏ）十１１９７０６＊ＳＰＩＫＥ（８６ ，Ｏ）

　　　　　（７ ．９５７０４）　　　　　　　　　　（３ ．７１８２６）

　　　　十１０７９１２＊ＳＰＩＫＥ（８９ ，Ｏ）一２２３７８６

　　　　　（３ ．１４３７０）　　　　　（３ ．５１１４３）

　　ＳＵＭ　ＳＱ　　１Ｅ＋１０　　ＳＴＤ　ＥＲＲ　３０４６７７　　ＬＨＳ　ＭＥＡＮ－９８１９７

　　Ｒ　ＳＱ　　　　　０ ．９４４３　　　Ｒ　ＢＡＲ　ＳＱ　　Ｏ ．９１９０　　　Ｆ　５．１１　　３７ ．２９５１

　　Ｄ．Ｗ．（１）　　１ ．３１４４　　Ｄ．Ｗ．（２）　　２ ．０４２８

　［８１ＫＩＮＫＩＥＱ　ＳＩ　ＧＮＥＮ（ＩＤＥＮＴＩＴＹ）（県民総支出）

　ＳＩ　ＧＮＥＮ

　　　＝ＳＩ　ＧＤＥＮ＋ＳＩ　ＮＦＹＮ

Ｅ　３所得支出勘定プロンク（制度部門別）

［１１ＫＩＮＫＩＥＱ　ＳＩ　ＹＷ（ＩＤＥＮＴＩＴＹ）（雇用者所得）

　ＳＩ　ＹＷ

　　　：ＳＩ　ＷＡＧＥ＊ＳＩ　Ｎ／１００

　［２１ＫＩＮＫＩＥＱ ：ＳＩ　ＹＩＮＤ ：（個人企業所得）

ＡＮＮＵＡＬ　ＤＡＴＡ　ＦＯＲ　１６ＰＥＲＩＯＤＳ　ＦＲＯＭ１９７６Ｔ０１９９１

　ＬＯＧ（ＳＩ　ＹＩＮＤ／（ＳＩ　ＹＰ－ＳＩ　ＹＩＮＤ））

　　　＝一００２９８３＊ＴＩＭＥ＋Ｏ０４２３４＊ＰＣＨ（ＳＩ　ＧＤＰ）十０５０７０８＊ＳＰＩＫＥ（７９ ，Ｏ）

　　　　　 （７１０３１４８） 　（５１１１３０４） 　　一　 （６ ．Ｏ１７２１）

　　　　　十０２６８０５＊ＳＰＩＫＥ（８７ ，Ｏ）十０２１５９３＊ＳＰＩＫＥ（７６ ，Ｏ）

　　　　　 （３１８１０２１）

　　　 （２ ．７８８３６）

　　　　　一０１４３４３＊ＳＰＩＫＥ（８２ ，Ｏ）一１９８４３７

　　　　　（２ ．０６５８４）　　　　　（２９ ．７７９０）

　　ＳＵＭ　ＳＱ　　　Ｏ ．０３８３　　ＳＴＤ　ＥＲＲ　　Ｏ ．０６５３　　ＬＨＳ　ＭＥＡＮ－１ ．９６７９

　　Ｒ　ＳＱ　　　　　Ｏ ．９３７４　　　Ｒ　ＢＡＲ　ＳＱ　　Ｏ ．８９５７　　　Ｆ　６，９　　　２２ ．４６５３

　　Ｄ．Ｗ．（１）　　１ ．４６９８　　Ｄ．Ｗ．（２）　　１ ．３５８４

　　　　ＳＩ　ＹＩＮＤ＝ＥＸＰ（刀）＊（ＳＩ　ＹＰ－ＳＩ　ＹＩＮＤ）

　［３１ＫＩＮＫＩＥＱ　ＳＩ　ＹＩＮＴＨＲ（利子の受取（家計））

　ＡＮＮＵＡＬ　ＤＡＴＡ　ＦＯＲ　１７ＰＥＲＩＯＤＳ　ＦＲＯＭ１９７５Ｔ０１９９１

　ＳＩ　ＹＩＮＴＨＲ

　　　＝０７５５２９＊ＪＰ　ＩＮＲＬ＊ＳＩ　ＫＳＨ［一１１／１００－１０８０７３＊ＳＰＩＫＥ（９１ ，Ｏ）

　　　　 （２三
．７３４４）一 　　 一　　　 （５ ．８７８４９）

　　　一３８７３２９＊ＳＰＩＫＥ（９０ ，０）十３８２１８１

　　　　（２ ．４７０９８）　　　　　　　　　　　　　（５ ．９９８２８）

　　ＳＵＭ　ＳＱ　　２Ｅ＋０９　　ＳＴＤ　ＥＲＲ　　１１１０４ ．２　　ＬＨＳ　ＭＥＡＮ　１９２４４７

　　Ｒ　ＳＱ　　　　　Ｏ ．９８８９　　　Ｒ　ＢＡＲ　ＳＱ　　Ｏ ．９８６３　　　Ｆ　３．１３　　３８５ ，７６０

　　Ｄ．Ｗ．（１）　　Ｏ ．８６６２　　Ｄ．Ｗ．（２）　　１ ．７４９５

６９

（６５５）



７０　　　　　　　　　　　　　　立命館経済学（第４３巻 ・第４号）

［４１ＫＩＮＫＩＥＱ　ＳＩ　ＹＤＩＶＨＲ（配当の受取（家計））

ＡＮＮＵＡＬ　ＤＡＴＡ　ＦＯＲ　１７ＰＥＲＩＯＤＳ　ＦＲＯＭ１９７５Ｔ０１９９１

ＳＩ　ＹＤＩＶＨＲ

　　＝００４３４３＊（ＳＩ ＹＤＩＶＨＲ＋ＳしＹＣＡＤ）十１７３９１５＊ＳＰＩＫＥ（８９ ，０）

　　　 （１
五．

８７９７） 　　　　　　 （７
，００９え４）

　　十１２３２７０＊ＳＰＩＫＥ（９０ ，０）十９７６６１４＊ＳＰＩＫＥ（９１ ，０）十３６６３４５

　　　 （４
，８４７る５）

　　　 （３
．７２え５６）

　　　 （３
．０５ｉ６２）

　ＳＵＭ　ＳＱ　　５Ｅ＋０７　　ＳＴＤ　ＥＲＲ　２１０６ ．５４　　ＬＨＳ　ＭｌＥＡＮ２５２１８ ．９

　Ｒ　ＳＱ　　　　　０ ．９８５６　　　Ｒ　ＢＡＲ　ＳＱ　　０ ．９８０８　　　Ｆ　４．１２　　２０５ ，０３９

　Ｄ．Ｗ．（１）　　１ ．２７４２　　Ｄ．Ｗ．（２）　　１ ．１７６９

［５１ＫＩＮＫＩＥＱ　ＳＩ　ＹＲＥＮＨＲ（賃貸料の受取（家計））

ＡＮＮＵＡＬ　ＤＡＴＡ　ＦＯＲ　１６ＰＥＲＩＯＤＳ　ＦＲＯＭ１９７６Ｔ０１９９１

ＳＩ　ＹＲＥＮＨＲ

　　＝０ ．９４２２６＊ＳＩ　ＹＲＥＮＨＲ［一１１＋０ ．０００１３＊ＳＩ　ＰＣＨ＊ＳＩ　ＩＦＲ－１０７３ ．４０

　　　（７ ．３２７２０）　　　　　　（１ ．５８８６６）　　　　　　（１ ．６８１５５）

　ＳＵＭ　ＳＱ　　５５４７３４３　　ＳＴＤ　ＥＲＲ　６５３２３７　　ＬＨＳ　ＭＥＡＮ１２４７００

　Ｒ　ＳＱ　　　　　０ ．９７８３　　　Ｒ　ＢＡＲ　ＳＱ　　０ ．９７４９　　　Ｆ　２．１３　　２９２ ，５７６

　Ｄ．Ｗ．（１）　　１ ．７０７６　　Ｄ．Ｗ．（２）　　２ ．０９７６

　Ｈ－Ｏ
．１７９２

［６１ＫＩＮＫＩＥＱ　ＳＩ　ＮＴＲＨ（その他の経常移転純受取（家計））

ＡＮＮＵＡＬ　ＤＡＴＡ　ＦＯＲ　１６ＰＥＲＩＯＤＳ　ＦＲＯＭ１９７６Ｔ０１９９１

ＳＩ　ＮＴＲＨ

　　＝０４０３１１＊ＳＩ　ＮＴＲＨ［一１１＋００１０９６＊ＳＩ　ＣＨＮ
　　　 （２１８００７６）一

　　　
（１１８４９４１）一

　　一２１９８８８＊ＳＰＩＫＥ（９０ ，Ｏ）十１７２８８５＊ＳＰＩＫＥ（８１ ，Ｏ）

　　　 （２
，９３１ｉ５）

　　　 （２
，３５５五４）

　　一１５５２７０＊ＳＰＩＫＥ（８３ ，０）一１５２２９６＊ＳＰＩＫＥ（８５ ，０）十１８７１２６

　　　 （２
，１９０皇６）

　　　 （２ ．１５２１３） 　　　 （２
，３１２ラ７）

　ＳＵＭ　ＳＱ　　４Ｅ＋０８　　ＳＴＤ　ＥＲＲ　６７３４ ．３０　　ＬＨＳ　ＭＥＡＮ５２７２３ ．３

　Ｒ　ＳＱ　　　　　０ ．８２７２　　　Ｒ　ＢＡＲ　ＳＱ　　０ ．７１２０　　　Ｆ　６，９　　　７ ．１７９４

　Ｄ．Ｗ．（１）　　１ ．２６５３　　Ｄ．Ｗ．（２）　　２ ．３７３４

　Ｈ　　　　　　　１ ．６１６９

［７１ＩＮＫＩＥＱ　ＳＩ　ＴＤＨ（ＩＤＥＮＴＩＴＹ）（直接税（家計））

ＳＩ　ＴＤＨ

　　＝ＳＩ ＲＴＤＨ＊（ＳＩ ＹＷ＋ＳＩ ＹＷ卜１１＋ＳしＹＩＮＤ＋ＳＩ ＹＩＮＤ卜１１＋ＳＩ ＹＩＮＴＨＲ

　　＋ＳＩ　ＹＩＮＴＨＲ［一１１＋ＳＩ　ＹＤＩＶＨＲ＋ＳＩ　ＹＤＩＶＨＲ［一１１）／２００

１８１ＫＩＮＫＩＥＱ　ＳＩ　ＹＩＮＴＣＤ（消費者負債利子）

ＣＯＣＨＲＡＮ－０ＲＣＵＴＴ

ＡＮＮＵＡＬ　ＤＡＴＡ　ＦＯＲ　１６ＰＥＲＩＯＤＳ　ＦＲＯＭ１９７６Ｔ０１９９１

ＳＩ　ＹＩＮＴＣＤ

　　：０ ．００７２２＊ＳＩ　ＣＨＮ＋０ ．０４０２３＊ＪＰ　ＩＮＲＬ＊ＳＩ　ＣＨＮ／１ＯＯ

　　　（１ ．９３８０１）　　　　　　　　　（１ ．８１２６２）

　　十１６９６６４＊ＳＰＩＫＥ（８９ ，０）十１８８３１２＊ＳＰＩＫＥ（９０ ，０）一８９３６７９

　　　（２
．１６三５０）

　　　 （２
．４７五

１２） 　　　 （１
．７４三

１５）

　ＳＵＭ　ＳＱ　　６２８４０３６　　ＳＴＤ　ＥＲＲ　７９２７１９　　ＬＨＳ　ＭＥＡＮ６１２９５６

　Ｒ　ＳＱ　　　　　０ ．９５５８　　　Ｒ　ＢＡＲ　ＳＱ　　０ ．９３３７　　　Ｆ　５．１０　　４３ ．２３２６

Ｄ． Ｗ． （１）　　１ ．５２５１　　Ｄ．Ｗ．（２）　　２ ．０４５２

　　　ＡＲ０＝十０ ．７３８１７＊ＡＲ１

　　　　　　　　（４ ．９７６４８）

（６５６）



　　　　　　　　　　　　　　近畿経済計量モデルの開発とその応用（稲田 ・小川）

［９１ＫＩＮＫＩＥＱ　ＳＩ　ＹＤＨ（ＩＤＥＮＴＩＴＹ）（可処分所得（家計））

ＳＩ　ＹＤＨ

　　＝ＳＩ　ＹＷ＋ＳＩ　ＹＩＮＤ＋ＳＩ　ＹＩＮＴＨＲ＋ＳＩ　ＹＤＩＶＨＲ＋ＳＩ　ＹＲＥＮＨＲ－ＳＩ　ＹＩＮＴＣＤ－ＳＩ ＴＤＨ

　　＋ＳＩ　ＮＴＲＨ

［１０１ＫＩＮＫＩＥＱ　ＳＩ　ＳＨ（ＩＤＥＮＴＩＴＹ）（貯蓄（家計））

ＳＩ　ＳＨ

　　＝ＳＩ　ＹＤＨ－ＳＩ　ＣＨＮ

［１１１ＫＩＮＫＩＥＱ　ＳＩ　ＫＳＨ（ＩＤＥＮＴＩＴＹ）（貯蓄残高（家計））

ＳＩ　ＫＳＨ

　　＝ＳＩ　ＫＳＨｌ－１１＋ＳＩ　ＳＨ

［１２１ＩＮＫＩＥＱ　ＳＩ　ＹＰＲＧＲ（財産所得の受取（一般政府））

ＡＮＮＵＡＬ　ＤＡＴＡ　ＦＯＲ　１６ＰＥＲＩＯＤＳ　ＦＲＯＭ１９７６Ｔ０１９９１

ＳＩ　ＹＰＲＧＲ

　　：Ｏ ．３６４００＊ＳＩ　ＹＰＲＧＲ［一１］十〇 ．１９６５７＊ＳＩ　ＣＧＮ

　　　（２ ．８５１８７）　　　　　　（５ ．００９８９）

　　十６３３８２０＊ＳＰＩＫＥ（９０ ，Ｏ）十４４４１１９＊ＳＰＩＫＥ（９１ ，Ｏ）一１５７３４４

　　　
（４

．３９三
１８） 　　　 （・

．９１ｉ６１）

　　　 （３
．…；９）

　ＳＵＭ　ＳＱ　　 ２Ｅ＋０７　　ＳＴＤ　ＥＲＲ　１１９４ ．１０　　ＬＨＳ　ＭＥＡＮ４２１３８ ．０

　Ｒ　ＳＱ　　　　　０ ．９９７２　　　Ｒ　ＢＡＲ　ＳＱ　　０ ．９９６２　　　Ｆ　４．１１　　９８１ ，０３１

　Ｄ．Ｗ．（１）　　１ ．７５５５　　Ｄ．Ｗ．（２）　　３ ．１９９７

　Ｈ　　　　　　　０ ．４４８２

［１３１ＫＩＮＫＩＥＱ　ＳＩ　ＴＤ（ＩＤＥＮＴＩＴＹ）（直接税（合計））

ＳＩ　ＴＤ

　　　＝ＳＩ　ＴＤＣ＋ＳＩ　ＴＤＨ

［１４１ＫＩＮＫＩＥＱ　ＳＩ　ＴＤＣ（ＩＤＥＮＴＩＴＹ）（直接税（法人企業））

ＳＩ　ＴＤＣ

　　　＝ＳＩ　ＲＴＤＣ＊（ＳＩ　ＹＣＡＤ＋ＳＩ　ＹＧ＋ＳＩ　ＹＣＡＤ［一１１＋ＳＩ ＹＧ［一１１）／２００

［１５１ＫＩＮＫＩＥＱ　ＳＩ　ＴＩ（ＩＤＥＮＴＩＴＹ）（問接税）

ＳＩ ＴＩ

　　　＝ＳＩ　ＲＴＩ＊ＳＩ　ＣＨＮ／１００

［１６１ＫＩＮＫＩＥＱ　ＳＩ　ＮＴＲＧ（その他の経常移転純受取（一般政府））

ＣＯＣＨＲＡＮ－ＯＲＣＵＴＴ

ＡＮＮＵＡＬ　ＤＡＴＡ　ＦＯＲ　１６ＰＥＲＩＯＤＳ　ＦＲＯＭ１９７６Ｔ０１９９１

ＳＩ　ＮＴＲＧ

　　　＝一０７９１０９＊ＳＩ　ＣＧＮ－２０４５５３＊ＳＰＩＫＥ（８４ ，Ｏ）

　　　　 （４１３３６００）一 　（１ ，６５４え６）

　　　　一１９２０９４＊ＳＰＩＫＥ（８５ ，Ｏ）十１２８００６

　　　　 （１
．５５３６２）

　　　 （２ ．７４３４３）

　ＳＵＭ　ＳＱ　　２Ｅ＋０９　　ＳＴＤ　ＥＲＲ　　１２８１６２　　ＬＨＳ　ＭＥＡＮ－５１９３７

　Ｒ　ＳＱ　　　　　０ ．９３７１　　　Ｒ　ＢＡＲ　ＳＱ　　Ｏ ．９１４２　　　Ｆ　 ４． １１　　 ４０ ．９６７９

　Ｄ．Ｗ．（１）　　１ ．４２７０　　Ｄ．Ｗ．（２）　　２ ．１３２４

　　　　ＡＲ０＝十〇 ．６０２２０＊ＡＲ１

　　　　　　　　　（２ ．３５０９８）

７１

（６５７）



７２　　　　　　　　　　　　　　　立命館経済学（第４３巻 ・第４号）

［１７１ＩＮＫＩＥＱ　ＳＩ　ＹＰＲＧＯ（財産所得の支払（一般政府））

ＡＮＮＵＡＬ　ＤＡＴＡ　ＦＯＲ　１１ＰＥＲＩＯＤＳ　ＦＲＯＭ１９８１Ｔ０１９９１

ＳＩ　ＹＰＲＧＯ

　　　：１３４２３９＊ＳＩ ＫＧＢ［一１］十４６３３８６＊ＳＰＩＫＥ（９１ ，０）

　　　（３ ．５０７８１）　　　　　（４ ．９７８１１）

　　　十３５６９５４＊ＳＰＩＫＥ（９０ ，０）十３１２４９２＊ＳＰＩＫＥ（８９ ，０）一５６１８９２

　　　 （３
，８３７五５）

　　　 （３
，３２９ｉ７）

　　　 （１ ，３７１
身０）

　ＳＵＭ　ＳＱ　　５Ｅ＋０８　　ＳＴＤ　ＥＲＲ　８７６９５１　　ＬＨＳ　ＭＥＡＮ

　Ｒ　ＳＱ　　　　　０ ．８９５０　　　Ｒ　ＢＡＲ　ＳＱ　　０ ．８２５１　　　Ｆ　４，６

　Ｄ．Ｗ．（１）　　１ ．３７８０　　Ｄ．Ｗ．（２）　　１ ．８６５２

［１８１ＫＩＮＫＩＥＱ　ＳＩ　ＳＵＢ（ＩＤＥＮＴＩＴＹ）（補助金）

ＳＩ　ＳＵＢ

　　＝ＳＩ　ＲＳＵＢ＊ＳＩ　ＧＤＥＮ／１００

［１９１ＫＩＮＫＩＥＱ　ＳＩ ＹＤＧ（ＩＤＥＮＴＩＴＹ）（可処分所得（一般政府））

ＳＩ　ＹＤＧ

　　＝ＳＩ　ＹＰＲＧＲ－ＳＩ　ＹＰＲＧ〇十ＳＩ　ＴＤ＋ＳＩ　ＴＩ－ＳＩ　ＳＵＢ＋ＳＩ　ＮＴＲＧ

［２０１ＫＩＮＫＩＥＱ　ＳＩ　ＳＧ（ＩＤＥＮＴＩＴＹ）（貯蓄（一般政府））

ＳＩ　ＳＧ

　　＝ＳＩ　ＹＤＧ－ＳＩ　ＣＧＮ

［２１１ＫＩＮＫＩＥＱ　ＳＩ　ＳＧＢ（地方債発行額（一般政府））

ＡＮＮＵＡＬ　ＤＡＴＡ　ＦＯＲ　１２ＰＥＲＩＯＤＳ　ＦＲＯＭ１９８０Ｔ０１９９１

ＳＩ　ＳＧＢ＋ＳＩ　ＳＧ

　　＝Ｏ ．８５４８１＊ＳＩ　ＩＦＧＮ

　　　（６ ．３４５６７）

　　一２３０８７４＊（ＳＰＩＫＥ（８０ ，０）十ＳＰＩＫＥ（８１ ，０）十ＳＰＩＫＥ（８２ ，０））

　　　 （２
．１９５６８）

　　一２４２８１７＊ＳＰＩＫＥ（８４ ，Ｏ）一７２２８９８

　　　 （１
，５９０星６）

　　　 （２
，５５２る８）

　ＳＵＭ　ＳＱ　　２Ｅ＋０９　　ＳＴＤ　ＥＲＲ　　１４２６９ ．５　　ＬＨＳ　ＭＥＡＮ

　Ｒ　ＳＱ　　　　　０ ．８９５９　　　Ｒ　ＢＡＲ　ＳＱ　　０ ．８５６９　　　Ｆ　３，８

Ｄ． Ｗ． （１）　　１ ．３４６４　　Ｄ．Ｗ．（２）　　２ ．２５７７

　　　ＳＩ　ＳＧＢ＝（ア？）一ＳＩ　ＳＧ

［２２１ＫＩＮＫＩＥＱ　ＳＩ　ＫＧＢ（地方債発行残高（一般政府））

ＡＮＮＵＡＬ　ＤＡＴＡ　ＦＯＲ　１１ＰＥＲＩＯＤＳ　ＦＲＯＭ１９８１Ｔ０１９９１

ＳＩ　ＫＧＢ

　　＝Ｏ ．６９８５０＊ＳＩ　ＫＧＢ［一１１＋０ ．８０５５５＊ＳＩ　ＳＧＢ

　　　（１０ ．２３７７）　　　　　（１３ ．２７６１）

　　一６８３７１７＊ＳＰＩＫＥ（８９ ，０）一５６０１１４＊ＳＰＩＫＥ（８８ ，０）十２５２１５８

　　　（５
．ｏｏる

１８） 　　　 （３
．６６三

１７） 　　　 （３
．３１７６６）

　ＳＵＭ　ＳＱ　　９３４３９１６　　ＳＴＤ　ＥＲＲ　　１２４７９３　　ＬＨＳ　ＭＥＡＮ

　Ｒ　ＳＱ　　　　　０ ．９７４５　　　Ｒ　ＢＡＲ　ＳＱ　　０ ．９５７４　　　Ｆ　４，６

ｎＷ．（１）　　１ ．５１８２　　Ｄ．Ｗ．（２）　　２ ．５１７５

　Ｈ　　　　　　　　０ ．４５０２

９６９５０ ，３

１２ ．７９０５

８９１１９ ，７

２２ ．９５９７

１０９０６２

５７ ．２２０２

（６５８）



　　　　　　　　　　　　　　近畿経済計量モデルの開発とその応用（稲田 ・小川）　　　　　　　　　　　７３

［２３１ＫＩＮＫＩＥＱ　ＳＩ　ＹＣＡＤ（民問法人企業所得（配当受払後））

ＡＮＮＵＡＬ　ＤＡＴＡ　ＦＯＲ　１６ＰＥＲＩＯＤＳ　ＦＲＯＭ１９７６Ｔ０１９９１

ＳＩ　ＹＣＡＤ

　　＝０ ．３８１６３＊ＳＩ　ＧＤＥＮ－ＳＩ　ＹＷ
　　　（１８ ．８８４１）

　　一〇 ．５３６７６＊ＪＰ　ＩＮＲＬ＊ＳＩ　ＰＩＦＮＲ＊ＳＩ　ＫＦＮＲ［一１１／１００００

　　　（３ ．５０２８２）

　　十８５４１３１＊ＳＰＩＫＥ（８８ ，０）十４５３５５５＊ＳＰＩＫＥ（８６ ，０）一２４７８７３

　　　（３ ．２２５３３）　　　　　　　　　　　　　（２ ．０５３６５）　　　　　　　　　　　　　（１ ．３７２７５）

　ＳＵＭ　ＳＱ　　５Ｅ＋０９　　ＳＴＤ　ＥＲＲ　２１０３５ ．２　　ＬＨＳ　ＭＥＡＮ　４３８３８０

　Ｒ　ＳＱ　　　　　Ｏ ．９９３９　　　Ｒ　ＢＡＲ　ＳＱ　　Ｏ ．９９１７　　　Ｆ　４．１１　　４４６ ，７８７

　Ｄ．Ｗ．（１）　　１ ．８３５８　　Ｄ．Ｗ．（２）　　１ ．１２６８

［２４１ＫＩＮＫＩＥＱ　ＳＩ　ＹＰ（ＩＤＥＮＴＩＴＹ）（県民所得）

ＳＩ　ＹＰ

　　＝ＳＩ　ＹＷ＋ＳＩ　ＹＰＲＧＲ＋ＳＩ　ＹＰＲＮＨＲ＋ＳＩ　ＹＩＮＴＨＲ＋ＳＩ　ＹＤＩＶＨＲ＋ＳＩ　ＹＲＥＮＨＲ－ＳＩ　ＹＰＲＧＯ

　　－ＳＩ　ＹＰＲＮＨＯ－ＳＩ　ＹＩＮＴＣＤ＋ＳＩ　ＹＣＡＤ＋ＳＩ　ＹＧ＋ＳＩ　ＹＩＮＤ

Ｅ　４　生産・労働ブロック

　［１１ＫＩＮＫＩＥＱ 　ＳＩ　ＧＤＰ２（県内総生産（第２次産業））

ＡＮＮＵＡＬ　ＤＡＴＡ　ＦＯＲ　１６ＰＥＲＩＯＤＳ　ＦＲＯＭ１９７６Ｔ０１９９１

　ＬＯＧ（ＳＩ　ＧＤＰ２／（ＳＩ　ＯＰＲ＊ＳＩ　ＫＦＮＲ［一１１／１００））

　一０ ．６３７４＊ＬＯＧ（ＳＩ　ＴＨ＊ＳＩ　Ｎ２／（ＳＩ　ＯＰＲ＊ＳＩ　ＫＦＮＲ［一１１／１００））

　　　＝００２６８６＊ＴＩＭＥ＋Ｏ０９０３８＊ＳＰＩＫＥ（７８ ，Ｏ）一２５１４６９

　　　　（１６ ．５０２１）　　　　　　　（２ ．９１６００）　　　　　　　　　　　　　（１４２ ，３２５）

　　ＳＵＭ　ＳＱ　　Ｏ ．０１０６　　ＳＴＤ　ＥＲＲ　　Ｏ ．０２８５　　ＬＨＳ　ＭＥＡＮ－２ ．２５３９

　　Ｒ　ＳＱ　　　　　Ｏ ．９５５３　　　Ｒ　ＢＡＲ　ＳＱ　　Ｏ ．９４８４　　　Ｆ　２．１３　　１３８ ，７５６

　　Ｄ．Ｗ．（１）　　１ ．５６４１　　Ｄ．Ｗ．（２）　　１ ．７５４８

　　　　ＳＩ　ＧＤＰ２＝ＥＸＰ（”十０６３７４＊ＬＯＧ（ＳＩ　ＴＨ＊ＳＩ　Ｎ２／（ＳＩ　ＯＰＲ＊ＳＩ　ＫＦＮＲ［一１］／１００）））

　　　　　＊（ＳＩ　ＯＰＲ＊ＳＩ　ＫＦＮＲ［一１１／１００）

　［２１ＫＩＮＫＩＥＱ　ＳＩ　ＧＤＰ３（県内総生産（第３次産業））

ＡＮＮＵＡＬ　ＤＡＴＡ　ＦＯＲ　１７ＰＥＲＩＯＤＳ　ＦＲＯＭ１９７５Ｔ０１９９１

　ＬＯＧ（ＳＩ　ＧＤＰ３）

　　　＝１ ．５６２７９＊ＬＯＧ（ＳＩ　ＴＨ＊ＳＩ　Ｎ３）十０ ．２７８１９＊ＳＰＩＫＥ（９１ ，Ｏ）

　　　　（２６ ．０６９８）　　　　　　　　（８ ．５７４３２）

　　　十０２００８８＊ＳＰＩＫＥ（９０ ，Ｏ）十０１４１９３＊ＳＰＩＫＥ（８９ ，Ｏ）一１３３６６０

　　　　（６ ．１５３７５）　　　　　（４ ．３２８１０）　　　　　（１２ ．７２６３）

　　ＳＵＭ　ＳＱ　　　Ｏ ．０１０５　　ＳＴＤ　ＥＲＲ　　Ｏ ．０２９５　　ＬＨＳ　ＭＥＡＮ１４ ．１０２３

　　Ｒ　ＳＱ　　　　　Ｏ ．９９１５　　　Ｒ　ＢＡＲ　ＳＱ　　０ ．９８８７　　　Ｆ　４．１２　　３５１ ，５２８

　　Ｄ．Ｗ．（１）　　１ ．４８３４　　Ｄ．Ｗ．（２）　　１ ．４４５７

　　　　　ＳＩ　ＧＤＰ３＝ＥＸＰ（？？）

　［３１ＫＩＮＫＩＥＱ　ＳＩ　ＧＤＰ（ＩＤＥＮＴＩＴＹ）（県内総生産）

　ＳＩ　ＧＤＰ

　　　＝ＳＩ　ＧＤＰ１＋ＳＩ　ＧＤＰ２＋ＳＩ　ＧＤＰ３

（６５９）



７４　　　　　　　　　　　　　　　立命館経済学（第４３巻 ・第４号）

　［４１ＫＩＮＫＩＥＱ　ＳＩ　Ｎ２（競業者数（第２次産業））

ＡＮＮＵＡＬ　ＤＡＴＡ　ＦＯＲ　１６ＰＥＲＩＯＤＳ　ＦＲＯＭ１９７６ＴＯ１９９１

　ＬＯＧ（ＳＩ　Ｎ２）

　　　＝Ｏ ．７２６３８＊ＬＯＧ（ＳＩ　Ｎ２）［一１］十〇 ．１４６５５＊ＬＯＧ（ＳＩ　ＧＤＰ２）

　　　　（４ ．３８２７３）　　　　　　　　　　　　　　　　（２ ．０９２７８）

　　　一００６８８５＊ＬＯＧ（ＳＩ　ＷＡＧＥ／ＪＰ　ＷＰＩ）十１３４０８４

　　　　（１１６７２７４）

　　 １　　 一　
（１１０９３６８）

　　ＳＵＭ　ＳＱ　　　００００７　　ＳＴＤ　ＥＲＲ　　０００７９　　ＬＨＳ　ＭｌＥＡＮ１２２８０９

　　Ｒ　ＳＱ　　　　　Ｏ ．９９４２　　　Ｒ　ＢＡＲ　ＳＱ　　Ｏ ．９９２８　　　Ｆ　３．１２　　６８５ ，７４６

　　Ｄ．Ｗ．（１）　　２ ．６６７５　　Ｄ．Ｗ．（２）　　１ ．４７５４

　　Ｈ－１
．８０３９

　　　　ＳＩ　Ｎ２＝ＥＸＰ（？？）

　［５１ＫＩＮＫＩＥＱ　ＳＩ　Ｎ３（就業者数（第３次産業））

　ＣＯＣＨＲＡＮ－ＯＲＣＵＴＴ

ＡＮＮＵＡＬ　ＤＡＴＡ　ＦＯＲ　１６ＰＥＲＩＯＤＳ　ＦＲＯＭ１９７６Ｔ０１９９１

　ＬＯＧ（ＳＩ　Ｎ３）

　　　＝０２３２３８＊ＬＯＧ（ＳＩ　ＧＤＰ３）十９２１８１５

　　　　（２ ．１４３１９）　　　　　　　　　　　　　　　　（５ ．６７２３５）

　　ＳＵＭ　ＳＱ　　　Ｏ ．０００９　　ＳＴＤ　ＥＲＲ　　Ｏ ．Ｏ０８４　　ＬＨＳ　ＭＥＡＮ１２ ．４０９３

　　Ｒ　ＳＱ　　　　　０ ．９９５９　　　Ｒ　ＢＡＲ　ＳＱ　　Ｏ ．９９５３　　　Ｆ　２．１３　　１５９０ ．９１

　　Ｄ．Ｗ．（１）　　２ ．１２９０　　Ｄ．Ｗ．（２）　　１ ．４６０２

　　　　ＡＲ　Ｏ＝十０ ．８７５５２＊ＡＲ１

　　　　　　　　　（１２ ．８７５９）

　　　　ＳＩ　Ｎ３＝ＥＸＰ（？？）

　［６１ＫＩＮＫＩＥＱ　ＳＩ　Ｎ（ＩＤＥＮＴＩＴＹ）（就業者数（合計））

ＳＩ Ｎ

　　　＝ＳＩ　Ｎ１＋ＳＩ　Ｎ２＋ＳＩ　Ｎ３

Ｆ　和歌山県

Ｆ　１県民総支出プロノク（実質 ’１９８５年価格）

１１１ＫＩＮＫＩＥＱ　ＷＡ　ＣＨ（家計最終消費支出）

ＡＮＮＵＡＬ　ＤＡＴＡ　ＦＯＲ　１６ＰＥＲＩＯＤＳ　ＦＲＯＭ１９７６Ｔ０１９９１

　ＷＡ　ＣＨ

　　　＝Ｏ ．６０６３４＊ＷＡ　ＣＨ［一１１＋０ ．１０４９５＊ＷＡ　ＹＤＨ／ＷＡ　ＰＣＨ＊１００

　　　　（３ ．０５１９０）　　　　　　　　　　　　　　（１ ．５１２７５）

　　　十００２１１９＊ＷＡ　ＫＳＨ［一１１／ＷＡ　ＰＣＨ＊１００－３８８９０６＊ＳＰＩＫＥ（８０ ，０）

　　　　（１ ．５５８８０）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（２ ．３１５１７）

　　　十２９３４６０

　　　　（１ ．３１２９８）

　　ＳＵＭ　ＳＱ　　３Ｅ＋０９　　ＳＴＤ　ＥＲＲ　　１５２０９７　　ＬＨＳ　ＭＥＡＮ１３３９８１６

　　Ｒ　ＳＱ　　　　　Ｏ ．９８９７　　　Ｒ　ＢＡＲ　ＳＱ　　０ ．９８５９　　　Ｆ　４．１１　　２６３ ，１６４

　　Ｄ．Ｗ．（１）　　２ ．５３８０　　Ｄ．Ｗ．（２）　　２ ．０７７０

　　Ｈ－１
．９１２９

（６６０）



　　　　　　　　　　　　　　近畿経済計量モデルの開発とその応用（稲田 ・小川）

［２１ＫＩＮＫＩＥＱ　ＷＡ　ＩＦＲ（総固定資本形成（民問住宅））

ＡＮＮＵＡＬ　ＤＡＴＡ　ＦＯＲ　１６ＰＥＲＩＯＤＳ　ＦＲＯＭ１９７６Ｔ０１９９１

ＷＡ　ＩＦＲ

　　＝０５８９６１＊ＷＡ　ＩＦＲ［一１１＋０１４１１１＊ＷＡ　ＹＤＨ／ＷＡ　ＰＩＦＲ＊１００

　　　 （４１５８６２６）

　一 　　 （２ ．５８６２１） 　一 　　 ．

　　一２７５４４７＊ＪＰ　ＩＮＲＬ－ＰＣＨ（ＷＡ　ＰＩＦＲ）一〇０８６８９＊ＷＡ－ＫＦＲ卜１１
　　　 （２

．９８三９２）一

　　　　 一　 （１ ．８９１９５）

　　十２３８０００＊ＳＰＩＫＥ（９０ ，Ｏ）一６９５４５８

　　　（２ ．１２５５４）　　　　　（１ ．６８４４１）

　ＳＵＭ　ＳＱ　　ｇＥ＋０８　　ＳＴＤ　ＥＲＲ　９４３４３０　　ＬＨＳ　ＭＥＡＮ　１４０９８１

　Ｒ　ＳＱ　　　　　０ ．８９８８　　　Ｒ　ＢＡＲ　ＳＱ　　０ ．８４８２　　　Ｆ　５．１０　　１７ ．７５９５

　Ｄ．Ｗ．（１）　　２ ．１５４１　　Ｄ．Ｗ．（２）　　２ ．５７８９

　Ｈ－Ｏ
．４４８３

［３１ＫＩＮＫＩＥＱ　ＷＡ　ＫＦＲ（ＩＤＥＮＴＩＴＹ）（資本ストソ ク（民問住宅））

ＷＡ　ＫＦＲ

　　＝ ．９２４＊ＷＡ　ＫＦＲ［一１１＋ＷＡ　ＩＦＲ

［４１ＫＩＮＫＩＥＱ　ＷＡ　ＩＦＮＲ（総固定資本形成（民間企業設備））

ＡＮＮＵＡＬ　ＤＡＴＡ　ＦＯＲ　１７ＰＥＲＩＯＤＳ　ＦＲＯＭ１９７５Ｔ０１９９１

ＬＯＧ（ＷＡ　ＩＦＮＲ／ＫＩ　ＩＦＮＲ／（１－ＷＡ　ＩＦＮＲ／ＫＩ　ＩＦＮＲ））

　　＝１ ．６７２０６＊ＬＯＧ（ＷＡ　ＧＤＰ／ＫＩ　ＧＤＰ／（１－ＷＡ　ＧＤＰ／ＫＩ　ＧＤＰ））

　　　（８ ．３０６２０）

　　一０２８４０８＊ＳＰＩＫＥ（８４ ，０）一０１８３８８＊ＳＰＩＫＥ（８５ ，Ｏ）十ＳＰＩＫＥ（８６ ，０）

　　　 （３１５７６１６）

　　　 （３ ．１４８７９）

　　一０３０６２０＊ＳＰＩＫＥ（７５ ，０）十２４１６０２

　　　（３ ．３３７１７）　　　　　（３ ．８１９３２）

　ＳＵＭ　ＳＱ　　　Ｏ ．０７０３　　ＳＴＤ　ＥＲＲ　　０ ．０７６５　　ＬＨＳ　ＭＥＡＮ－２ ．８７４５

　Ｒ　ＳＱ　　　　　０ ．８９００　　　Ｒ　ＢＡＲ　ＳＱ　　Ｏ ．８５３３　　　Ｆ　４．１２　　２４ ．２７１８

　Ｄ．Ｗ．（１）　　２ ．２４７９　　Ｄ．Ｗ．（２）　　２ ．４１１３

　　　　ＷＡ　ＩＦＮＲ＝ＥＸＰ（Ｐ？）＊ＫＩ　ＩＦＮＲ＊（１－ ＷＡ　ＩＦＮＲ／ＫＩ　ＩＦＮＲ）

［５１ＫＩＮＫＩＥＱ　ＷＡ　ＫＦＮＲ（ＩＤＥＮＴＩＴＹ）（資本スト ソク（民間企業設備））

ＷＡ　ＫＦＮＲ

　　　＝ ．９５４＊ＷＡ　ＫＦＮＲ卜１１＋ＷＡ　ＩＦＮＲ

［６１ＫＩＮＫＩＥＱ　ＷＡ－Ｊ ．（在庫品増加）

ＡＮＮＵＡＬ　ＤＡＴＡ　ＦＯＲ　１６ＰＥＲＩＯＤＳ　ＦＲＯＭ１９７６Ｔ０１９９１

ＷＡ　Ｊ

　　　＝０ ．０７０００＊ＷＡ　ＧＤＥ－ ＷＡ　Ｊ－１２４２ ．４２＊ＪＰ　ＩＮＲＬ－ＰＣＨ（ＷＡ－ＰＧＤＥ）

　　　（２ ．９９９５６）　　　　　　（Ｏ ．６５８５５）

　　　一７５２５６２＊ＳＰＩＫＥ（８１ ，０）十９７９２７１＊ＳＰＩＫＥ（７９ ，Ｏ）

　　　 （４ ，７７１
；５）

　　　 （６ ．０４４９４）

　　　十４６４６５ ．１＊ＳＰＩＫＥ（８７ ，０）一１５５７３４

　　　（３ ．０５８９４）　　　　　（３ ．０８６１２）

　ＳＵＭ　ＳＱ　　２Ｅ＋０９　　ＳＴＤ　ＥＲＲ　　１４１６９ ．１　　ＬＨＳ　ＭＥＡＮ３１９６ ．４４

　Ｒ　ＳＱ　　　　　Ｏ ．８８１３　　　Ｒ　ＢＡＲ　ＳＱ　　Ｏ ．８２２０　　　Ｆ　５．１０　　 １４ ．８５２６

　Ｄ．Ｗ．（１）　　２ ．１３０６　　Ｄ．Ｗ．（２）　　１ ．８４２３

［７１ＫＩＮＫＩＥＱ　ＷＡ　ＧＤＥ（ＩＤＥＮＴＩＴＹ）（県内総支出）

ＷＡ　ＧＤＥ

　　　＝ＷＡ　ＣＨ＋ＷＡ　ＣＮＨ＋ＷＡ　ＣＧ＋ＷＡ　ＩＦＲ＋ＷＡ　ＩＦＮＲ＋ＷＡ－ＩＦＧ＋ＷＡ－Ｊ＋ＷＡ－ＥＸＤ

　　　－ＷＡ　ＩＭＤ＋ＷＡ　ＤＩＳＣ

７５

（６６１）



７６　　　　　　　　　　　　　　　立命館経済学（第４３巻 ・第４号）

［８１ＫＩＮＫＩＥＱ　ＷＡ　ＮＦＹ（ＩＤＥＮＴＩＴＹ）（県外からの純要素所得）

　ＷＡ　ＮＦＹ

　　　＝ＷＡ　ＮＦＹＮ／ＷＡ　ＰＧＤＥ＊１００

［９１ＫＩＮＫＩＥＱ　ＷＡ　ＧＮＥ（ＩＤＥＮＴＩＴＹ）（県民総支出）

　ＷＡ　ＧＮＥ

　　　＝ＷＡ　ＧＤＥ＋ＷＡ　ＮＦＹ

Ｅ　２県民総支出ブロック（名目）

［１１ＫＩＮＫＩＥＱ　ＷＡ　ＣＨＮ（ＩＤＥＮＴＩＴＹ）（家計最終消費支出）

　ＷＡ　ＣＨＮ

　　　：ＷＡ　ＣＨ＊ＷＡ　ＰＣＨ／１００

［２１ＫＩＮＫＩＥＱ　ＷＡ　ＣＧＮ（ＩＤＥＮＴＩＴＹ）（一般政府最終消費支出）

　ＷＡ　ＣＧＮ

　　　＝ＷＡ　ＣＧ＊ＷＡ　ＰＣＧ／１００

［３１ＫＩＮＫＩＥＱ　ＷＡ－ＩＦＲＮ（ＩＤＥＮＴＩＴＹ）（総固定資本形成（民間住宅））

ＷＡ　ＩＦＲＮ

　　　＝ＷＡ　ＩＦＲ＊ＷＡ　ＰＩＦＲ／１００

［４１ＫＩＮＫＩＥＱ　ＷＡ－ＩＦＮＲＮ（ＩＤＥＮＴＩＴＹ）（総固定資本形成（民問企業設備））

ＷＡ　ＩＦＮＲＮ

　　　＝ＷＡ　ＩＦＮＲ＊ＷＡ　ＰＩＦＮＲ／１００

［５１ＫＩＮＫＩＥＱ　ＷＡ　ＩＦＧＮ（ＩＤＥＮＴＩＴＹ）（総固定資本形成（公的））

ＷＡ　ＩＦＧＮ

　　　＝ＷＡ　ＩＦＧ＊ＷＡ　ＰＩＦＧ／１００

［６１ＫＩＮＫＩＥＱ　ＷＡ　ＧＤＥＮ（ＩＤＥＮＴＩＴＹ）（県内総支出）

ＷＡ　ＧＤＥＮ

　　　＝ＷＡ－ＣＨＮ＋ＷＡ－ＣＮＨＮ＋ＷＡ－ＣＧＮ＋ＷＡ－ＩＦＲＮ＋ＷＡ－ＩＦＮＲＮ＋ＷＡ－ＩＦＧＮ＋ＷＡ－ＪＮ

　　　＋ＷＡ　ＥＸＤＮ－ＷＡ　ＩＭＤＮ＋ＷＡ　ＤＩＳＣＮ

［７１ＫＩＮＫＩＥＱ　ＷＡ　ＮＦＹＮ（県外からの純要素所得）

ＡＮＮＵＡＬ　ＤＡＴＡ　ＦＯＲ　１７ＰＥＲＩＯＤＳ　ＦＲＯＭ１９７５Ｔ０１９９１

ＷＡ　ＮＦＹＮ

　　　＝一０２９２１１＊ＷＡ－ＧＤＥＮ＋００１４３２＊ＫＩ　ＧＤＥＮ－２３７５９５＊ＳＰＩＫＥ（８６ ，０）十８２０４１０

　　　　　（７１３５７４６）

　　　
（１ｉ

．８５３７）一 　（１ ，９８１
五３）

　　　 （Ｏ
．３０五８２）

　　ＳＵＭ　ＳＱ　　２Ｅ＋０９　　ＳＴＤ　ＥＲＲ　　１１５５１ ．３　　ＬＨＳ　ＭＥＡＮ　１０７０００

　　Ｒ　ＳＱ　　　　　Ｏ ．９８６６　　　Ｒ　ＢＡＲ　ＳＱ　　Ｏ ．９８３５　　　Ｆ　３．１３　　３１８ ，４９６

　　Ｄ．Ｗ．（１）　　１ ．６４２４　　Ｄ．Ｗ．（２）　　２ ．０２９６

［８１ＫＩＮＫＩＥＱ　ＷＡ　ＧＮＥＮ（ＩＤＥＮＴＩＴＹ）（県民総支出）

ＷＡ　ＧＮＥＮ

　　　＝ＷＡ　ＧＤＥＮ＋ＷＡ　ＮＦＹＮ

（６６２）



　　　　　　　　　　　　　　　近畿経済計量モデルの開発とその応用（稲田 ・小川）

Ｆ　３　所得支出勘定プロソク（制度部門別）

［１１ＫＩＮＫＩＥＱ　ＷＡ　ＹＷ（ＩＤＥＮＴＩＴＹ）（雇用者所得）

　ＷＡ　ＹＷ

　　　＝ＷＡ　ＷＡＧＥ＊ＷＡ　Ｎ／１００

［２１ＫＩＮＫＩＥＱ　ＷＡ　ＹＩＮＤ（個人企業所得）

ＡＮＮＵＡＬ　ＤＡＴＡ　ＦＯＲ　１６ＰＥＲＩＯＤＳ　ＦＲＯＭ１９７６Ｔ０１９９１

ＬＯＧ（ＷＡ　ＹＩＮＤ／（ＷＡ　ＹＰ－ＷＡ　ＹＩＮＤ））

　　　＝一００５７８２＊ＴＩＭＥ＋０００５６３＊ＰＣＨ（ＷＡ　ＧＤＰ）一０１９５３４＊ＳＰＩＫＥ（８３ ，０）

　　　　　 （２ｉ
．９１９１） 　（２ ．４０７３５） 　　 一　 （４ ．１３８０６）

　　　　　十０１４６２７＊ＳＰＩＫＥ（９１ ，Ｏ）一０１１４５２＊ＳＰＩＫＥ（８６ ，Ｏ）一０９８４５２

　　　　　（２ ．９８１４５）　　　　　　　　　　　　　（２ ．５２５２８）　　　　　　　　　　　　　（３８ ．８６３８）

　　ＳＵＭ　ＳＱ　　　Ｏ ．０１７８　　ＳＴＤ　ＥＲＲ　　Ｏ ．０４２１　　ＬＨＳ　ＭＥＡＮ－１ ．５３４５

　　Ｒ　ＳＱ　　　　　Ｏ ．９８４０　　　Ｒ　ＢＡＲ　ＳＱ　　Ｏ ．９７６０　　　Ｆ　５．１０　　１２３ ，０２７

　　Ｄ．Ｗ．（１）　　３ ．１５６３　　Ｄ．Ｗ．（２）　　１ ．３５８２

　　　　ＷＡ　ＹＩＮＤ＝ＥＸＰ（？？）＊（ＷＡ　ＹＰ－ＷＡ　ＹＩＮＤ）

［３１ＫＩＮＫＩＥＱ ：ＷＡ　ＹＩＮＴＨＲ ：（利子の受取（家計））

　ＡＮＮＵＡＬ　ＤＡＴＡ　ＦＯＲ　１７ＰＥＲＩＯＤＳ　ＦＲＯＭ１９７５Ｔ０１９９１

ＷＡ　ＹＩＮＴＨＲ

　　　＝０６６２９７＊ＪＰ　ＩＮＲＬ＊ＷＡ　ＫＳＨ卜１１／１００＋４４１１２１＊ＳＰＩＫＥ（９０ ，Ｏ）

　　　　 （３三
．７２０２）一 　　 ’　　　 （４ ．１２４３６）

　　　十２９３７９７＊ＳＰＩＫＥ（８９ ，Ｏ）一１９１９５６＊ＳＰＩＫＥ（７８ ，Ｏ）十９１４６６２

　　　　（２ ．９６７７２）　　　　　　　　　　　　　（１ ．９２４８５）　　　　　　　　　　　　　（２１ ．１９０１）

　　ＳＵＭ　ＳＱ　　１Ｅ＋０９　　ＳＴＤ　ＥＲＲ　９３１９ ．１３　　ＬＨＳ　ＭＥＡＮ　２１８３１９

　　Ｒ　ＳＱ　　　　　Ｏ ．９９３１　　　Ｒ　ＢＡＲ　ＳＱ　　Ｏ ．９９０８　　　Ｆ　４．１２　　４３０ ，９６８

　　Ｄ．Ｗ．（１）　　１ ．７１４４　　Ｄ．Ｗ．（２）　　２ ．７３５４

　［４１ＫＩＮＫＩＥＱ　ＷＡ　ＹＤＩＶＨＲ（配当の受取（家計））

　ＡＮＮＵＡＬ　ＤＡＴＡ　ＦＯＲ　１７ＰＥＲＩＯＤＳ　ＦＲＯＭ１９７５Ｔ０１９９１

ＷＡ　ＹＤＩＶＨＲ

　　　＝００８４０２＊（ＷＡ　ＹＤＩＶＨＲ＋ＷＡ　ＹＣＡＤ）十２６４６２６＊ＳＰＩＫＥ（９１ ，０）

　　　　 （１ｉ
．５０５４） 　一 　　　 一　　 （１７ ．５０３９）

　　　十１５７８３４＊ＳＰＩＫＥ（９０ ，Ｏ）十１００９６８＊ＳＰＩＫＥ（８９ ，Ｏ）

　　　　（１０ ．０６４６）　　　　　（６ ．４５５８０）

　　　十６６３４４７＊ＳＰＩＫＥ（８７ ，Ｏ）十３４１９９８

　　　　（４ ．２４７２１）　　　　　（２ ．８４５４９）

　　ＳＵＭ　ＳＱ　　２Ｅ＋０７　　ＳＴＤ　ＥＲＲ　　１４２６ ．５９　　ＬＨＳ　ＭＥＡＮ２１１８２ ．８

　　Ｒ　ＳＱ　　　　　Ｏ ．９８６８　　　Ｒ　ＢＡＲ　ＳＱ　　０ ．９８０８　　　Ｆ　５．１１　　１６４ ，１５９

　　Ｄ．Ｗ．（１）　　１ ．７５６８　　Ｄ．Ｗ．（２）　　１ ．８８４５

　［５１ＫＩＮＫＩＥＱ　ＷＡ　ＹＲＥＮＨＲ（賃貸料の受取（家計））

　ＡＮＮＵＡＬ　ＤＡＴＡ　ＦＯＲ　１７ＰＥＲＩＯＤＳ　ＦＲＯＭ１９７５Ｔ０１９９１

　ＷＡ　ＹＲＥＮＨＲ

　　　　＝００００８９＊ＷＡ　ＰＣＨ＊ＷＡ　ＩＦＲ－２２３９３９＊ＳＰＩＫＥ（９０ ，Ｏ）

　　　　 （１ｉ
．９０３０） 　一 　　 一　 （２ ．４５０６０）

　　　　十５２８５１８＊ＳＰＩＫＥ（９１ ，Ｏ）一２５４４２７＊ＳＰＩＫＥ（８０ ，Ｏ）十２３７７１２

　　　　（６ ．３３０８３）

　　ＳＵＭ　ＳＱ　　４５３１１９０　　ＳＴＤ　ＥＲＲ　６１４４９１　　ＬＨＳ　ＭＥＡＮ１４０７９６

　　Ｒ　ＳＱ　　　　　０ ．９７９２　　　Ｒ　ＢＡＲ　ＳＱ　　Ｏ ．９７２３　　　Ｆ　４．１２　　１４１ ，４５４

　　Ｄ．Ｗ．（１）　　１ ．５１７６　　Ｄ．Ｗ．（２）　　１ ．３６３１

７７

（６６３）



７８　　　　　　　　　　　　　　　立命館経済学（第４３巻 ・第４号）

［６１ＫＩＮＫＩＥＱ　ＷＡ　ＮＴＲＨ（その他の経常移転純受取（家計））

ＡＮＮＵＡＬ　ＤＡＴＡ　ＦＯＲ　１７ＰＥＲＩＯＤＳ　ＦＲＯＭ１９７５Ｔ０１９９１

ＷＡ　ＮＴＲＨ

　　＝０１４０２６＊ＷＡ　ＣＨＮ－３８３０４９＊ＳＰＩＫＥ（９１ ，０）

　　　 （３五
．１８５９） 　． 　（８ ，１９３る０）

　　一２１９９２４＊ＳＰＩＫＥ（９０ ，０）十１３４９４８＊ＳＰＩＫＥ（８７ ，０）一６７９０７４

　　　 （４
．８９８６５）

　　　 （３
，２３２五

１） 　　　 （１３
．８５え２）

　ＳＵＭ　ＳＱ　　２Ｅ＋０８　　ＳＴＤ　ＥＲＲ　３８８０ ．２８　　ＬＨＳＭＥＡＮ　１０４２４８

　Ｒ　ＳＱ　　　　　Ｏ ．９９２３　　　Ｒ　ＢＡＲ　ＳＱ　　Ｏ ．９８９７　　　Ｆ　４．１２　　３８５ ，４５１

　Ｄ．Ｗ．（１）　　１ ．２５４５　　Ｄ．Ｗ．（２）　　２ ．３３７２

［７１ＫＩＮＫＩＥＱ　ＷＡ　ＹＩＮＴＣＤ（消費者負債利子）

ＣＯＣＨＲＡＮ－ＯＲＣＵＴＴ

ＡＮＮＵＡＬ　ＤＡＴＡ　ＦＯＲ　１６ＰＥＲＩＯＤＳ　ＦＲＯＭ１９７６Ｔ０１９９１

ＷＡ　ＹＩＮＴＣＤ

　　＝０ ．０２４８６＊ＷＡ　ＣＨＮ＋Ｏ ．０２９６５＊ＪＰ　ＩＮＲＬ＊ＷＡ　ＣＨＮ／１００

　　　（４ ．６９１１３）　　　　（２ ．０１２８６）

　　一１５３３０７＊ＳＰＩＫＥ（８９ ，Ｏ）一２６９３３９

　　　 （４
．０６三９０）

　　　 （３
，０３２ラ６）

　ＳＵＭ　ＳＱ　　２２７２３５８　　ＳＴＤ　ＥＲＲ　４５４５０９　　ＬＨＳ　ＭＥＡＮ１０７１６４

　Ｒ　ＳＱ　　　　　０ ．９９２７　　　Ｒ　ＢＡＲ　ＳＱ　　Ｏ ．９９０１　　　Ｆ　４．１１　　３７５ ，５４０

　Ｄ．Ｗ．（１）　　２ ．３８４５　　Ｄ．Ｗ．（２）　　１ ．０４７１

　　　ＡＲ０＝十０ ．８３７２９＊ＡＲ１

　　　　　　　　（１４ ．６７５５）

［８１ＫＩＮＫＩＥＱ　ＷＡ　ＴＤＨ（ＩＤＥＮＴＩＴＹ）（直接税（家計））

ＷＡ　ＴＤＨ

　　＝ＷＡ－ＲＴＤＨ＊（ＷＡ－ＹＷ＋ＷＡ－ＹＷ［一１１＋ＷＡ－ＹＩＮＤ＋ＷＡ－ＹＩＮＤ卜１１＋ＷＡ－ＹＩＮＴＨＲ

　　＋ＷＡ　ＹＩＮＴＨＲ卜１１＋ＷＡ　ＹＤＩＶＨＲ＋ＷＡ　ＹＤＩＶＨＲ［一１１）／２００

［９１ＫＩＮＫＩＥＱ　ＷＡ　ＹＤＨ（ＩＤＥＮＴＩＴＹ）（可処分所得（家計））

ＷＡ　ＹＤＨ

　　＝ＷＡ　ＹＷ＋ＷＡ　ＹＩＮＤ＋ＷＡ　ＹＩＮＴＨＲ＋ＷＡ　ＹＤＩＶＨＲ＋ＷＡ　ＹＲＥＮＨＲ－ＷＡ　ＹＩＮＴＣＤ

　　－ＷＡ　ＴＤＨ＋ＷＡ　ＮＴＲＨ

［１０１ＩＮＫＩＥＱ　ＷＡ　ＳＨ（ＩＤＥＮＴＩＴＹ）（貯蓄（家計））

ＷＡ　ＳＨ

　　＝ＷＡ　ＹＤＨ－ＷＡ　ＣＨＮ

［１１１ＩＮＫＩＥＱ　ＷＡ　ＫＳＨ（ＩＤＥＮＴＩＴＹ）（貯蓄残高（家計））

ＷＡ　ＫＳＨ

　　＝ＷＡ　ＫＳＨト１１＋ＷＡ　ＳＨ

［１２１ＫＩＮＫＩＥＱ ：ＷＡ　ＹＰＲＧＲ ：（財産所得の受取（一般政府））

ＡＮＮＵＡＬ　ＤＡＴＡ　ＦＯＲ　１６ＰＥＲＩＯＤＳ　ＦＲＯＭ１９７６Ｔ０１９９１

ＷＡ　ＹＰＲＧＲ

　　＝０７７３７５＊ＷＡ　ＹＰＲＧＲ［一１１＋０１２１５４＊ＷＡ　ＣＧＮ
　　　（４１８０６５２）

　一 　　　
（１１９２８４１） 　一

　　一３６５０ ．１４＊ＳＰＩＫＥ（８６ ，０）一１４６７０ ．０

　　　（２ ．０９７７１）　　　　　　　　　　　　　（１ ．７５８５４）

　ＳＵＭ　ＳＱ　　３Ｅ＋０７　　ＳＴＤ　ＥＲＲ　　１６５７８４　　ＬＨＳ　ＭＥＡＮ４６１２５１

　Ｒ　ＳＱ　　　　　０ ．９９５０　　　Ｒ　ＢＡＲ　ＳＱ　　０ ．９９３７　　　Ｆ　３．１２　　７９２ ，４９７

Ｄ． Ｗ． （１）　　１ ．４５２４　　Ｄ．Ｗ．（２）　　１ ．７２９２

　Ｈ　　　　　　　　１ ．２０１０

（６６４）



　　　　　　　　　　　　　　　近畿経済計量モデルの開発とその応用（稲田 ・小川）

［１３１ＫＩＮＫＩＥＱ　ＷＡ　ＴＤ（ＩＤＥＮＴＩＴＹ）（直接税（合計））

ＷＡ　ＴＤ

　　＝ＷＡ　ＴＤＣ＋ＷＡ　ＴＤＨ

［１４１ＫＩＮＫＩＥＱ　ＷＡ　ＴＤＣ（ＩＤＥＮＴＩＴＹ）（直接税（法人企業））

ＷＡ　ＴＤＣ

　　＝ＷＡ　ＲＴＤＣ＊（ＷＡ　ＹＣＡＤ＋ＷＡ　ＹＧ＋ＷＡ　ＹＣＡＤ［一１１＋ＷＡ　ＹＧ卜１１）／２００

［１５１ＫＩＮＫＩＥＱ　ＷＡ　ＴＩ（ＩＤＥＮＴＩＴＹ）（問接税）

ＷＡ　ＴＩ

　　＝ＷＡ　ＲＴＩ＊ＷＡ　ＣＰＮ／１００

［１６１ＫＩＮＫＩＥＱ　ＷＡ　ＮＴＲＧ（その他の経常移転純受取（一般政府））

ＡＮＮＵＡＬ　ＤＡＴＡ　ＦＯＲ　１６ＰＥＲＩＯＤＳ　ＦＲＯＭ１９７６Ｔ０１９９１

ＷＡ　ＮＴＲＧ

　　＝Ｏ ．８１５９６＊ＷＡ　ＮＴＲＧト１１－０ ．２４５９０＊ＷＡ　ＣＧＮ

　　　（８ ．３４９１９）　　　　　　（３ ．２６１３７）

　　一３２２６７４＊ＳＰＩＫＥ（８６ ，Ｏ）一２９６０６２＊ＳＰＩＫＥ（７６ ，Ｏ）

　　　（４ ．２１１８２）　　　　　　　　　　　（３ ．２６０３５）

　　一１６２０４４＊ＳＰＩＫＥ（７８ ，０）十５２２４７８

　　　 （２ ，０４１
五３）

　　　 （３ ．２７８１９）

　ＳＵＭ　ＳＱ　　５Ｅ＋０８　　ＳＴＤ　ＥＲＲ　６８８８３７　　ＬＨＳ　ＭＥＡＮ－３７２１８

　Ｒ　ＳＱ　　　　　Ｏ ．９７４７　　　Ｒ　ＢＡＲ　ＳＱ　　Ｏ ．９６２１　　　Ｆ　５．１０　　７７ ．１１４７

　Ｄ．Ｗ．（１）　　１ ．９８２５　　Ｄ．Ｗ．（２）　　２ ．３５７１

　Ｈ－０
．７６９８

［１７１ＫＩＮＫＩＥＱ　ＷＡ　ＹＰＲＧＯ（財産所得の支払（一般政府））

ＡＮＮＵＡＬ　ＤＡＴＡ　ＦＯＲ　１１ＰＥＲＩＯＤＳ　ＦＲＯＭ１９８１Ｔ０１９９１

ＷＡ　ＹＰＲＧＯ－ＪＰ　ＩＮＲＬ＊ＷＡ　ＫＧＢ［一１１／１００

　　＝０ ．２０８２２＊（ＷＡ　ＩＦＧＮ＋ＷＡ　ＣＧＮ）一３０１９３ ．６＊ＳＰＩＫＥ（８１ ，０）

　　　（１０ ．１０５５）　　　　　　　　　（８ ．９７０８１）

　　一２１１７８３＊ＳＰＩＫＥ（８２ ，０）一１４１９１４＊ＳＰＩＫＥ（８３ ，Ｏ）一４３６１０８

　　　 （６
，１８６ラ９）

　　　 （４
，２３４る５）

　　　 （Ｏ ．４２３００）

　ＳＵＭ　ＳＱ　　６Ｅ＋０７　　ＳＴＤ　ＥＲＲ　　３１１０ ．７２　　ＬＨＳ　ＭＥＡＮ９１２８２ ．７

　Ｒ　ＳＱ　　　　　０ ．９８０９　　　Ｒ　ＢＡＲ　ＳＱ　　０ ．９６８２　　　Ｆ　４，６　　　７７ ．１１１８

　Ｄ．Ｗ．（１）　　２ ．５２８７　　Ｄ．Ｗ．（２）　　２ ．９２４９

　　　　ＷＡ　ＹＰＲＧＯ＝（ア？）十ＪＰ　ＩＮＲＬ＊ＷＡ　ＫＧＢ卜１１／１００

［１８１ＫＩＮＫＩＥＱ　ＷＡ　ＳＵＢ（ＩＤＥＮＴＩＴＹ）（補助金）

ＷＡ　ＳＵＢ

　　　＝ＷＡ　ＲＳＵＢ＊ＷＡ　ＧＤＥＮ／１ＯＯ

［１９１ＫＩＮＫＩＥＱ　ＷＡ　ＹＤＧ（ＩＤＥＮＴＩＴＹ）（可処分所得（一般政府））

ＷＡ　ＹＤＧ

　　　＝ＷＡ　ＹＰＲＧＲ－ＷＡ　ＹＰＲＧＯ＋ＷＡ　ＴＤ＋ＷＡ　ＴトＷＡ　ＳＵＢ＋ＷＡ　ＮＴＲＧ

［２０１ＫＩＮＫＩＥＱ　ＷＡ　ＳＧ（ＩＤＥＮＴＩＴＹ）（貯蓄（一般政府））

ＷＡ　ＳＧ

　　　＝ＷＡ　ＹＤＧ－ＷＡ　ＣＧＮ

７９

（６６５）



８０　　　　　　　　　　　　　　　立命館経済学（第４３巻 ・第４号）

［２１１ＫＩＮＫＩＥＱ　ＷＡ　ＳＧＢ（地方債発行額（一般政府））

ＡＮＮＵＡＬ　ＤＡＴＡ　ＦＯＲ　１２ＰＥＲＩＯＤＳ　ＦＲＯＭ１９８０Ｔ０１９９１

ＷＡ　ＳＧＢ＋ＷＡ　ＳＧ

　　＝１ ．１８２５６＊ＷＡ　ＩＦＧＮ

　　　（５ ．０６９０１）

　　一７２２１８０＊（ＳＰＩＫＥ（８０ ，Ｏ）十ＳＰＩＫＥ（８１ ，Ｏ）十ＳＰＩＫＥ（８２ ，０）十ＳＰＩＫＥ（８３ ，０）十ＳＰＩＫＥ（８４ ，Ｏ））

　　　 （６
，１４５三０）

　　一１２５６５３

　　　（２ ．３９２１８）

　ＳＵＭ　ＳＱ　　４Ｅ＋０９　　ＳＴＤ　ＥＲＲ　２００４７４　　ＬＨＳ　ＭＥＡＮ　１０８９１４

　Ｒ　ＳＱ　　　　　０ ．８７０７　　　Ｒ　ＢＡＲ　ＳＱ　　０ ．８４２０　　　Ｆ　２，９　　　３０ ．３１１５

　Ｄ．Ｗ．（１）　　２ ．０９３１　　Ｄ．Ｗ．（２）　　１ ．９５０１

　　　ＷＡ　ＳＧＢ＝（？？）一ＷＡ　ＳＧ

［２２１ＫＩＮＫＩＥＱ　ＷＡ　ＫＧＢ（地方債発行残高（一般政府））

ＡＮＮＵＡＬ　ＤＡＴＡ　ＦＯＲ　１１ＰＥＲＩＯＤＳ　ＦＲＯＭ１９８１Ｔ０１９９１

ＷＡ　ＫＧＢ

　　＝Ｏ ．９５４５７＊ＷＡ　ＫＧＢ［一１１＋１ ．０９４９２＊ＷＡ　ＳＧＢ

　　　（７ ．２６５９４）　　　　　　　　　　　　　　　（５ ．７１３７２）

　　一１２１３８１＊ＳＰＩＫＥ（９０ ，Ｏ）一１１９５７９

　　　 （３
，１７４；Ｏ）

　　　 （０
，９８７三７）

　ＳＵＭ　ＳＱ　　ｇＥ＋０７　　ＳＴＤ　ＥＲＲ　３６３５６２　　ＬＨＳ　ＭＥＡＮ７８２４７４

　Ｒ　ＳＱ　　　　　０ ．９０８０　　　Ｒ　ＢＡＲ　ＳＱ　　０ ．８６８６　　　Ｆ　３，７　　　２３ ．０３０４

　Ｄ．Ｗ．（１）　　０ ．４４００　　Ｄ．Ｗ．（２）　　０ ．６６８１

　Ｈ　　　　　　　２ ．５０８５

［２３１ＫＩＮＫＩＥＱ　ＷＡ　ＹＣＡＤ（民問法人企業所得（配当受払後））

ＡＮＮＵＡＬ　ＤＡＴＡ　ＦＯＲ　１６ＰＥＲＩＯＤＳ　ＦＲＯＭ１９７６Ｔ０１９９１

ＷＡ　ＹＣＡＤ

　　：０ ．１７５５３＊ＷＡ　ＧＤＥＮ－ＷＡ　ＹＷ
　　　（４ ．８２３９７）

　　一〇 ．２３２２２＊ＪＰ　ＩＮＲＬ＊ＷＡ　ＰＩＦＮＲ＊ＷＡ　ＫＦＮＲ［一１１／１００００

　　　（３ ．４７８９９）

　　十００００３３＊ＷＡ　ＰＩＦＮＲホＷＡ　ＫＦＮＲ卜１１－９３２８１８＊ＳＰＩＫＥ（９１ ，０）

　　　 （５１００８２９）

　■ 　　　１　　　（８
，７８８五９）

　　一４１１２９９＊ＳＰＩＫＥ（８９ ，０）一４７６２１７＊ＳＰＩＫＥ（９０ ，０）一９０７５８４

　　　 （５
，２２６る７）

　　　 （５
，４１６五８）

　　　 （５
，２６８三９）

　ＳＵＭ　ＳＱ　　４Ｅ＋０８　　ＳＴＤ　ＥＲＲ　６６６９１３　　ＬＨＳ　ＭＥＡＮ　１５４６４４

　Ｒ　ＳＱ　　　　　０ ．９８６６　　　Ｒ　ＢＡＲ　ＳＱ　　０ ．９７７７　　　Ｆ　６．９　　　１１０ ，８１８

Ｄ． Ｗ． （１）　　２ ．１５３１　　Ｄ．Ｗ．（２）　　２ ．２３３７

［２４１ＫＩＮＫＩＥＱ　ＷＡ　ＹＰ（ＩＤＥＮＴＩＴＹ）（県民所得）

ＷＡ　ＹＰ

　　＝ＷＡ　ＹＷ＋ＷＡ　ＹＰＲＧＲ＋ＷＡ　ＹＰＲＮＨＲ＋ＷＡ　ＹＩＮＴＨＲ＋ＷＡ　ＹＤＩＶＨＲ＋ＷＡ　ＹＲＥＮＨＲ

　　－ＷＡ　ＹＰＲＧＯ－ＷＡ　ＹＰＲＮＨＯ－ＷＡ　ＹＩＮＴＣＤ＋ＷＡ　ＹＣＡＤ＋ＷＡ　ＹＧ＋ＷＡ　ＹＩＮＤ

（６６６）



　　　　　　　　　　　　　　　近畿経済計量モデルの開発とその応用（稲田 ・小川）

Ｆ　４生産・労働ブロック

［１１ＫＩＮＫＩＥＱ ：ＷＡ　ＧＤＰ２ ：（県内総生産（第２次産業））

ＡＮＮＵＡＬ　ＤＡＴＡ　ＦＯＲ　１６ＰＥＲＩＯＤＳ　ＦＲＯＭ１９７６Ｔ０１９９１

ＬＯＧ（ｗＡ　ＧＤＰ２／（ｗＡ　ＯＰＲ＊ＷＡ　ＫＦＮＲト１１／１００））

　　　＝Ｏ ．６９１３９＊ＬＯＧ（ＷＡ　ＴＨ＊ＷＡ　Ｎ２／（ＷＡ　ＯＰＲ＊ＷＡ　ＫＦＮＲ［一１１／１００））

　　　　（２７ ．Ｏ０６４）

　　　一０１３３４６＊ＳＰＩＫＥ（７９ ，Ｏ）十０２１５２７＊ＳＰＩＫＥ（８１ ，Ｏ）

　　　　 （４ ．７１６４０） 　　　
（７１８１４１４）

　　　十〇 ．１８５４９＊ＳＰＩＫＥ（８２ ，Ｏ）一２ ．７７５００

　　　　（６ ．８１２８７）　　　　　　　　　　　　（５６ ．８６８７）

　　ＳＵＭ　ＳＱ　　　０ ．Ｏ０７５　　ＳＴＤ　ＥＲＲ　　Ｏ ．０２６１　　ＬＨＳ　ＭＥＡＮ－１ ．４２８１

　　Ｒ　ＳＱ　　　　　０ ．９８８８　　　Ｒ　ＢＡＲ　ＳＱ　　０ ．９８４８　　　Ｆ　４．１１　　２４３ ，８６６

　　Ｄ．Ｗ．（１）　　１ ．３３０９　　Ｄ．Ｗ．（２）　　１ ．９４０７

　　　　ＷＡ　ＧＤＰ２＝ＥＸＰ（？Ｐ）＊（ＷＡ　ＯＰＲ＊ＷＡ　ＫＦＮＲ［一１１／１００）

［２１ＫＩＮＫＩＥＱ ：ＷＡ　ＧＤＰ３ ：（県内総生産（第３次産業））

ＡＮＮＵＡＬ　ＤＡＴＡ　ＦＯＲ　１７ＰＥＲＩＯＤＳ　ＦＲＯＭ１９７５Ｔ０１９９１

ＬＯＧ（ＷＡ　ＧＤＰ３）

　　　＝２２１２２２＊ＬＯＧ（ＷＡ　ＴＨ＊ＷＡ　Ｎ３）十〇０７２５６＊ＳＰＩＫＥ（９１ ，Ｏ）一２５０９３０

　　　　（１５ ．５２３３） 　　 一　　 一　 （２ ．１４８２６） 　　　 （９
．６５０２）

　　ＳＵＭ　ＳＱ　　Ｏ ．０１４１　　ＳＴＤ　ＥＲＲ　　０ ．０３１７　　ＬＨＳ　ＭＥＡＮ１４ ．０６６４

　　Ｒ　ＳＱ　　　　　Ｏ ．９５２４　　　Ｒ　ＢＡＲ　ＳＱ　　０ ．９４５６　　　Ｆ　２．１４　　１４０ ，００９

　　Ｄ．Ｗ．（１）　　１ ．２９７８　　Ｄ．　　Ｗ．　　（２）　　　　　１ ．６２８２

　　　　ＷＡ　ＧＤＰ３＝ＥＸＰ（アア）

［３１ＫＩＮＫＩＥＱ　ＷＡ　ＧＤＰ（ＩＤＥＮＴＩＴＹ）（県内総生産）

　ＷＡ　ＧＤＰ

　　　＝ＷＡ　ＧＤＰ１＋ＷＡ　ＧＤＰ２＋ＷＡ　ＧＤＰ３

［４１ＫＩＮＫＩＥＱ　ＷＡ　Ｎ２（就業者数（第２次産業））

ＡＮＮＵＡＬ　ＤＡＴＡ　ＦＯＲ　１６ＰＥＲＩＯＤＳ　ＦＲＯＭ１９７６Ｔ０１９９１

ＬＯＧ（ＷＡ　Ｎ２）

　　　＝０ ．７３３０６＊ＬＯＧ（ＷＡ　Ｎ２）［一１１＋Ｏ ．０１５８４＊ＬＯＧ（ＷＡ　ＧＤＰ２）

　　　　（４ ．Ｏ０４６１）　　　　　　　　　　　　　　　　　（０ ．３８８５５）

　　　一００２０３２＊ＬＯＧ（ＷＡ　ＹＷ／ＷＡ　ＧＤＰ２）一００４５４８＊ＳＰＩＫＥ（８６ ，Ｏ）十２９５８４９

　　　　 （Ｏ１４５７５０）

　　 一　　 ■　
（２１６１１２ｇ）

　　　
（１１３０２９７）

　　ＳＵＭ　ＳＱ　　　Ｏ ．Ｏ０３０　　ＳＴＤ　ＥＲＲ　　Ｏ ．０１６４　　ＬＨＳ　ＭＥＡＮ１１ ．８７７６

　　Ｒ　ＳＱ　　　　　Ｏ ．８８４５　　　Ｒ　ＢＡＲ　ＳＱ　　Ｏ ．８４２５　　　Ｆ　４．１１　　２１ ．０５２０

　　Ｄ．Ｗ．（１）　　１ ．３８３３　　Ｄ．Ｗ．（２）　　１ ．４４１７

　　Ｈ　　　　　　　　１ ．６０４０

　　　　ＷＡ　Ｎ２＝ＥＸＰ（アア）

［５１ＫＩＮＫＩＥＱ　ＷＡ　Ｎ３（就業者数（第３次産業））

　ＣＯＣＨＲＡＮ－ＯＲＣＵＴＴ

ＡＮＮＵＡＬ　ＤＡＴＡ　ＦＯＲ　１６ＰＥＲＩＯＤＳ　ＦＲＯＭ１９７６Ｔ０１９９１

ＬＯＧ（ＷＡ　Ｎ３）

　　　＝Ｏ ．２７０５５＊ＬＯＧ（ＷＡ　ＧＤＰ３）十８ ．７１９９２

　　　　（４ ．６５３２６）　　　　　　　（１０ ．５７６６）

　　ＳＵＭ　ＳＱ　　　Ｏ ．０００７　　ＳＴＤ　ＥＲＲ　　Ｏ ．Ｏ０７５　　ＬＨＳ　ＭＥＡＮ１２ ．５２３４

　　Ｒ　ＳＱ　　　　　Ｏ ．９７２５　　　Ｒ　ＢＡＲ　ＳＱ　　Ｏ ．９６８３　　　Ｆ　２．１３　　２２９ ，９３７

　　Ｄ．Ｗ．（１）　　１ ．８３２３　　Ｄ．Ｗ．（２）　　１ ．９５３８

　　　　ＡＲ　Ｏ：十〇 ．６５１８１＊ＡＲ１

　　　　　　　　　（３ ．８３４４０）

　　　　ＷＡ　Ｎ３＝ＥＸＰ（？？）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（６６７）

８１



８２　　　　　　　　　　　　　　　立命館経済学（第４３巻 ・第４号）

［６１ＫＩＮＫＩＥＱ　ＷＡ　Ｎ（ＩＤＥＮＴＩＴＹ）（就業者数（合計））

　ＷＡ　Ｎ

　　　＝ＷＡ　Ｎ１＋ＷＡ　Ｎ２＋ＷＡ　Ｎ３

Ｇ　近畿統合ブロンク

　［１１ＫＩＮＫＩＥＱ　ＫＩ　ＣＨ（ＩＤＥＮＴＩＴＹ）（家計最終消費支出）（実質）

　ＫＩ　ＣＨ

　　　＝ＨＹ　ＣＨ＋ＫＹ　ＣＨ＋ＮＡ　ＣＨ＋ＯＳ　ＣＨ＋ＳＩ　ＣＨ＋ＷＡ　ＣＨ

　［２１ＫＩＮＫＩＥＱ　ＫＩ　ＣＮＨ（ＩＤＥＮＴＩＴＹ）（家計最終消費支出）（名目）

　ＫＩ　ＣＮＨ

　　　＝ＨＹ　ＣＮＨ＋ＫＹ　ＣＮＨ＋ＮＡ　ＣＮＨ＋ＯＳ　ＣＮＨ＋ＯＳ　ＣＮＨ＋ＳＩ　ＣＮＨ＋ＷＡ　ＣＮＨ

　［３１ＫＩＮＫＩＥＱ　ＫＩ　ＣＧ（ＩＤＥＮＴＩＴＹ）（一般政府最終消費支出）（実質）

　ＫＩ　ＣＧ

　　　＝ＨＹ　ＣＧ＋ＫＹ　ＣＧ＋ＮＡ　ＣＧ＋ＯＳ　ＣＧ＋ＳＩ　ＣＧ＋ＷＡ　ＣＧ

　［４１ＫＩＮＫＩＥＱ　ＫＩ　ＩＦＲ（ＩＤＥＮＴＩＴＹ）（総固定資本形成（民問住宅））（実質）

　ＫＩ　ＩＦＲ

　　　＝ＨＹ　ＩＦＲ＋ＫＹ　ＩＦＲ＋ＮＡ　ＩＦＲ＋ＯＳ　ＩＦＲ＋ＯＳ　ＩＦＲ＋ＳＩ　ＩＦＲ＋ＷＡ　ＩＦＲ

　［５１ＫＩＮＫＩＥＱ　ＫＩ　ＩＦＮＲ（総固定資本形成（民問企業設備））（実質）

ＡＮＮＵＡＬ　ＤＡＴＡ　ＦＯＲ　１６ＰＥＲＩＯＤＳ　ＦＲＯＭ１９７６Ｔ０１９９１

　ＫＩ　ＩＦＮＲ

　　　＝０７３６６４＊ＫＩ　ＩＦＮＲ［一１］十０１２５９７＊ＫＩ　ＥＳＪＧＢＯ＊ＫＩ　ＹＣＡＤｌＪＰ　ＷＰＩ

　　　　 （１ｉ
．５７０６）一 　　

（２：２５２５２）一

　　　‘　　 一

　　　十０２３３４０＊ＫＩ　ＹＣＡＤ／ＪＰ　ＷＰＩ＊１００
　　　　 （２１８９３４０）一

　　 ’

　　　一７３０４５８＊（ＪＰ　ＩＮＲＬ－ＰＣＨ（ＪＰ　ＷＰＩ））＊１００＋００３２５６＊ＫＩ　ＧＤＥ
　　　　 （０ ．星００８３）・

　　　 一　　　
（１：２７３０４）一

　　　十４２３７５４＊ＳＰＩＫＥ（８５ ，０）十３５３９６１＊ＳＰＩＫＥ（９０ ，０）一６４４１０８

　　　　（２ ．８７９２１）　　　　　　　　　　　　　（２ ．１８６２０）　　　　　　　　　　　　　（０ ．８９１０７）

　　ＳＵＭ　ＳＱ　　１Ｅ＋１１　　ＳＴＤ　ＥＲＲ　　１２６２０１　　ＬＨＳ　ＭＥＡＮ７７５７１９４

　　Ｒ　ＳＱ　　　　　０ ．９９９０　　　Ｒ　ＢＡＲ　ＳＱ　　０ ．９９８２　　　Ｆ　７．８　　　１１９２ ．５３

　　Ｄ．Ｗ．（１）　　２ ．２９１１　　Ｄ．Ｗ．（２）　　２ ．６８５４

　　Ｈ－０
．８０３７

　［６１ＫＩＮＫＩＥＱ　ＫＩ　ＩＦＧ（ＩＤＥＮＴＩＴＹ）（総固定資本形成（公的））（実質）

　ＫＩ　ＩＦＧ

　　　＝ＨＹ　ＩＦＧ＋ＫＹ　ＩＦＧ＋ＮＡ　ＩＦＧ＋ＯＳ　ＩＦＧ＋ＯＳ　ＩＦＧ＋ＳＩ　ＩＦＧ＋ＷＡ　ＩＦＧ

　［７１ＫＩＮＫＩＥＱ　ＫＩ　Ｊ（ＩＤＥＮＴＩＴＹ）（在庫品増加）（実質）

ＫＩ Ｊ

　　　：ＨＹ　Ｊ＋ＫＹ　Ｊ＋ＮＡ　Ｊ＋ＯＳ　Ｊ＋ＳＩ　Ｊ＋ＷＡ　Ｊ

　［８１ＫＩＮＫＩＥＱ 　ＫＩ　ＥＸＤ（ＩＤＥＮＴＩＴＹ）（輸 ・移出）（実質）

　ＫＩ　ＥＸＤ

　　　＝ＨＹ　ＥＸＤ＋ＫＹ　ＥＸＤ＋ＮＡ　ＥＸＤ＋ＯＳ　ＥＸＤ＋ＯＳ　ＥＸＤ＋ＳＩ　ＥＸＤ＋ＷＡ　ＥＸＤ

　［９１ＫＩＮＫＩＥＱ　ＫＩ　ＩＭＤ（ＩＤＥＮＴＩＴＹ）（輸移入）（実質）

　ＫＩ　ＩＭＤ

　　　＝ＨＹ　ＩＭＤ＋ＫＹ　ＩＭＤ＋ＮＡ　ＩＭＤ＋ＯＳ　ＩＭＤ＋ＯＳ　ＩＭＤ＋ＳＩ　ＩＭＤ＋ＷＡ　ＩＭＤ

　［１０１ＫＩＮＫＩＥＱ　ＫＩ　ＤＩＳＣ（ＩＤＥＮＴＩＴＹ）（統計上の不突合）（実質）

　ＫＩ　ＤＩＳＣ

　　　＝ＨＹ　ＤＩＳＣ＋ＫＹ　ＤＩＳＣ＋ＮＡ　ＤＩＳＣ＋ＯＳ　ＤＩＳＣ＋０Ｓ　ＤＩＳＣ＋ＳＩ　ＤＩＳＣ＋ＷＡ　ＤＩＳＣ

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（６６８）



　　　　　　　　　　　　　　近畿経済計量モデルの開発とその応用（稲田 ・小川）　　　　　　　　　　　８３

［１１１ＫＩＮＫＩＥＱ　ＫＩ　ＧＤＥ（ＩＤＥＮＴＩＴＹ）（県内総支出）（実質）

ＫＩ　ＧＤＥ

　　＝ＫＩ　ＣＨ＋ＫＩ　ＣＮＨ＋ＫＩ　ＣＧ＋ＫＩ　ＩＦＲ＋ＫＩ　ＩＦＮＲ＋ＫＩ　Ｊ＋ＫＩ　ＩＦＧ＋ＫＩ　ＥＸＤ－ＫＩ　ＩＭＤ

　　＋ＫＩ　ＤＩＳＣ

［１２１ＫＩＮＫＩＥＱ　ＫＩ　ＧＤＥＮ（ＩＤＥＮＴＩＴＹ）（県内総支出）（名目）

ＫＩ　ＧＤＥＮ

　　＝ＨＹ　ＧＤＥＮ＋ＫＹ　ＧＤＥＮ＋ＮＡ　ＧＤＥＮ＋ＯＳ　ＧＤＥＮ＋ＳＩ　ＧＤＥＮ＋ＷＡ　ＧＤＥＮ

［１３１ＫＩＮＫＩＥＱ　ＫＩ　ＧＤＰ（ＩＤＥＮＴＩＴＹ）（県民総生産）（実質）

ＫＩ　ＧＤＰ

　　＝ＨＹ　ＧＤＰ＋ＫＹ　ＧＤＰ＋ＮＡ　ＧＤＰ＋ＯＳ　ＧＤＰ＋ＳＩ　ＧＤＰ＋ＷＡ　ＧＤＰ

［１４１ＫＩＮＫＩＥＱ　ＫＩ　Ｎ（ＩＤＥＮＴＩＴＹ）（就業者数）

ＫＩ　Ｎ

　　＝ＨＹ　Ｎ＋ＫＹ　Ｎ＋ＮＡ　Ｎ＋ＯＳ　Ｎ＋ＳＩ　Ｎ＋ＷＡ　Ｎ

［１５１ＫＩＮＫＩＥＱ　ＫＩ　ＥＳＪＧＢＯ（近畿業況判断指数（全業種日銀短観））

ＡＮＮＵＡＬ　ＤＡＴＡ　ＦＯＲ　１６ＰＥＲＩＯＤＳ　ＦＲＯＭ１９７６Ｔ０１９９１

ＫＩ　ＥＳＪＧＢＯ

　　＝Ｏ ．４０７９１＊ＫＩ　ＥＳＪＧＢＯ［一１］十〇 ．１５３８１＊ＤＩＦＦ（ＪＰ　ＲＡＴＥ）

　　　（２ ．８２８８７）　　　　　　　　　　　　　　　　　（１ ．６０７２８）

　　十７ ．６９０１６＊ＰＣＨ（ＫＩ　ＧＤＥ）十４ ．５２１６０＊ＫＩ　ＹＣＡＤ／ＫＩ　ＧＤＥＮ＊１００

　　　（３ ．８４８９９）　　　　　　　　　　　　　　　（１ ．８５４８８）

　　十２９９８５７＊ＳＰＩＫＥ（７９ ，Ｏ）一１４１６４７＊ＳＰＩＫＥ（８５ ，Ｏ）一６６９００１

　　　 （３
．６３１３７）

　　　 （１
．；８４３７）

　　　 （３
．；８１０５）

　ＳＵＭ　ＳＱ　　６４４７１１　　ＳＴＤ　ＥＲＲ　　８４６３７　　ＬＨＳ　ＭＥＡＮ　２８１２５

　Ｒ　ＳＱ　　　　　Ｏ ．９０６３　　　Ｒ　ＢＡＲ　ＳＱ　　０ ．８４３８　　　Ｆ　６，９　　　１４ ．５０７０

　Ｄ．Ｗ．（１）　　１ ．８７９０　　Ｄ．Ｗ．（２）　　１ ．５８５５

　Ｈ－Ｏ
．３８３６

［１６１ＫＩＮＫＩＥＱ　ＫＩ　ＹＣＡＤ（ＩＤＥＮＴＩＴＹ）（民問法人企業所得（配当受払後））

ＫＩ　ＹＣＡＤ

　　：ＨＹ　ＹＣＡＤ＋ＫＹ　ＹＣＡＤ＋ＮＡ　ＹＣＡＤ＋ＯＳ　ＹＣＡＤ＋ＳＩ　ＹＣＡＤ＋ＷＡ　ＹＣＡＤ

（６６９）



８４

データの出所
　　ＡＲＯＰ

　　ＡＲＰＡ

　　ＢＯＪ

　　ＭＲＬＦ

内生変数

変数名
ＫＩ　ＥＳＪＧＢＯ

ＸＸ　ＣＧＮ

ＸＸ　ＣＨ

ＸＸ　ＣＨＮ

ＸＸ　ＧＤＥ

ＸＸ　ＧＤＥＮ

ＸＸ　ＧＮＥ

ＸＸ　ＧＮＥＮ

ＸＸ　ＧＤＰ

ＸＸ　ＧＤＰ２

ＸＸ　ＧＤＰ３

ＸＸ　ＩＦＧＮ

ＸＸ　ＩＦＮＲ

ＸＸ　ＩＦＮＲＮ

ＸＸ　ＩＦＲ

ＸＸ　ＩＦＲＮ

ＸＸ　Ｊ

ＸＸ　ＫＦＲ

ＸＸ　ＫＦＮＲ

ＸＸ　ＫＧＢ

ＸＸ　ＫＳＨ

ＸＸ　Ｎ

ＸＸ　Ｎ２

ＸＸ　Ｎ３

ＸＸ　ＮＦＹ

ＸＸ　ＮＦＹＮ

ＸＸ　ＮＴＲＧ

ＸＸ　ＮＴＲＨ

ＸＸ　ＳＧ

ＸＸ　ＳＧＢ

ＸＸ　ＳＨ

ＸＸ　ＳＵＢ

ＸＸ　ＴＤ

ＸＸ　ＴＤＣ

ＸＸ　ＴＤＨ

ＸＸ　ＴＩ

ＸＸ　ＹＣＡＤ

ＸＸ　ＹＤＧ

ＸＸ　ＹＤＨ

ＸＸ　ＹＤＩＶＨＲ

ＸＸ　ＹＩＮＤ

ＸＸ　ＹＩＮＴＣＤ

ＸＸ　ＹＩＮＴＨＲ

ＸＸ　ＹＰ

ＸＸ　ＹＰＲＧＯ

ＸＸ　ＹＰＲＧＲ

ＸＸ　ＹＲＥＮＨＲ

ＸＸ　ＹＷ

付録２

立命館経済学（第４３巻 ・第４号）

近畿経済計１モデル変数リスト

住民基本台帳
県民経済計算年報（各府県版）

経済統計年報
毎月勤労統計調査月報

型

ＳＴ

ＩＤ

ＳＴ

ＩＤ

ＩＤ

ＩＤ

ＩＤ

ＩＤ

ＩＤ

ＳＴ

ＳＴ

ＩＤ

ＳＴ

ＩＤ

ＳＴ

ＩＤ

ＳＴ

ＩＤ

ＩＤ

ＳＴ

ＩＤ

ＩＤ

ＳＴ

ＳＴ

ＩＤ

ＳＴ

ＳＴ

ＳＴ

ＩＤ

ＳＴ

ＩＤ

ＩＤ

ＩＤ

ＩＤ

ＩＤ

ＩＤ

ＳＴ

ＩＤ

ＩＤ

ＳＴ

ＳＴ

ＳＴ

ＳＴ

ＩＤ

ＳＴ

ＳＴ

ＳＴ

ＩＤ

変数の型
ＳＴ ：確率型内生変数
ＩＤ ：定義式

　　　内　　　　容

近畿業況判断指数（全業種 ：日銀短観）

一般政府最終消費支出（名目）

家計最終消費支出（実質）

家計最終消費支出（名目）

県内総支出（実質）

県内総支出（名目）

県民総支出（実質）

県民総支出（名目）

県内総生産（合計）

県内総生産（第２次産業）

県内総生産（第３次産業）

総固定資本形成（公的）（名目）

総固定資本形成（民問 ：企業設備）（実質）

総固定資本形成（民問 ：企業設備）（名目）

総固定資本形成（民問 ：住宅）（実質）

総固定資本形成（民問 ：住宅）（名目）

在庫品増加（実質）

資本ストッ ク（民問 ：住宅）

資本ストッ ク（民問 ：企業設備）

地方債発行残高

貯蓄残高（家計）

就業者数（合計）

就業者数（第２次産業）

就業者数（第３次産業）

要素所得の受取（実質）

要素所得の受取（名目）

その他経常移転純受取（一般政府）

その他経常移転純受取（家計）

貯蓄（一般政府）

地方債発行額
貯蓄（家計）

補助金

直接税（合計）

直接税（一般政府）

直接税（家計）

問接税

企業所得（配当受払後）

可処分所得（一般政府）

可処分所得（家計）

財産所得（家計 ：配当受取）

個人企業所得

消費者負債利子

財産所得（家計 ：利子受取）

県民所得

財産所得（一般政府 ：支払）

財産所得（一般政府 ：受取）

財産所得（家計 ：賃貸料受取）

雇用者所得

（６７０）

単　位

％

１００万円

１００万円

１００万円

１００万円

１００万円

１００万円

１００万円

１００万円

１００万円

１００万円

１００万円

１００万円

１００万円

１００万円

１００万円

１００万円

１００万円

１００万円

１００万円

１００万円

人

人

人

１００万円

１００万円

１００万円

１００万円

１００万円

１００万円

１００万円

１００万円

１００万円

１００万円

１００万円

１００万円

１００万円

１００万円

１００万円

１００万円

１００万円

１００万円

１００万円

１００万円

１００万円

１００万円

１００万円

１００万円

出　所

ＢＯＪ

ＡＲＰＡ

ＡＲＰＡ

ＡＲＰＡ

ＡＲＰＡ

ＡＲＰＡ

ＡＲＰＡ

ＡＲＰＡ

ＡＲＰＡ

ＡＲＰＡ

ＡＲＰＡ

ＡＲＰＡ

ＡＲＰＡ

ＡＲＰＡ

ＡＲＰＡ

ＡＲＰＡ

ＡＲＰＡ

ＡＲＰＡ

ＡＲＰＡ

ＡＲＰＡ

ＡＲＰＡ

ＡＲＰＡ

ＡＲＰＡ

ＡＲＰＡ

ＡＲＰＡ

ＡＲＰＡ

ＡＲＰＡ

ＡＲＰＡ

ＡＲＰＡ

ＡＲＰＡ

ＡＲＰＡ

ＡＲＰＡ

ＡＲＰＡ

ＡＲＰＡ

ＡＲＰＡ

ＡＲＰＡ

ＡＲＰＡ

ＡＲＰＡ

ＡＲＰＡ

ＡＲＰＡ

ＡＲＰＡ

ＡＲＰＡ

ＡＲＰＡ

ＡＲＰＡ

ＡＲＰＡ

ＡＲＰＡ

ＡＲＰＡ

ＡＲＰＡ



近畿経済計量モデルの開発とその応用（稲田 ・小川） ８５

外生変数
変数名　　　　　　型

ＸＸ　ＣＧ

ＸＸ　ＤＩＳＣ

ＸＸ　ＤＩＳＣＮ

ＸＸ　ＥＸＤ

ＸＸ　ＥＸＤＮ

ＸＸ　ＧＤＰ１

ＸＸ　ＩＦＧ

ＸＸ　ＩＭＤ

ＸＸ　ＩＭＤＮ

ＸＸ　ＪＮ

ＸＸ　Ｎ１

ＸＸ　ＯＰＲ

ＸＸ　ＰＣＧ

ＸＸ　ＰＣＨ

ＸＸ　ＰＧＤＥ

ＸＸ　ＰＩＦＧ

ＸＸ　ＰＩＦＮＲ

ＸＸ　ＰＩＦＲ

ＸＸ　ＰＯＰ

ＸＸ　ＲＳＵＢ

ＸＸ　ＲＴＤＣ

ＥＸ

ＥＸ

ＥＸ

ＥＸ

ＥＸ

ＥＸ

ＥＸ

ＥＸ

ＥＸ

ＥＸ

ＥＸ

ＥＸ

ＥＸ

ＥＸ

ＥＸ

ＥＸ

ＥＸ

ＥＸ

ＥＸ

ＥＸ

ＥＸ

ＸＸ　ＲＴＤＨ　　　　　　ＥＸ

ＸＸ　ＲＴＩ

ＸＸ　ＴＨ

ＸＸ　ＷＡＧＥ

ＸＸ　ＹＧ

ＪＰ　ＩＮＲＬ

ＪＰ　ＲＡＴＥ

ＪＰ 　ＷＰＩ

ＴＩＭＥ

ＥＸ

ＥＸ

ＥＸ

ＥＸ

ＥＸ

ＥＸ

ＥＸ

ＥＸ

内　　　　容

一般政府最終消費支出（実質）

統計上の不突合（実質）

統計上の不突合（名目）

輸・ 移出（実質）

輸・ 移出（名目）

県内総生産（第１次産業）

総固定資本形成（公的）
輸・ 移入（実質）

輸・ 移入（名目）

在庫晶増加（名目）

就業者数（第１次産業）

稼働率

一般政府最終消費支出デフレータ

家計最終消費支出デフレータ

県内最終消費支出デフレータ

総固定資本形成デフレータ（公的）

総固定資本形成デフレータ（民問 ：企業設備）

総固定資本形成デフレータ（民問 ：住宅）

人口

＝ＸＸ　ＳＵＢ／ＸＸ　ＧＤＥＮ＊１００

＝ＸＸ　ＴＤＣ／（ＸＸ　ＹＣＡＤ＋ＸＸ　ＹＧ

　＋ＸＸ　ＹＣＡＤ「１１

　＋ＸＸ－ＹＧ卜１１）＊２００

＝ＸＸ　ＴＤＨ／（ＸＸ　ＹＷ＋ＸＸ　ＹＷ［一１１

　＋Ｘ＝Ｘ　ＹＩＮＤ＋ＸＸ　ＹＩＮＤ「１１

　＋ＸＸ■ＹＩＮＴＨＲ＋ＸＸ　ＴＩＮＴＨＲ［一１］

　十ＸＸ－ＹＤＩＶＨＲ＋ＸＸ■ＹＤＩＶＨＲ［一１１）＊２００

＝ＸＸ　ＴＩ／ＸＸ　ＣＨＮ＊１００

総労働時問

一人当たり賃金

企業所得（公的）

約定平均金利

為替レート

卸売物価指数

タイムトレンド

単　位　　　　　出　所

１００万円

１００万円

１００万円

１００万円

１００万円

１００万円

１００万円

１００万円

１００万円

１００万円

人

％
１９８５＝１００

１９８５＝１００

１９８５：１００

１９８５＝１００

１９８５＝１００

１９８５：１００

人

％

％

％

％

時間

円

１００万円

％

円／ドル

１９８５：１００

１９７５＝１

ＡＲＰＡ

ＡＲＰＡ

ＡＲＰＡ

ＡＲＰＡ

ＡＲＰＡ

ＡＲＰＡ

ＡＲＰＡ

ＡＲＰＡ

ＡＲＰＡ

ＡＲＰＡ

ＡＲＰＡ

ＡＲＰＡ

ＡＲＰＡ

ＡＲＰＡ

ＡＲＰＡ

ＡＲＰＡ

ＡＲＰＡ

ＡＲＯＰ

ＭＲＬＦ

ＡＲＰＡ

ＢＯＪ

ＢＯＪ

ＢＯＪ

（６７１）




